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１１１１．．．．調査研究の背景調査研究の背景調査研究の背景調査研究の背景 

(1)(1)(1)(1)地域コミュニティ力の低下地域コミュニティ力の低下地域コミュニティ力の低下地域コミュニティ力の低下    

地域コミュニティが機能していない、あるいはその力が低下していると言われて久しい。 
これまで地域の自治活動を担ってきた自治会、町内会等の「地縁型住民組織」では、加入率の低下や

担い手の高齢化が悩みとなっている。また、職と住の分離による居住地域コミュニティへの帰属意識の

低下や活動に参加したくてもできない現実、他人との深いかかわりを避ける意識等、地域コミュニティ

における人の“つながり”は、きわめて少なく、あるいは弱くなっている。 

(2)(2)(2)(2)地域コミュニティへの期待の高まり地域コミュニティへの期待の高まり地域コミュニティへの期待の高まり地域コミュニティへの期待の高まり    

このような状況の一方で、地域コミュニティへの期待はむしろ高まっている。二つの例を挙げる。 
一つは、高齢社会を地域コミュニティの力で支えていくことへの期待である。 
高齢化がさらに進展し、介護が必要な高齢者の受け皿を「施設型」から「地域型」、「在宅型」へ移行

させる動きのように、高齢者が地域で暮らし続ける仕組みづくりが今まで以上に重視されるようになっ

た。高齢者も含め、地域住民が「地域」という環境の中で支え合いを提供し合うことが求められている

のである。 
もう一つは、災害対策における期待である。阪神・淡路大震災(1995 年)では、倒壊した家屋などの下

敷きになって救助が必要とされた人のうち約８割は、近隣住民などによって救出されたと言われている。

行政の力だけでは限界があることが痛感され、全国からボランティアが集まりこの年が「ボランティア

元年」と言われるようになったことなど、「公助」に対する「互助・共助」の力の重要性が認識された。

さらに東日本大震災（2011 年）によって、人々の防災意識が高まったことに加え、原発事故により住

民がふるさとを離れ長期の避難生活を余儀なくされた状況を目の当たりにして、家族や地域とのつなが

り意識が広がった。今後 30 年以内の巨大地震発生の確率が首都直下型で 70％、東海地震で 87％などと

予想されており、さらに近年地震に限らず大規模な自然災害が続発している中で、地域コミュニティの

災害対応力の強化は喫緊の課題と言えよう。 
 

第第第第 1111 節節節節    調査研究の背景と目的調査研究の背景と目的調査研究の背景と目的調査研究の背景と目的    
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(3)(3)(3)(3)地域コミュニティ活性化につながり得る住民活動の存在地域コミュニティ活性化につながり得る住民活動の存在地域コミュニティ活性化につながり得る住民活動の存在地域コミュニティ活性化につながり得る住民活動の存在    

このような中で、地域コミュニティを自分たちの力で再生しよう、元気にしようという住民の活動が、

各地で起きている。 
それは、例えば次のようなものである。 

 暮らしの中で現れてきた課題の解決(例えば子育てや高齢者の生活支援のコミュニティでの助け合い) 
 地域に存在する課題(例えば過疎化や子どもの減少、商店街や農業等産業の衰退)の解決 
 自分の経験や知識を活かした地域貢献や、コミュニティビジネスへの発展 
 自分の趣味や関心事を活かした地域内の交流 
 地域の魅力の再発見と発信 
そしてさらには、次のようなものも登場している。 

 地域の人的資源や物的・空間的資源を地域コミュニティの中で効果的に結びつけ、地域の価値を高め

ようとする、地域全体の運営を視野に入れた「エリアマネジメント」としての活動 
 「地域の課題を地域の人たちが解決する」ため「人のつながる仕組みをデザイン」するという、「コミュ

ニティデザイン」等の考え方 
 

２２２２．．．．調査研究の目的と方向性調査研究の目的と方向性調査研究の目的と方向性調査研究の目的と方向性 

以上のような背景を踏まえ、この調査研究では特に上記で述べたような住民活動に着目する。そうし

た活動を「テーマ型住民活動」と称することとし、地域コミュニティ活性化につながるテーマ型住民活

動活発化のための秘訣とそれに対する行政のかかわり方について、ヒントを提示することを目的に実施

する。 
なお、本調査研究においては、「地域コミュニティの活性化」を「地域の中で人々の交流が行われ、

助け合い・支え合いができる信頼関係が育まれ、一つの共同体として形成・再生・活発化されること」

と捉える。 
また、この住民活動は、住民自身による自発的な活動であることを第一の要素とする。組織化された

主体による活動だけでなく、地域における住民同士の「ゆるやかなつながり」
1
の中で行われるものも含

める。なお、地域コミュニティにおける住民組織としては地縁型住民組織が多くの地域に存在するが、

この調査研究ではむしろそれ以外の主体による住民活動に主に焦点をあてる。地縁型住民組織の存在意

義を否定するものではなく、それも含めた地域内の様々な活動主体の連携等にも言及していく。 
本調査研究をはじめるにあたり、テーマ型住民活動には、活動を活発化させるいくつかの秘訣がある

と仮説を立て、またそれらの秘訣が活用される場面で、それをより効果的にする自治体の役割があると

考えた。 
それらを仮説として設定すると図表１のようになる。これは、本調査研究を開始するに当たり、様々

な文献や有識者へのヒアリング、本調査研究メンバーの経験等から導き、設定したものである。本調査

研究では、この仮説の 11 項目の秘訣について検証を行うこととする。 

                                                   
1
この調査研究においては、住民同士が、組織化はしないが、必要に応じて柔軟にまた自由に集まることができるつなが

りを、この用語で表すこととする。 
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図表１ 仮説 
テーマ型住民活動の活発化、それを地域コミュニティ活性化につなげる秘訣 

１ 

 

多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

多様な住民が参加しやすく、つながりやすい仕組みや道具、仕掛けの活用 

２ 

 

地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

地域住民が日頃から集い、交流できる場所があること。その運営に住民自らが携わること 

３ 

 

地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

地域課題が住民同士に共有されていること 

４ 

 

住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

主体的な関わりの前提となる「自分たちのまちは自分たちでつくる」という住民の自立意識 

５ 

 

活動に適した組織形態の選択活動に適した組織形態の選択活動に適した組織形態の選択活動に適した組織形態の選択    

活動のしやすさや、継続するための組織形態の柔軟な工夫 

６ 

 

住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

住民それぞれの得意分野や人とのつながりを活かす役割分担 

７ 

 

地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

若年世代・現役世代が地域に関われるための働きかけ 

８ 

 

様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

地縁型住民組織とテーマ型住民組織等、住民組織同士の連携、協力 

９ 

 

行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

地域課題解決における行政や企業との連携 

10 

 

行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

住民の取り組みを促すための、行政による情報の収集、発信 

11 

 

行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

住民の取り組みに関する行政の相談対応や後方支援の充実 
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１．１．１．１．調査研究の項目調査研究の項目調査研究の項目調査研究の項目とととと方法方法方法方法 

(1)(1)(1)(1)アンケート調査アンケート調査アンケート調査アンケート調査    

仮説に対し、次の２種類のアンケート調査から、多摩・島しょ地域の地域コミュニティの現状と課題

を把握した。 
①①①①多摩・島しょ地域のコミュニティの現状と課題多摩・島しょ地域のコミュニティの現状と課題多摩・島しょ地域のコミュニティの現状と課題多摩・島しょ地域のコミュニティの現状と課題 
対象：多摩・島しょ 39 市町村 
メールによる送付・回収方式 
調査期間：2015 年 8 月 31 日（月）～9 月 14 日（月） 
39 市町村全てから回答 
②②②②多摩・島しょ地域住民のコミュニティに対する意識多摩・島しょ地域住民のコミュニティに対する意識多摩・島しょ地域住民のコミュニティに対する意識多摩・島しょ地域住民のコミュニティに対する意識 
対象者：多摩・島しょ全域居住、年齢 18～79 歳までの男女 1,500 人 
インターネットによる調査 
調査期間：2015 年 10 月 1 日（木）～10 月 7 日（水） 
回答数：1,500 人 

(2)(2)(2)(2)事例調査事例調査事例調査事例調査    

仮説に挙げた 11 項目の「秘訣」を含むと思われるテーマ型住民活動の事例を抽出し、活動主体への

ヒアリングや現地見学を実施した。 
これにより、アンケート調査で把握した仮説の各項目に対する課題について、各事例で具体的にどの

ような取り組みを行い、行政がどのようにかかわったのかを把握した。 

(3)(3)(3)(3)有識者ヒアリング有識者ヒアリング有識者ヒアリング有識者ヒアリング    

アンケート調査、事例調査の実施に先立ち、法政大学法学部政治学科の杉崎和久教授にヒアリングを

行い、調査研究方法、調査で把握すべき事、事例調査対象などについて、助言をいただいた。 

第第第第 2222 節節節節    調査研究方法調査研究方法調査研究方法調査研究方法    
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１．１．１．１．多摩・島しょ地域多摩・島しょ地域多摩・島しょ地域多摩・島しょ地域自治体へのアンケート調査自治体へのアンケート調査自治体へのアンケート調査自治体へのアンケート調査  

(1)(1)(1)(1)調査目的調査目的調査目的調査目的    

自治体における地域コミュニティに関する取り組み・支援の把握と地域コミュニティ活性化における

今後の方向性等を探る 

自治体として地域コミュニティに期待することは何か、自治体が考える地域コミュニティ活性化に対

する自治体自身の役割は何かを浮かび上がらせる。 

((((2222))))調査項目調査項目調査項目調査項目    

①①①①地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題    

 地域コミュニティの現状について 

 自治体が把握している住民組織の概数 

 地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野 

 地域コミュニティが抱える課題について 

②②②②地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状    

 現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無 

 地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の名称と概要 

 地域コミュニティを支援する制度の支援内容と支援対象 

③③③③今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方    

 地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 

④④④④地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策    

 自治体が地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を解

決する際の行政の関わり方としての手がかり 

 

なお、次の用語は、ここに示した定義で用いており、アンケート調査実施に当たり調査票に提示し

た。第２節の住民アンケートも同様である。 

 

第第第第 1111 節節節節    多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの

現状と課題現状と課題現状と課題現状と課題    
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【用語の定義】【用語の定義】【用語の定義】【用語の定義】    
地域  市町村内の各地域を指す。規模を問わない（例えば、小学校区、現自

治会等の区域、「顔の見える」人間関係が作れるなどの範囲）。 

地域コミュニティ  上記のような地域における人々の共同体。組織体が形成されている場

合に限らず、人々の関係が構築されている状態を指す。 

地域コミュニティの活性化  地域の中で人々の交流がなされ、助け合い・支えあいができる信頼関

係が育まれ、一つの共同体として形成・再生・活発化されること。 

テーマ型住民組織  自分たちが抱える課題を解決するためなど、あるテーマを持って住民

が集まり活動する組織。ある一定の地域の住民によるもの。 

地縁型住民組織  ある一定の範囲に居住する住民で構成される組織。 

住民同士のゆるやかなつながり  組織化されていないが、必要に応じて、柔軟に、自由に、集まること

ができるつながり 

 

２．２．２．２．調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析 

(1)(1)(1)(1)地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題地域コミュニティの現状と課題    

①地域コミュニティの現状について①地域コミュニティの現状について①地域コミュニティの現状について①地域コミュニティの現状について 

 定義に照らした地域コミュニティの現状について尋ねた。「３ ある程度の地域コミュニティが、

定義のとおり活性化している」が 46.2％で最も多く、次いで「２ 多くの地域コミュニティが、定

義のとおり活性化している」が 20.5％、「１ ほとんどの地域コミュニティが、定義のとおり活性

化している」が 15.4％となっている。 

 全体では、地域コミュニティが「ある程度」以上活性化している合計割合は 82.1％となっている。 

 
図表２ 地域コミュニティの現状 

15.4 20.5 46.2 12.8 2.6 2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 ほとんどの地域コミュニティが、定義のとおり活性化している

2 多くの地域コミュニティが、定義のとおり活性化している

3 ある程度の地域コミュニティが、定義のとおり活性化している

4 ごく一部の地域コミュニティが、定義のとおり活性化している

5 定義のとおり活性化している地域コミュニティはない

無回答

n=39
(6) (8)

n=39
(1)(5)

(18)
(1)

82.1 （単一回答）

 
（注）グラフ内の（白抜き数値）は回答の自治体の実数（以降も同様）※一部黒文字表記あり 
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②自治体が把握している住民組織の概数②自治体が把握している住民組織の概数②自治体が把握している住民組織の概数②自治体が把握している住民組織の概数 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）自治体が把握している自治体が把握している自治体が把握している自治体が把握している自治会、町内会などの地縁型住民組織（地域別の組織数、組織率）自治会、町内会などの地縁型住民組織（地域別の組織数、組織率）自治会、町内会などの地縁型住民組織（地域別の組織数、組織率）自治会、町内会などの地縁型住民組織（地域別の組織数、組織率）    

 管内の住民組織の概数を尋ねた。「自治会、町内会などの地縁型住民組織」については 38の自治体

が地縁型の組織数を把握している。 

 地域別に組織数の割合を見ると、「その他多摩地域」で「50 以上 100 未満」、「300 以上」の割合が

27.3％と高く、次いで「100 以上 200 未満」が 22.7％となっている。「西多摩地域」では「20 以上

50 未満」と回答する自治体が 75.0％を占め最も高くなっている。「島しょ地域」では「１以上 20

未満」と回答する自治体が 44.4％を占め、次いで「０」とする回答が１/３を占めている。 

 
図表３ 自治体が把握している自治会、町内会などの地縁型住民組織の３地域別の組織数の割合 

 
 

 組織率については 34 の自治体が地縁型組織の組織率を把握している。 

 「自治会、町内会などの地縁型住民組織」の組織率を尋ねると、「その他多摩地域」では「25％以

上 50％未満」が 63.6％を占め、「西多摩地域」も「25％以上 50％未満」が 50.0％となっている。「島

しょ地域」では「75％以上 100％」が 33.3％、「未把握」も 33.3％となっている。 

 なお、「島しょ地域」の「０％」の回答は、上記の「自治会、町内会などの地縁型住民組織」の数

が「０」の自治体である。 

 
図表４ 自治体が把握している自治会、町内会などの地縁型住民組織の３地域別の組織率の割合 

 
 

4.5 
9.1 

27.3 
22.7 

9.1 

27.3 

75.0 

12.5 12.5 

33.3 

44.4 

11.1 11.1 

0

20

40

60

80

100

0 1～20 20～50 50～100 100～200 200～300 300～ 無回答

その他多摩地域（n=22）

西多摩地域（n=8）

島しょ地域（n=9）

(3)

(1)

(4)

(2)

(6)

(6)

(1) (1)

(5)

(1)
(2)

(6)

(1)

(％)

4.5 

63.6 

31.8 

50.0 

25.0 25.0 

11.1 

33.3 33.3 

22.2 

0

20

40

60

80

100

0 0～25 25～50 50～75 75～100 未把握 無回答

その他多摩地域（n=22）

西多摩地域（n=8）

島しょ地域（n=9）

(1)

(14)
(4)

(7)
(2) (2) (3) (3) (2)

(％)

(1)
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ⅱ）自治体が把握しているⅱ）自治体が把握しているⅱ）自治体が把握しているⅱ）自治体が把握している地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人（地域別の組織地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人（地域別の組織地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人（地域別の組織地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人（地域別の組織

数、人数）数、人数）数、人数）数、人数）    

 特定非営利活動法人の概数を尋ねた。「その他多摩地域」では「50以上 100 未満」が 36.4％、次い

で「20 以上 50 未満」が 22.7％となり、両割合を合計すると約６割の自治体が該当する。「西多摩

地域」では「1以上 20 未満」が 37.5％、「20以上 30 未満」が 12.5％であり、両者を合計すると５

割となり、この両カテゴリーに集中している。「島しょ地域」では「０」が 55.6％、「１以上 20 未

満」が 44.0％であり、両者合計は 100％となっている。 

 人口規模の大きな自治体ほど特定非営利活動法人の組織数は多くなる傾向が見られる。 

 
図表５ 自治体が把握している地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人の 

３地域別の組織数の割合 

 
 
 

 特定非営利法人の人数の概数を尋ねた。「その他多摩地域」と「西多摩地域」では「未把握」と「無

回答」の合計が 100％となっている。人口規模の大きな自治体では特定非営利法人の人数把握が難

しい状況が推察される。 

 「島しょ地域」では、約半数の回答があるものの、５つの有効回答のうち３件が「０」の回答となっ

ている。残る２つの回答は「20」と「300」であり、人数の点ではかなり幅がある。 

 
図表６ 自治体が把握している地域に関わる活動を目的としている特定非営利活動法人の 
     ３地域別の人数の回答状況（「未把握」と「無回答」が大半のため、回答状況を示す） 

 

 
          （注）「島しょ地域」の有効回答 5のうち 3が「0」、残りの 2は「20」「300」 

 
 
 

9.1 

22.7 

36.4 

9.1 4.5 4.5 
13.6 12.5 

37.5 

12.5 12.5 

25.0 

55.6 

44.4 

0

20

40

60

80

100

0 1～20 20～50 50～100 100～200 200～300 未把握 無回答

その他多摩地域（n=22）

西多摩地域（n=8）

島しょ地域（n=9）

(5)

(1)
(5)

(1)
(3)

(％)

(1) (2)

(4)

(1)
(8)

(2)
(1) (1) (2)

(％)

(3)

NPO法人の人数概数の回答状況（実数）
有効回答 未把握 無回答 合計

その他多摩地域 0 18 4 22
⻄多摩地域 0 4 4 8
島しょ地域 5 2 2 9
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ⅲ）自治体が把握しているⅲ）自治体が把握しているⅲ）自治体が把握しているⅲ）自治体が把握している特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している地区別住特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している地区別住特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している地区別住特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している地区別住

民組織やテーマ型住民組織（地域別の組織数、人数）民組織やテーマ型住民組織（地域別の組織数、人数）民組織やテーマ型住民組織（地域別の組織数、人数）民組織やテーマ型住民組織（地域別の組織数、人数）    

 法令や条例に基づき設置している地区別住民組織の数では、３地域の自治体の規模による多少の差

が推察され、「その他多摩地域」で数が多くなっている。 

 組織数の割合では「西多摩地域」が「１以上 25以下」に自治体の 87.5％が集中している。 

 
図表７ 自治体が把握している特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している 

地区別住民組織やテーマ型住民組織（地域別の「組織数」とその割合） 

 
 

 法令や条例に基づき設置している地区別住民組織の人数でも組織数と同様に、３地域の自治体の規

模による多少の差が推察され、「その他多摩地域」で人数が多い傾向にあり、一方で未把握の割合

も 54.5％と高い。 

 「西多摩地域」「島しょ地域」とも「１以上 500 未満」の範囲に半数以上の自治体が集中している。 

 
図表８ 自治体が把握している特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置している 

地区別住民組織やテーマ型住民組織（地域別の「人数」とその割合） 

 
 
 
     

（組織数の実数）
0 1〜25 25〜50 50〜75 75〜100 一部組織数 未把握 無回答 合計

その他多摩地域（n=22） 0 7 2 3 2 2 4 2 22
⻄多摩地域（n=8） 0 7 0 0 0 0 0 1 8
島しょ地域（n=9） 2 5 1 0 0 0 0 1 9
（組織数の割合）

0 1〜25 25〜50 50〜75 75〜100 一部人数 未把握 無回答 合計
その他多摩地域（n=22） 0.0 31.8 9.1 13.6 9.1 9.1 18.2 9.1 100.0
⻄多摩地域（n=8） 0.0 87.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 100.0
島しょ地域（n=9） 22.2 55.6 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 100.0

（人数の実数）
0 1〜500 500〜1000 1000~3000 3000~ 一部組織数 未把握 無回答 合計

その他多摩地域（n=22） 0 1 4 0 2 2 12 1 22
⻄多摩地域（n=8） 0 5 2 0 0 0 0 1 8
島しょ地域（n=9） 0 5 0 0 0 0 2 2 9
（人数の割合）

0 1〜500 500〜1000 1000~3000 3000~ 一部人数 未把握 無回答 合計
その他多摩地域（n=22） 0.0 4.5 18.2 0.0 9.1 9.1 54.5 4.5 100.0
⻄多摩地域（n=8） 0.0 62.5 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 100.0
島しょ地域（n=9） 0.0 55.6 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 22.2 100.0
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ⅳ）自治体が把握しているⅳ）自治体が把握しているⅳ）自治体が把握しているⅳ）自治体が把握している法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織（地域別の組法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織（地域別の組法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織（地域別の組法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織（地域別の組

織数、組織率）織数、組織率）織数、組織率）織数、組織率）    

 法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織の数では、自治体の人口規模により数の

多少があり、「その他多摩地域」で数が多い傾向にあり、同時に未把握の割合も 45.5％と高くなっ

ている。 

 「島しょ地域」では「０」とする割合が 55.6％と過半数を占めている。 

 
図表９ 自治体が把握している法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織 

（地域別の「組織数」とその割合） 

 
 

 人数の点では「その他多摩地域」の「未把握」の割合が 63.6％と高く、人数の把握が難しい状況が

うかがえる。 

 「未把握」と「無回答」の割合を合算すると「その他多摩地域」が 86.3％、「西多摩地域」が 75.0％、

「島しょ地域」が 44.4％と高く、人数の把握が難しいことがうかがえる。 

 
図表 10 自治体が把握している法令に基づかない、任意に設立された、テーマ型住民組織 

（地域別の「組織数」とその割合） 

 
 
 
 
 
  

（組織数の実数）
0 1〜50 50〜100 100〜200 300〜 一部組織数 未把握 無回答 合計

その他多摩地域（n=22） 0 3 2 1 1 2 10 3 22
⻄多摩地域（n=8） 0 1 1 1 0 0 4 1 8
島しょ地域（n=9） 5 2 0 0 0 0 1 1 9
（組織数の割合）

0 1〜50 50〜100 100〜200 300〜 一部組織数 未把握 無回答 合計
その他多摩地域（n=22） 0.0 13.6 9.1 4.5 4.5 9.1 45.5 13.6 100.0
⻄多摩地域（n=8） 0.0 12.5 12.5 12.5 0.0 0.0 50.0 12.5 100.0
島しょ地域（n=9） 55.6 22.2 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 11.1 100.0

（人数別の実数）
0 1〜50 50〜100 100〜200 300〜 一部組織数 未把握 無回答 合計

その他多摩地域（n=22） 0 1 0 0 0 2 14 5 22
⻄多摩地域（n=8） 0 0 0 0 2 0 2 4 8
島しょ地域（n=9） 3 2 0 0 0 0 2 2 9
（人数別の割合）

0 1〜50 50〜100 100〜200 300〜 一部組織数 未把握 無回答 合計
その他多摩地域（n=22） 0.0 4.5 0.0 0.0 0.0 9.1 63.6 22.7 100.0
⻄多摩地域（n=8） 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 50.0 100.0
島しょ地域（n=9） 33.3 22.2 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 22.2 100.0
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③地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野③地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野③地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野③地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野 

 地域コミュニティはどのような分野で地域課題の解決に役割を果たせると期待しているかを尋ね

た。「６ 防災、災害対策」が 79.5％で最も高く、次いで「１ 高齢者支援（見守り、孤立防止、

生活支援、交流、生きがい作り、介護家族の支援等）」が 66.7％、「7 防犯、治安維持、交通安全」

が 51.3％となっている。 

 上位３項目の割合が 50％を超え、回答が集中している。 

 
図表 11 地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野 

 
 

 
 

 

  

1　⾼齢者⽀援（⾒守り、孤⽴防⽌、⽣活⽀援、交流、⽣きがい作り、介護家族の⽀援等）

2　⼦育て⽀援や助け合い（相談、親同⼠の交流、孤⽴防⽌、育児サポート等）

3　障害者⽀援（地域での交流、⽣活⽀援等）

4　⼦どもたちや⻘少年の健全育成（遊び場の確保、いじめ防⽌、不登校、多世代交流等）

5　外国人⽀援、国際交流

6　防災、災害対策

7　防犯、治安維持、交通安全

8　街の美化、環境維持（ごみの不法投棄防⽌、不法駐輪の防⽌等）

9　ごみの減量化

15　その他

10　自然環境の保全、育成

11　公園など公共空間の管理運営

12　伝統文化の維持・継承

13　働く場の創出（コミュニティビジネスなど）

14　まちづくりへの住⺠参加(エリアマネジメント（地域経営）を含む)

66.7 

25.6 

2.6 

17.9 

79.5 

51.3 

17.9 

5.1 

12.8 

7.7 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(10)

(1)

(7)

(0)

(31)

(20)

(7)

(0)

(0)

(0)

(2)

(5)

(3)

(1)

（３つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝289.7％

(26)

「15　その他」の内容（自由回答) 内容
1 地域住⺠の交流、ふれあいの場を広げる

(注）番号の付与は任意
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④地域コミュニティが抱える課題について④地域コミュニティが抱える課題について④地域コミュニティが抱える課題について④地域コミュニティが抱える課題について 

ⅰ）住民同士のゆるやかなつながりⅰ）住民同士のゆるやかなつながりⅰ）住民同士のゆるやかなつながりⅰ）住民同士のゆるやかなつながり    

【住民同士のゆるやかなつながりに関して】 

 自治体の地域コミュニティが抱える課題について尋ねた。「３ 現役世代が地域コミュニティに関

わりを持ちにくい」が 51.3％で最も高く、次いで「４ 古くからの住民と新しい住民との意識に差

がある」が 38.5％、「1 住民の地域コミュニティの意義に対する認識が薄い」が 33.3％となって

いる。 

 
図表 12 地域コミュニティが抱える課題（住民同士のゆるやかな繋がりに関して） 

 
 

 

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）地縁型住民組織地縁型住民組織地縁型住民組織地縁型住民組織    

【地縁型住民組織に関して】 

 同様に、地縁型住民組織に関して課題を尋ねた。「８ 自治会・町内会などの地縁型住民組織の、

担い手の固定化・高齢化」が 43.6％と多く、次いで「７ 自治会・町内会などの地縁型住民組織の、

参加者の減少（新規加入者の不足・退会者の増加）」が 41.0％となっている。 

 この２つの回答で全体の 84.6％を占めており、地縁型住民組織の２大課題となっている。 

 
図表 13 地域コミュニティが抱える課題（地縁型住民組織に関して） 

 
 

  

5　地域が育んできた人間関係が、次世代に継承されていかない

6　地域での人間関係づくりや課題解決活動を望んでも、そのきっかけや場がない 

1　住⺠の地域コミュニティの意義に対する認識が薄い 

2　地域住⺠同⼠の⽇頃からの付き合いが希薄

3　現役世代が地域コミュニティに関わりを持ちにくい

4　古くからの住⺠と新しい住⺠との意識に差がある

33.3 

23.1 

51.3 

38.5 

10.3 

12.8 

0% 20% 40% 60%

（２つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝169.2％

(13)

(9)

(20)

(15)

(4)

(5)

41.0 43.6 5.1 10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7 自治会・町内会などの地縁型住民組織の、参加者の減少（新規加入者の不足・退会者の増加）

8 自治会・町内会などの地縁型住民組織の、担い手の固定化・高齢化

9 自治会・町内会などの地縁型住民組織の活動が、住民ニーズや地域の課題と合わない（陳腐化、マンネリ化）

無回答

n=39 (14) (17) (2) (4)

（単一回答）
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ⅲ）テーマ型住民組織ⅲ）テーマ型住民組織ⅲ）テーマ型住民組織ⅲ）テーマ型住民組織    

【テーマ型住民組織に関して】 

 同様に、テーマ型住民組織に関して課題を尋ねた。「10 テーマ型住民組織の、活動の幅や参加者

等の広がり不足」が 51.3％と高く、次いで「11 テーマ型住民組織の、担い手の固定化・高齢化」

が 48.7％、「13 地縁型住民組織とテーマ型住民組織の連携不足」が 28.2％となっている。 

 上位の２つの各回答が 50％前後と高く、テーマ型住民組織の２大課題といえる。 

 
図表 14 地域コミュニティが抱える課題（テーマ型住民組織に関して） 

 
 

 

ⅳ）その他ⅳ）その他ⅳ）その他ⅳ）その他    

【その他】 

 「その他」の回答は２件であり、その記載内容は下記のとおり。 

 

 
 

ⅴ）特に課題はないⅴ）特に課題はないⅴ）特に課題はないⅴ）特に課題はない    

「15 特に課題はない」 

 「15 特に課題はない」とする回答は０件である（「無回答」が 39）。 

※集計表は省略 

  

10　テーマ型住⺠組織の、活動の幅や参加者等の広がり不⾜

11　テーマ型住⺠組織の、担い手の固定化・⾼齢化

12　テーマ型住⺠組織間での連携不⾜（地域課題が共有されない、連携のきっかけがないなど）

13　地縁型住⺠組織とテーマ型住⺠組織の連携不⾜

51.3 

48.7 

17.9 

28.2 

0% 20% 40% 60%

（２つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝146.2％

(20)

(19)

(7)

(11)

問4-4　その他 合計 割合（％）
全体 39 100.0
14　その他 2 5.1

「14　その他」の内容（自由回答) 内容
1 不明
2 自治会をはじめとして、地縁及びテーマ型の組織が存在しない

(注）番号の付与は任意
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(2)(2)(2)(2)地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状    

①現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無①現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無①現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無①現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無 

 現在運用中の、地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無を尋ねると、「ない」が 71.8％、

「ある」が 28.2％となっている。 

 全体の７割は構想、計画及び条例がない状況となっている。 

 
図表 15 現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の有無 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.2 71.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない

n=39
(11) (28)

（単一回答）
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②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「1    ある」の名称と概要ある」の名称と概要ある」の名称と概要ある」の名称と概要 

 前頁図表 15 において、現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「ある」

（28.2％）と回答した 11 の自治体にその内容（名称、目的、策定年度、計画の期間、概要）を尋

ねたところ、全 11自治体から回答を得た。 

 内容は下表のとおりであるが、「ある」と回答した 11 自治体の内訳は市が８、町が２、村が１となっ

ている。 

 
図表 16 地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の名称と概要 

 
 

 

問5-1　問５「1ある」の回答の
　　　　　名称と概要 策定年度 計画の期間

1 武蔵野市

平成14年度 －

2 昭島市

平成17年度 定めなし

3 町田市

平成25年度 平成25年度～

平成28年度

平成５年度 -

平成26年度 平成27年度～

平成31年度

昭和33年度 -

平成13年度 定めていない

平成26年度 定めていない

6 清瀬市

平成22年度

「第４次清瀬

市行財政改革

大綱」の策定

平成23年度～

平成32年度

（注）清瀬市の「策定年度」、「計画の期間」はともに「第４次清瀬市行財政改革大綱」の内容

※次ページに続く

名称 目的 概要

武蔵野市コミュニティ条例 コミュニティづくりの基本理念

を定め、協働による快適で住

みよいまちづくりに寄与するこ

と

指定管理者に指定された団体は

自主三原則に基づきコミュニティ

センターを活動拠点としてコミュ

ニティづくりを行う。

昭島市コミュニティ構想 地域のさまざまな団体の力あ

るいは市民の持つさまざまな

知識や技術を持ち寄る場とし

てのコミュニティ協議会の設

立

１．コミュニティの必要性

２．コミュニティがめざすもの

３．コミュニティ形成にむけて

　（１）コミュニティの区域

　（２）コミュニティ協議会

　（３）活動拠点

町田市「協働による地域社会

づくり」推進計画

市内全地区で地区協議会に

よる地域の協働体制を推進

するため

「協働による地域社会づくり」を

推進するために、地域と市にお

ける体制づくりを具体に示したも

1　はじめに
2　市⺠活動の役割と重要性
3　東村⼭市にとっての市⺠活動
4　市⺠活動団体との協働
5　市⺠活動団体への⽀援
6　市の基本姿勢

みんなで進めるまちづくり基

本条例

東村山市の自治の基本理念

と基本原則を定めるとともに、

まちづくりに必要な事項を定

める

第１章　総則

第２章　市民

第３章　議会

第４章　市長・職員

第５章　情報の共有と管理

第６章　市民参加・協働のまち

づくり

第７章　市政運営

第８章　住民投票

第９章　国及び他の地方公共団

体との関係

第１０章　見守り・検証等

小金井市

小金井市廃棄物の処理及び

再利用の促進に関する条例

一般廃棄物の適正な処理及

び減量並びにまちの美化の

ため、市の施策への協力そ

の他の活動を行う

-

のびゆくこどもプラン　小金井 子どもの幸福と権利保障 小金井市の母子保健計画や子

ども・子育て支援事業計画を内

包した子育て支援の総合的な計

画

小金井市青少年問題協議会

条例

次の各号に掲げる事務をつかさ

どり、関係行政機関に対し、意見

を述べる。

一 　青少年の指導、育成、保護

及び矯正に関する総合的施策

の樹立につき必要な重要事項を

調査審議すること。

二 　青少年の指導、育成、保護

及び矯正に関する総合的施策

の適切な実施を期するために必

要な関係行政機関相互の連絡

調整を図ること。

-

地域で活動している方々を中心

に地域の交流や子供の見守りな

どそれぞれが特色を活かした活

動を行っている。

4

5

コミュニティはぐくみ円卓会議 地域の課題や問題を話し、解

決しまた、お互いの交流を促

進するお互いの交流を促進

する。

東村山市

市民活動の協働に関する基

本的な考え方

行政サービスにおける担い手

の関わり方を明確にする

名称 目的 策定年度 計画の期間

1 武蔵野市

武蔵野市コミュニティ条例 コミュニティづくりの基本理念を定

め、協働による快適で住みよいま

ちづくりに寄与すること

平成14年度 －

2 昭島市

昭島市コミュニティ構想 地域のさまざまな団体の力あるい

は市民の持つさまざまな知識や技

術を持ち寄る場としてのコミュニ

ティ協議会の設立

平成17年度 定めなし

3 町田市

町田市「協働による地域社会

づくり」推進計画

市内全地区で地区協議会による

地域の協働体制を推進するため

平成25年度 平成25年度～

平成28年度

小金井市廃棄物の処理及び

再利用の促進に関する条例

一般廃棄物の適正な処理及び減

量並びにまちの美化のため、市の

施策への協力その他の活動を行う

平成５年度 -

のびゆくこどもプラン　小金井 子どもの幸福と権利保障 平成26年度 平成27年度～

平成31年度

小金井市青少年問題協議会

条例

次の各号に掲げる事務をつかさど

り、関係行政機関に対し、意見を

述べる。

一 　青少年の指導、育成、保護及

び矯正に関する総合的施策の樹

立につき必要な重要事項を調査審

議すること。

二 　青少年の指導、育成、保護及

び矯正に関する総合的施策の適

切な実施を期するために必要な関

係行政機関相互の連絡調整を図

ること。

昭和33年度 -

市民活動の協働に関する基

本的な考え方

行政サービスにおける担い手の関

わり方を明確にする

平成13年度 定めていない

みんなで進めるまちづくり基

本条例

東村山市の自治の基本理念と基

本原則を定めるとともに、まちづく

りに必要な事項を定める

平成26年度 定めていない

6 清瀬市

コミュニティはぐくみ円卓会議 地域の課題や問題を話し、解決し

また、お互いの交流を促進するお

互いの交流を促進する。

平成22年度

「第４次清瀬

市行財政改

革大綱」の策

定

平成23年度～

平成32年度

（注）清瀬市の「策定年度」、「計画の期間」はともに「第４次清瀬市行財政改革大綱」の内容

※次ページに続く

多摩市立コミュニティセンター

及び多摩市立コミュニティ会

館の設置及び管理運営に関

する条例

市民の主体的活動によるコミュニ

ティ形成の拠点施設としてコミュニ

ティセンター及びコミュニティ会館

を設置するため

平成３年度 -

第五次多摩市総合計画 まちの活性化を図り将来にわたっ

て活力ある地域社会を築いていく

ため

平成23年度 平成23年４月～

平成33年４月

8 西東京市

西東京市地域コミュニティ基

本方針

地域コミュニティの再構築 平成24年度 とくに無し（計画

ではなく方針）

9 瑞穂町

瑞穂町コミュニティ振興計画 自ら考え行動する住民主体のまち

づくりの実現

平成20年度 平成21年度～

平成30年度

10 檜原村

第5次檜原村総合計画 ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の活性化 平成25年度 平成26年度～

平成35年度

11 奥多摩町

長期総合計画 住民と行政がともに考え、ともに築

く、住みよい・住みたいまちづくり

平成26年度 平成27年度～

平成36年度

小金井市の母子保健計画や子ども・子育て支

援事業計画を内包した子育て支援の総合的な

計画

-

地域コミュニティに関す

る構想、計画および条

例が「ある」と回答した

自治体

概要

指定管理者に指定された団体は自主三原則

に基づきコミュニティセンターを活動拠点として

コミュニティづくりを行う。

１．コミュニティの必要性

２．コミュニティがめざすもの

３．コミュニティ形成にむけて

　（１）コミュニティの区域

　（２）コミュニティ協議会

　（３）活動拠点

「協働による地域社会づくり」を推進するため

に、地域と市における体制づくりを具体に示し

たもの

行政と住民の責任分担の明確化や住民が主

体となった元気なまちづくり活動の支援によ

り、コミュニティの活性化の取り組みや住民等

との協働による行政を推進し、地域が元気で

自立できるまちづくりを目指します。

当市の目指すべき地域コミュニティの方向性

や具体化のための必要な取組みを示したもの

協働社会における主役としての役割を地域コ

ミュニティ自らが実現するため、最適な活動に

取り組むことができる環境を整える。

また、地域コミュニティ活動の活性化と、よりよ

い協働関係の構築に取り組み、協働のまちづ

くりを推進する。

7

4

5 東村山市

地域で活動している方々を中心に地域の交流

や子供の見守りなどそれぞれが特色を活かし

た活動を行っている。

多摩市

コミュニティセンター及びコミュニティ会館の設

置及び管理運営のために必要な事項を定めて

いる

地域で支え合い暮らせるまちづくりを計画して

いる。

地域の自主的な村おこしや自治会組織の活性

化支援

1　はじめに

2　市民活動の役割と重要性

3　東村山市にとっての市民活動

4　市民活動団体との協働

5　市民活動団体への支援

6　市の基本姿勢

第１章　総則

第２章　市民

第３章　議会

第４章　市長・職員

第５章　情報の共有と管理

第６章　市民参加・協働のまちづくり

第７章　市政運営

第８章　住民投票

第９章　国及び他の地方公共団体との関係

第１０章　見守り・検証等

小金井市

-
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②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「②地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「1    ある」の名称と概要ある」の名称と概要ある」の名称と概要ある」の名称と概要 

 前頁図表 15 において、現在運用中の地域コミュニティに関する構想、計画及び条例が「ある」

（28.2％）と回答した 11 の自治体にその内容（名称、目的、策定年度、計画の期間、概要）を尋

ねたところ、全 11自治体から回答を得た。 

 内容は下表のとおりであるが、「ある」と回答した 11 自治体の内訳は市が８、町が２、村が１となっ

ている。 

 
図表 16 地域コミュニティに関する構想、計画及び条例の名称と概要 

 
 

 

問5-1　問５「1ある」の回答の
　　　　　名称と概要 策定年度 計画の期間

1 武蔵野市

平成14年度 －

2 昭島市

平成17年度 定めなし

3 町田市

平成25年度 平成25年度～

平成28年度

平成５年度 -

平成26年度 平成27年度～

平成31年度

昭和33年度 -

平成13年度 定めていない

平成26年度 定めていない

6 清瀬市

平成22年度

「第４次清瀬

市行財政改革

大綱」の策定

平成23年度～

平成32年度

（注）清瀬市の「策定年度」、「計画の期間」はともに「第４次清瀬市行財政改革大綱」の内容

※次ページに続く

名称 目的 概要

武蔵野市コミュニティ条例 コミュニティづくりの基本理念

を定め、協働による快適で住

みよいまちづくりに寄与するこ

と

指定管理者に指定された団体は

自主三原則に基づきコミュニティ

センターを活動拠点としてコミュ

ニティづくりを行う。

昭島市コミュニティ構想 地域のさまざまな団体の力あ

るいは市民の持つさまざまな

知識や技術を持ち寄る場とし

てのコミュニティ協議会の設

立

１．コミュニティの必要性

２．コミュニティがめざすもの

３．コミュニティ形成にむけて

　（１）コミュニティの区域

　（２）コミュニティ協議会

　（３）活動拠点

町田市「協働による地域社会

づくり」推進計画

市内全地区で地区協議会に

よる地域の協働体制を推進

するため

「協働による地域社会づくり」を

推進するために、地域と市にお

ける体制づくりを具体に示したも

1　はじめに
2　市⺠活動の役割と重要性
3　東村⼭市にとっての市⺠活動
4　市⺠活動団体との協働
5　市⺠活動団体への⽀援
6　市の基本姿勢

みんなで進めるまちづくり基

本条例

東村山市の自治の基本理念

と基本原則を定めるとともに、

まちづくりに必要な事項を定

める

第１章　総則

第２章　市民

第３章　議会

第４章　市長・職員

第５章　情報の共有と管理

第６章　市民参加・協働のまち

づくり

第７章　市政運営

第８章　住民投票

第９章　国及び他の地方公共団

体との関係

第１０章　見守り・検証等

小金井市

小金井市廃棄物の処理及び

再利用の促進に関する条例

一般廃棄物の適正な処理及

び減量並びにまちの美化の

ため、市の施策への協力そ

の他の活動を行う

-

のびゆくこどもプラン　小金井 子どもの幸福と権利保障 小金井市の母子保健計画や子

ども・子育て支援事業計画を内

包した子育て支援の総合的な計

画

小金井市青少年問題協議会

条例

次の各号に掲げる事務をつかさ

どり、関係行政機関に対し、意見

を述べる。

一 　青少年の指導、育成、保護

及び矯正に関する総合的施策

の樹立につき必要な重要事項を

調査審議すること。

二 　青少年の指導、育成、保護

及び矯正に関する総合的施策

の適切な実施を期するために必

要な関係行政機関相互の連絡

調整を図ること。

-

地域で活動している方々を中心

に地域の交流や子供の見守りな

どそれぞれが特色を活かした活

動を行っている。

4

5

コミュニティはぐくみ円卓会議 地域の課題や問題を話し、解

決しまた、お互いの交流を促

進するお互いの交流を促進

する。

東村山市

市民活動の協働に関する基

本的な考え方

行政サービスにおける担い手

の関わり方を明確にする
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平成３年度 -

平成23年度 平成23年４月

～平成33年４

月

8 西東京市

平成24年度 とくに無し

（計画ではな

く方針）

9 瑞穂町

平成20年度 平成21年度～

平成30年度

10 檜原村

平成25年度 平成26年度か

ら平成35年度

11 奥多摩町

平成26年度 平成27年度～

平成36年度

多摩市

多摩市立コミュニティセンター

及び多摩市立コミュニティ会

館の設置及び管理運営に関

する条例

市民の主体的活動によるコ

ミュニティ形成の拠点施設と

してコミュニティセンター及び

コミュニティ会館を設置するた

め

コミュニティセンター及びコミュニ

ティ会館の設置及び管理運営の

ために必要な事項を定めている

第五次多摩市総合計画 まちの活性化を図り将来にわ

たって活力ある地域社会を築

いていくため

地域で支え合い暮らせるまちづ

くりを計画している。

地域の自主的な村おこしや自治

会組織の活性化支援

長期総合計画 住民と行政がともに考え、とも

に築く、住みよい・住みたいま

ちづくり

行政と住民の責任分担の明確

化や住民が主体となった元気な

まちづくり活動の支援により、コ

ミュニティの活性化の取り組み

や住民等との協働による行政を

推進し、地域が元気で自立でき

るまちづくりを目指します。

西東京市地域コミュニティ基

本方針

地域コミュニティの再構築 当市の目指すべき地域コミュニ

ティの方向性や具体化のための

必要な取組みを示したもの

瑞穂町コミュニティ振興計画 自ら考え行動する住民主体

のまちづくりの実現

協働社会における主役としての

役割を地域コミュニティ自らが実

現するため、最適な活動に取り

組むことができる環境を整える。

また、地域コミュニティ活動の活

性化と、よりよい協働関係の構

築に取り組み、協働のまちづくり

を推進する。

7

第5次檜原村総合計画 ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の活性化

名称 目的 策定年度 計画の期間

1 武蔵野市

武蔵野市コミュニティ条例 コミュニティづくりの基本理念を定

め、協働による快適で住みよいま

ちづくりに寄与すること

平成14年度 －

2 昭島市

昭島市コミュニティ構想 地域のさまざまな団体の力あるい

は市民の持つさまざまな知識や技

術を持ち寄る場としてのコミュニ

ティ協議会の設立

平成17年度 定めなし

3 町田市

町田市「協働による地域社会

づくり」推進計画

市内全地区で地区協議会による

地域の協働体制を推進するため

平成25年度 平成25年度～

平成28年度

小金井市廃棄物の処理及び

再利用の促進に関する条例

一般廃棄物の適正な処理及び減

量並びにまちの美化のため、市の

施策への協力その他の活動を行う

平成５年度 -

のびゆくこどもプラン　小金井 子どもの幸福と権利保障 平成26年度 平成27年度～

平成31年度

小金井市青少年問題協議会

条例

次の各号に掲げる事務をつかさど

り、関係行政機関に対し、意見を

述べる。

一 　青少年の指導、育成、保護及

び矯正に関する総合的施策の樹

立につき必要な重要事項を調査審

議すること。

二 　青少年の指導、育成、保護及

び矯正に関する総合的施策の適

切な実施を期するために必要な関

係行政機関相互の連絡調整を図

ること。

昭和33年度 -

市民活動の協働に関する基

本的な考え方

行政サービスにおける担い手の関

わり方を明確にする

平成13年度 定めていない

みんなで進めるまちづくり基

本条例

東村山市の自治の基本理念と基

本原則を定めるとともに、まちづく

りに必要な事項を定める

平成26年度 定めていない

6 清瀬市

コミュニティはぐくみ円卓会議 地域の課題や問題を話し、解決し

また、お互いの交流を促進するお

互いの交流を促進する。

平成22年度

「第４次清瀬

市行財政改

革大綱」の策

定

平成23年度～

平成32年度

（注）清瀬市の「策定年度」、「計画の期間」はともに「第４次清瀬市行財政改革大綱」の内容

※次ページに続く

多摩市立コミュニティセンター

及び多摩市立コミュニティ会

館の設置及び管理運営に関

する条例

市民の主体的活動によるコミュニ

ティ形成の拠点施設としてコミュニ

ティセンター及びコミュニティ会館

を設置するため

平成３年度 -

第五次多摩市総合計画 まちの活性化を図り将来にわたっ

て活力ある地域社会を築いていく

ため

平成23年度 平成23年４月～

平成33年４月

8 西東京市

西東京市地域コミュニティ基

本方針

地域コミュニティの再構築 平成24年度 とくに無し（計画

ではなく方針）

9 瑞穂町

瑞穂町コミュニティ振興計画 自ら考え行動する住民主体のまち

づくりの実現

平成20年度 平成21年度～

平成30年度

10 檜原村

第5次檜原村総合計画 ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の活性化 平成25年度 平成26年度～

平成35年度

11 奥多摩町

長期総合計画 住民と行政がともに考え、ともに築

く、住みよい・住みたいまちづくり

平成26年度 平成27年度～

平成36年度

小金井市の母子保健計画や子ども・子育て支

援事業計画を内包した子育て支援の総合的な

計画

-

地域コミュニティに関す

る構想、計画および条

例が「ある」と回答した

自治体

概要

指定管理者に指定された団体は自主三原則

に基づきコミュニティセンターを活動拠点として

コミュニティづくりを行う。

１．コミュニティの必要性

２．コミュニティがめざすもの

３．コミュニティ形成にむけて

　（１）コミュニティの区域

　（２）コミュニティ協議会

　（３）活動拠点

「協働による地域社会づくり」を推進するため

に、地域と市における体制づくりを具体に示し

たもの

行政と住民の責任分担の明確化や住民が主

体となった元気なまちづくり活動の支援によ

り、コミュニティの活性化の取り組みや住民等

との協働による行政を推進し、地域が元気で

自立できるまちづくりを目指します。

当市の目指すべき地域コミュニティの方向性

や具体化のための必要な取組みを示したもの

協働社会における主役としての役割を地域コ

ミュニティ自らが実現するため、最適な活動に

取り組むことができる環境を整える。

また、地域コミュニティ活動の活性化と、よりよ

い協働関係の構築に取り組み、協働のまちづ

くりを推進する。

7

4

5 東村山市

地域で活動している方々を中心に地域の交流

や子供の見守りなどそれぞれが特色を活かし

た活動を行っている。

多摩市

コミュニティセンター及びコミュニティ会館の設

置及び管理運営のために必要な事項を定めて

いる

地域で支え合い暮らせるまちづくりを計画して

いる。

地域の自主的な村おこしや自治会組織の活性

化支援

1　はじめに

2　市民活動の役割と重要性

3　東村山市にとっての市民活動

4　市民活動団体との協働

5　市民活動団体への支援

6　市の基本姿勢

第１章　総則

第２章　市民

第３章　議会

第４章　市長・職員

第５章　情報の共有と管理

第６章　市民参加・協働のまちづくり

第７章　市政運営

第８章　住民投票

第９章　国及び他の地方公共団体との関係

第１０章　見守り・検証等

小金井市

-
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③地域コミュニティを支援する制度の支援内容と支援対象③地域コミュニティを支援する制度の支援内容と支援対象③地域コミュニティを支援する制度の支援内容と支援対象③地域コミュニティを支援する制度の支援内容と支援対象 

 地域コミュニティを支援する目的で設けている制度について支援内容別にその有無を尋ねると、

「あり」とする支援内容は「1 補助金等の活動資金支援」が 84.6％で最も多く、次いで「２ 活

動の場の提供」が 76.9%、「５ 活動に関連する情報の提供」が 66.7％となっている。なお、上位

３つの「支援内容」に続く制度ありで 50％を超える「支援内容」には「３ 活動に必用な物品の提

供（56.4％）」、「４ 研修会など人材育成機会の提供（53.8％）」、と「９ 住民組織の事務局運営

の支援（53.8％）」が同じ割合で続いている。 

 同様に「なし」とする支援内容は「８ 地域担当職員制度の導入」が 84.6％と最も多く、次いで「６ 

専門家派遣など、外部の専門家の活用」が 66.7％、「10 住民組織が交流する機会を提供」が 64.1％

となっている。 

 

 

図表 17 地域コミュニティの支援内容別の「支援制度の有無」の割合 

 

 

 

  

1　補助⾦等の活動資⾦⽀援

2　活動の場の提供

5　活動に関連する情報の提供

3　活動に必要な物品の提供

4　研修会など人材育成機会の提供

9　住⺠組織の事務局運営の⽀援

7　総合的な地域コミュニティ活動担当窓口の設置

10　住⺠組織が交流する機会を提供

6　専門家派遣など、外部の専門家の活用

8　地域担当職員制度の導⼊

(注）⽀援制度「あり」を降順に並び替え（番号は調査票のまま）

84.6 

76.9 

66.7 

56.4 

53.8 

53.8 

43.6 

35.9 

33.3 

15.4 

15.4 

23.1 

33.3 

43.6 

46.2 

46.2 

56.4 

64.1 

66.7 

84.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1あり 2なし

(33) (6)

(30) (9)

(26) (13)

(22) (17)

(21) (18)

(21) (18)

(17) (22)

(14) (25)

(13) (26)

(6) (33)

（単一回答）（n=39）
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 次に制度の「１あり」の上位３つの「支援内容」別に「支援対象」割合が多い対象を見る。１位の

「１ 補助金等の活動資金支援」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 71.8％と最も

多く、次いで「５ 法令に基づかない、任意に設立した、テーマ型住民組織」が 38.5％、「４ 特

定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテーマ型住民組織」が

35.9％となっている。 

 ２位の「２ 活動の場の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 56.4％と最も多

く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテー

マ型住民組織」が 53.8％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任意で設立し

た、テーマ型住民組織」が共に 43.6％となっている。 

 ３位の「５ 活動に関連する情報の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 53.8％

と最も多く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民

組織やテーマ型住民組織」が 43.6％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任

意で設立した、テーマ型住民組織」が共に 38.5％となっている。 

 
 

図表 18 「支援内容」上位３つの「支援対象」組織の割合（複数回答） 

 
 

 

 

図表 19 地域コミュニティの「支援制度の有無」及び「支援内容」と「支援対象」のその他（自由回答） 

 
 

 

  

　　　(注）「⽀援制度」及び「⽀援対象」の番号は調査票のまま

１　住⺠同⼠のゆるやかなつながり

２　町内会、自治会などの地縁住⺠組織

３　特定非営利活動法人
４　特定非営利活動法人以外の、法令や条例に基づき設置してい

る、地区別住⺠組織やテーマ型住⺠組織
５　法令に基づかない、任意に設⽴した、テーマ型住⺠組織

10.3 

71.8 

30.8 

35.9 

38.5 

0% 40% 80%

（4）

（28）

（12）

（14）

（15）

25.6 

56.4 

43.6 

53.8 

43.6 

0% 40% 80%

（10）

（22）

（17）

（21）

（17）

17.9 

53.8 

38.5 

43.6 

38.5 

0% 40% 80%

（7）

（21）

（15）

（17）

（15）

１ 補助金等の活動資金支援 ２ 活動の場の提供 ３ 活動に関連する情報の提供（n=39）

「その他」の内容（11〜13の自由回答）
1 管理施設(公会堂)修繕補助
2 -
3 自治会集会施設の整備改修の補助
4 資機材貸出
5 -

(注1）「13　その他3」は記載なしのため省略
(注2）番号の付与は任意
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 次に制度の「１あり」の上位３つの「支援内容」別に「支援対象」割合が多い対象を見る。１位の
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35.9％となっている。 

 ２位の「２ 活動の場の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 56.4％と最も多

く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテー

マ型住民組織」が 53.8％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任意で設立し

た、テーマ型住民組織」が共に 43.6％となっている。 
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意で設立した、テーマ型住民組織」が共に 38.5％となっている。 
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 次に制度の「１あり」の上位３つの「支援内容」別に「支援対象」割合が多い対象を見る。１位の

「１ 補助金等の活動資金支援」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 71.8％と最も

多く、次いで「５ 法令に基づかない、任意に設立した、テーマ型住民組織」が 38.5％、「４ 特

定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテーマ型住民組織」が

35.9％となっている。 

 ２位の「２ 活動の場の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 56.4％と最も多

く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテー

マ型住民組織」が 53.8％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任意で設立し

た、テーマ型住民組織」が共に 43.6％となっている。 

 ３位の「５ 活動に関連する情報の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 53.8％

と最も多く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民

組織やテーマ型住民組織」が 43.6％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任

意で設立した、テーマ型住民組織」が共に 38.5％となっている。 
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 次に制度の「１あり」の上位３つの「支援内容」別に「支援対象」割合が多い対象を見る。１位の

「１ 補助金等の活動資金支援」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 71.8％と最も

多く、次いで「５ 法令に基づかない、任意に設立した、テーマ型住民組織」が 38.5％、「４ 特

定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテーマ型住民組織」が

35.9％となっている。 

 ２位の「２ 活動の場の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 56.4％と最も多

く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテー

マ型住民組織」が 53.8％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任意で設立し

た、テーマ型住民組織」が共に 43.6％となっている。 

 ３位の「５ 活動に関連する情報の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 53.8％

と最も多く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民

組織やテーマ型住民組織」が 43.6％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任

意で設立した、テーマ型住民組織」が共に 38.5％となっている。 

10.3 

71.8 

30.8 

35.9 

38.5 

0% 40% 80%

（4）

（28）

（12）

（14）

（15）

25.6 

56.4 

43.6 

53.8 

43.6 

0% 40% 80%

（10）

（22）

（17）

（21）

（17）

17.9 

53.8 

38.5 

43.6 

38.5 

0% 40% 80%

（7）

（21）

（15）

（17）

（15）

12
業務委託
事業資⾦融資にかかる利⼦補給
自治会管理防犯灯の電気代補助
訓練指導
地区会館の無料貸出

11

 

22 

 次に制度の「１あり」の上位３つの「支援内容」別に「支援対象」割合が多い対象を見る。１位の

「１ 補助金等の活動資金支援」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 71.8％と最も

多く、次いで「５ 法令に基づかない、任意に設立した、テーマ型住民組織」が 38.5％、「４ 特

定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテーマ型住民組織」が

35.9％となっている。 

 ２位の「２ 活動の場の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 56.4％と最も多

く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民組織やテー

マ型住民組織」が 53.8％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任意で設立し

た、テーマ型住民組織」が共に 43.6％となっている。 

 ３位の「５ 活動に関連する情報の提供」では「２ 町内会、自治会などの地縁住民組織」が 53.8％

と最も多く、次いで「４ 特定非営利法人以外の、法令や条例に基づき設置している、地区別住民

組織やテーマ型住民組織」が 43.6％、「３ 特定非営利活動法人」と「５ 法令に基づかない、任

意で設立した、テーマ型住民組織」が共に 38.5％となっている。 
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(3)(3)(3)(3)今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方    

①地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか①地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか①地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか①地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 

地域コミュニティが活性化するためには、今後どのような状況になっていくべきと考えるかを、住

民同士のゆるやかなつながり、地縁型住民組織、テーマ型住民組織ごとに尋ねた。 

 

 住民同士のゆるやかなつながりに関連した選択肢では「８ 地域課題の解決のために、住民自ら行

動する機運が高まる」が 56.4％（22 自治体）で最も多く、次いで「１ 日頃から挨拶を交わした

り、声を掛け合ったりといった、住民同士のふれあいが生まれる近隣関係が築かれる」と「２ 現

役世代が、地域の活動に積極的に参加するようになる」が共に 51.3％（20自治体）となっている。

この上位３項目が過半を超え突出している。(図表 20) 

 

 地縁型組織に関しては「11 地縁型住民組織が、地域住民のニーズを掘り起こしそれを反映させた

運営や活動を行うようになる」と「13 地縁型住民組織が、活動を継続していける体制を整える」

が共に 25.6％で最も多く、次いで「12 地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組んでいくよう

になる」が 20.5％となっている。(図表 21) 

 

 テーマ型組織に関しては「16 地縁型住民組織とテーマ型住民組織の連携が生まれ、共に地域課題

の解決に取り組むようになる」が 46.2％で最も高く、「14 地域課題に応じて、テーマ型住民組織

が生まれて、そこに参加する住民が増えるようになる」が 43.6％、「19 テーマ型住民組織が、活

動を継続している体制を整える」が 23.1％となっている。上位２項目への回答割合が高くなってい

る。(図表 22) 

 

 その他は「22 自分の住む地域コミュニティの活動に参加する行政職員が増加していく」が 38.5％

で最も高く、次いで「20 地域に存在する民間企業が、地域課題の解決に資するビジネスを積極的

に展開するようになる」が 30.8％、「21 行政が、住民に任せるのではなく、地域課題に応じた行

政サービスや施策展開を質、量共に充実させる。」が 20.5％となっている。なお、２つまでの複数

回答に対して M.T.が 97.4％と低い点に留意も必要であろう。(図表 23) 

 

（注）Ｍ.Ｔ.（Multiple Totalの略）は、複数回答数の合計を回答者数で割った比率で、通常は 100％を超える。 
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図表 20 地域コミュニティが活性化するためには今後どのような状態になっていくべきか 
（住民同士のゆるやかなつながりに関して） 

 
 

図表 21 地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 
（地縁型住民組織に関して） 

  
 

 

図表 22 地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 
（テーマ型住民組織に関して） 

 
  

9 地縁型やテーマ型の住⺠組織以外にも、ゆるやかなつながりを持って地域課題に取り組む住⺠の活動が⽣まれていく

1 ⽇頃からあいさつを交わしたり、声を掛け合ったりといった、住⺠同⼠のふれあいが⽣まれる近隣関係が築かれる

2 現役世代が、地域の活動に積極的に参加するようになる

3 古くからの住⺠と、新しい住⺠との交流が⽣まれる

4 興味や関心事を通じてつながり、かつ広がりを持つ活動が増える

5 住⺠の希望に応じて、人と人の多様なつながりが⽣まれやすい環境が創出される

6 地域の課題や課題になりつつあることを、地域で話題にできる人間関係が築かれる

7 地域の中に、地域課題を共有するきっかけや場が作られる

8 地域課題の解決のために、住⺠自ら⾏動する気運が⾼まる

51.3 

51.3 

25.6 

15.4 

17.9 

28.2 

17.9 

56.4 

7.7 

0% 20% 40% 60%

（３つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝271.8％

(20)

(20)

(10)

(6)

(7)

(11)

(7)

(22)

(3)

15.4 25.6 20.5 25.6 12.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10 地縁型住民組織が、将来の担い手である、次世代の育成に積極的になる

11 地縁型住民組織が、地域住民のニーズを掘り起こしそれを反映させた運営や活動を行うようになる

12 地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組んでいくようになる

13 地縁型住民組織が、活動を継続していける体制を整える

無回答

n=39 (6) (10) (8) (10) (5)

（単一回答）

19 テーマ型住⺠組織が、活動を継続していける体制を整える

14 地域課題に応じて、テーマ型住⺠組織が⽣まれ、そこに参加する住⺠が増えていくようになる

15 テーマ型住⺠組織同⼠が連携して、地域課題の解決に取り組むようになる

16 地縁型住⺠組織とテーマ型住⺠組織の連携が⽣まれ、共に地域課題の解決に取り組むようになる

17 テーマ型住⺠組織で活動している人が、自らのスキルを⽣かして地縁型住⺠組織でも活動するようになる

18 テーマ型住⺠組織と⾏政の協働事業がこれまで以上に展開されるようになる

43.6 

20.5 

46.2 

15.4 

10.3 

23.1 

0% 20% 40% 60%

（２つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝159.0％

(17)

(8)

(18)

(6)

(4)

(9)
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図表 23 地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 
（その他） 

 
 

 

「23 その他」の自由回答  

 
 

 

 

 

  

20 地域に存在する⺠間企業が、地域課題の解決に資するビジネスを積極的に展開するようになる

21 ⾏政が、住⺠に任せるのではなく、地域課題に応じた⾏政サービスや施策展開を質、量共に充実させる

22 自分の住む地域コミュニティの活動に参加する⾏政職員が増加していく

23 その他

30.8 

20.5 

38.5 

7.7 

0% 20% 40% 60%

（２つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝97.4％

(12)

(8)

(15)

(3)

「23　その他」の内容（自由回答） 内容
1 ⾏政は地域の実情に応じて必要な⾏政サービスや施策展開をしていく
2 住⺠同⼠の共助の気運が⾼まる

(注1）3件の回答のうち１件は無効回答
(注2）番号の付与は任意
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(4)(4)(4)(4)地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策    

①自治体が地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を解決する際①自治体が地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を解決する際①自治体が地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を解決する際①自治体が地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を解決する際

の行政の関わり方としての手がかりについての行政の関わり方としての手がかりについての行政の関わり方としての手がかりについての行政の関わり方としての手がかりについて 

 ここでは、「５ 地域の担い手となる次世代を育成する」が 43.6％で最も高く、次いで「１ 多様

な住民の参加を促し、住民同士が連携しやすい仕組みや仕掛け（地域通貨、イベントの継続実施等）

を導入する」が 41.0％、「８ 自治会、町内会などの地縁型住民組織やテーマ型住民組織などとの

ネットワーク化を図る」が 33.3％となっている。 

 
図表 24 地域コミュニティの活性化を支援する際の着眼点、あるいは地域で地域課題を 

解決する際の行政の関わり方としての手がかりについて 

 
 

 

 

 
 
 
  

11　住⺠からの相談等に的確に対応できるよう⾏政の部署間で連携を図る

6　多様な住⺠が参加し、⾏政と協働事業ができるような制度を増やす

7　地域コミュニティの活性化に関する情報を提供・発信する

8　自治会、町内会などの地縁型住⺠組織やテーマ型住⺠組織などとのネットワーク化を図る

9　地域コミュニティの活性化に関する相談機能を充実する

10　自治意識、自⽴意識の⾼い住⺠・団体が提案できる仕組みを整備する

1　多様な住⺠の参加を促し、住⺠同⼠が連携しやすい仕組みや仕掛け（地域通貨、イベントの継続実施等）を導⼊する

2　地域の課題を顕在化させ、住⺠同⼠が共有できるような動機づけを⾏う

3　地域住⺠が⽇頃から集い、交流できる場所を設置・提供する

4　地域課題に応じた活動の受け皿となるような住⺠組織⽴ち上げを⽀援する

5　地域の担い手となる次世代を育成する

41.0 

12.8 

25.6 

15.4 

43.6 

12.8 

20.5 

33.3 

7.7 

17.9 

30.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（３つまでの複数回答）

n＝39 、M.T.＝261.5％

(16)

(5)

(10)

(6)

(17)

(5)

(8)

(13)

(3)

(7)

(12)
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３３３３．．．．自治体アンケート自治体アンケート自治体アンケート自治体アンケート調査結果のまとめ調査結果のまとめ調査結果のまとめ調査結果のまとめ 
 

自治体アンケートの結果から得られた地域の実情や課題、地域コミュニティの活性化に向けた今後の

支援の方向性等についてまとめる。 

(1)(1)(1)(1)調査結果の要約調査結果の要約調査結果の要約調査結果の要約    

①①①①地域コミュニティの現状地域コミュニティの現状地域コミュニティの現状地域コミュニティの現状 

 全体の８割以上の自治体が、「ある程度」以上地域コミュニティが活性化していると考えてい

る。 

 地縁型住民組織の数、加入率はほとんどの自治体が把握しており、加入率は低いところで 20％

未満、高いところで 99％と幅がある。西多摩地域、その他多摩地域は 25～50％が５～６割以

上である。 

 特定非営利活動法人の数を把握していない自治体は少ない。組織数は多いところで 200 件を超

え、少ないところで数件程度、０件もある。 

 特定非営利活動法人以外の法令等に基づく組織も、組織数を把握していない自治体は少ない。

組織数は、多いところで 80 件以上、少ないところで数件程度、０件という回答もある。 

 法令に基づかない任意に設立された組織数を把握している自治体は少ない。 

②②②②地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野地域課題の解決に地域コミュニティが役割を果たせると期待する分野 

 「防災、災害対策」、「高齢者支援」、「防犯、治安、交通安全」に対する期待が高い。 

③③③③地域コミュニティが抱える課題地域コミュニティが抱える課題地域コミュニティが抱える課題地域コミュニティが抱える課題 

 住民同士のゆるやかなつながりの課題は、「現役世代が地域コミュニティに関わりを持ちにく

い」、「古くからの住民と新しい住民との意識に差がある」、「住民の地域コミュニティの意義に

対する認識が薄い」。 

 地縁型住民組織の課題は、「参加者の減少」、「担い手の固定化、高齢化」。 

 テーマ型住民組織の課題は、「参加者の広がり不足」と、「担い手の固定化、高齢化」。 

④④④④地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状地域コミュニティ施策の現状 

 地域コミュニティに関する構想、計画及び条例を持つ自治体は、約３割にとどまる。 

 「補助金等の活動資金支援」、「活動の場の提供」、「活動に関連する情報の提供」を支援制度と

して持つ自治体が多い。 

 これらの支援制度は、「住民同士のゆるやかなつながり」を支援対象としている自治体もある。 

⑤⑤⑤⑤今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方今後の地域コミュニティのあり方 

 半数以上の自治体が、今後、地域コミュニティが活性化するためには、「地域課題の解決のた

めに、住民自ら行動する機運が高まる」、「現役世代が、地域の活動に積極的に参加するように

なる」ことが必要だと考えている。 

 地縁型住民組織に関しては、２割以上の自治体が、「地域住民のニーズを掘り起こしそれを反

映させた運営や活動を行うようになる」、「地縁型住民組織が、活動を継続していける体制を整

える」、「地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組んでいくようになる」を挙げている。 

 テーマ型住民組織に関しては、４割以上の自治体が、「地縁型住民組織とテーマ型住民組織の

連携が生まれ、共に地域課題の解決に取り組むようになる」、「地域課題に応じて、テーマ型住

民組織が生まれて、そこに参加する住民が増えるようになる」を挙げている。 
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⑥⑥⑥⑥地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策地域コミュニティ活性化に向けた方策 

 地域コミュニティ活性化に向けた行政のかかわり方について、４割以上の自治体が、「地域の

担い手となる次世代を育成する」、「多様な住民の参加を促し、住民同士が連携しやすい仕組み

や仕掛け（地域通貨、イベントの継続実施等）を導入する」を挙げており、３割以上が「自治

会、町内会などの地縁型住民組織やテーマ型住民組織などとのネットワーク化を図る」、「住民

からの相談等に的確に対応できるよう行政の部署間で連携を図る」を挙げている。 

 「地域コミュニティの活性化に関する相談機能を充実する」を挙げた自治体は３件にとどまっ

ている。 

((((2222))))調査結果のまとめ調査結果のまとめ調査結果のまとめ調査結果のまとめ    

地域コミュニティの課題として、組織の担い手の固定化・高齢化、多様な住民の地域コミュニティへ

の関わりや認識の薄さが挙がっている。 
今後の地域コミュニティのあり方として、住民の自発的積極的な関わりや、テーマ型住民組織の活発

な活動、地縁型組織との連携が重要であると考えている。 
地域コミュニティの活性化に向けて、テーマ型住民組織への期待が一定程度認められる中で、地域の

担い手となる次世代の育成、住民同士が連携しやすい仕組みや仕掛けの導入、住民組織同士のネット

ワーク化が重視されている。 
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１．１．１．１．多摩・島し多摩・島し多摩・島し多摩・島しょ地域のょ地域のょ地域のょ地域の住民アンケート住民アンケート住民アンケート住民アンケート調査調査調査調査 

(1)(1)(1)(1)調査目的調査目的調査目的調査目的    

地域住民の地域コミュニティに対する期待と課題意識を浮かび上がらせる。 

(2)(2)(2)(2)主な調査項目主な調査項目主な調査項目主な調査項目    

①回答者のプロフィール①回答者のプロフィール①回答者のプロフィール①回答者のプロフィール    

性別年齢、居住地、居住歴、家族構成、職業 
②地域の状況②地域の状況②地域の状況②地域の状況    

コミュニティの現状、地域の方々との付き合い、地域の方々との付き合いについての思い 
③自治会・町内会などの地縁型住民組織との関わり③自治会・町内会などの地縁型住民組織との関わり③自治会・町内会などの地縁型住民組織との関わり③自治会・町内会などの地縁型住民組織との関わり    

自治会・町内会などの地縁型住民組織への参加・加入の状況や加入してよかったこと、課題等 
自治会・町内会などの地縁型住民組織の今後の動向（参加しやすいきっかけなど） 
④ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型④ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型④ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型④ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型住民住民住民住民組織との関わり組織との関わり組織との関わり組織との関わり    

ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型組織への参加・加入の状況や活動内容、加入してよかっ

たこと、課題等 
ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型組織への今後の動向（参加しやすいきっかけなど） 
⑤地域の中での住民同士の「ゆるやかなつながり」の現状⑤地域の中での住民同士の「ゆるやかなつながり」の現状⑤地域の中での住民同士の「ゆるやかなつながり」の現状⑤地域の中での住民同士の「ゆるやかなつながり」の現状    

地域内でつながりのある仲間や、そのつながりがあってよかったこと、課題等 
つながりがない人の理由と今後の意向やゆるやかなつながりをつくるきっかけ 
⑥地域コミュニティの課題解決と今後の方向性⑥地域コミュニティの課題解決と今後の方向性⑥地域コミュニティの課題解決と今後の方向性⑥地域コミュニティの課題解決と今後の方向性    

地域の課題、地域の課題解決に向けての地域の取り組み 
地域コミュニティが活性化するために重要なこと、自治体への期待 
地域への愛着 

     

第第第第 2222 節節節節    多摩・島しょ地域住民のコミュニ多摩・島しょ地域住民のコミュニ多摩・島しょ地域住民のコミュニ多摩・島しょ地域住民のコミュニ

ティに対する意識ティに対する意識ティに対する意識ティに対する意識    
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(265) (574) (387) (274)n=1500

１８～２９歳 ３０～４９歳 ５０～６４歳 ６５歳以上

２．２．２．２．調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析 

(1)(1)(1)(1)回答者のプロフィール回答者のプロフィール回答者のプロフィール回答者のプロフィール    

①性別年齢①性別年齢①性別年齢①性別年齢 

回答者は男性 753 人、女性 747 人でほぼ同率である。（図表 25） 
構成は、「30~49 歳」(現役層)が 38.3%と最も多く、以下「50~64 歳｣25.8％、「65 歳以上」18.3％、「18~29

歳」(若年層)が 17.7％となっている。（図表 26） 
図表 25 性別（単一回答） 図表 26 年代（単一回答） 

 
 
②居住地、居住歴②居住地、居住歴②居住地、居住歴②居住地、居住歴 

回答者の居住地は、「八王子市」が 13.7%と最も多く、以下「町田市」「西東京市」「府中市」と続く。

なお島しょ地域では、大島町（４人）、八丈島（６人）の回答があった。（図表 27） 
生まれた時から多摩・島しょ地域に居住している人は 24.8％で、多摩・島しょ以外から多摩・島しょ

地域に転居してきた人は 49.2%と約半数を占める。（図表 28） 
図表 27 居住地（単一回答） 

 
 

図表 28 居住歴（単一回答） 
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男性 女性
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生まれた時から多摩・島しょ地域に住んでいる（現住地でなくてもよい）

出身地は多摩・島しょ地域だが、結婚、就職、就業等の理由で多摩・島しょ地域以外に転出し、

現在また多摩・島しょ地域に戻ってきた

出身地は多摩・島しょ地域以外で、結婚、就職、就業等の理由で多摩・島しょ地域に転居

その他

24.8% 5.9% 49.2% 20.1%
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③③③③家族構成家族構成家族構成家族構成 

家族構成は、「夫婦のみ」（26.4％）と「親と子（長子が中学生より上）」（26.2％）がほぼ同率で最も

多く、以下「一人のみ」（19.3％）と続く。未就学児のいる子育て世帯と思われる「親と子（長子が未

就学児）」は 9.9％、また三世代家族と思われる「祖父母と親と子」は 2.3％である。（図表 29） 
年代ごとの特徴をみると、18～29 歳では「一人のみ」が 33.6%と最も多くなっているが、30～49 歳

でも「一人のみ」が 19.9%と最も多い。一方 50～64 歳では「親子(長子が中学生より上)」が 42.4%と

最も多く、「一人のみ」は 11.6％である。65 歳以上では「夫婦のみ」が 54.0％と多く、「親子(長子が中

学生以上)」が 20.8%となっており、「一人のみ」は 15.0%である。今回の回答者における、いわゆる「一

人暮らし」は、49 歳以下に多くなっている。（図表 30） 
 

図表 29 家族構成（単一回答） 

 
 

図表 30 年代別家族構成（単一回答） 

 
  

(289) (396) (148) (98) (393) (35) (141)n=1500

一人のみ 夫婦のみ

親と子（長子が未就学） 親と子（長子が小・中学生）

親と子（長子が中学生より上） 祖父母と親と子

その他

19.3% 26.4% 9.9% 6.5% 26.2% 2.3% 9.4%
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全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

一人のみ 夫婦のみ

親と子（長子が未就学） 親と子（長子が小・中学生）

親と子（長子が中学生より上） 祖父母と親と子

その他

Q5.家族構成（同居している家族）について当てはまるものを1つ選んでください。

▼Ｑ５　家族構成 (件) (％）

調査数 n=1500 100.0

一人のみ (289) 19.3

夫婦のみ (396) 26.4

親と子（長子が未就学） (148) 9.9

親と子（長子が小・中学生） (98) 6.5

親と子（長子が中学生より上） (393) 26.2

祖父母と親と子 (35) 2.3

その他 (141) 9.4

(289) (396) (148) (98) (393) (35) (141)n=1500

一人のみ 夫婦のみ

親と子（長子が未就学） 親と子（長子が小・中学生）

親と子（長子が中学生より上） 祖父母と親と子

その他

19.3% 26.4% 9.9% 6.5% 26.2% 2.3%9.4%
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③③③③家族構成家族構成家族構成家族構成 

家族構成は、「夫婦のみ」（26.4％）と「親と子（長子が中学生より上）」（26.2％）がほぼ同率で最も
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図表 29 家族構成（単一回答） 
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④職業④職業④職業④職業    

回答者の職業は、「会社員（給与所得者）」が 34.4%と最も多く、以下「専業主婦･主夫」が 19.9％、

「パート・アルバイト」13.8%となっている。（図表 31） 
 

図表 31 職業（単一回答） 

 

     

(81)
(57)

(516) (74)
(3)

(207) (37) (174) (298) (38) (15)n=1500

教員・公務員・非営利団体職員 会社・団体の経営者・役員

会社員（給与所得者） 自営業・事業主

農林漁業 パート・アルバイト

自由業 無職

専業主婦・主夫 学生

その他

5.4% 3.8% 34.4% 4.9%
0.2%

13.8% 2.5% 11.6% 19.9% 2.5% 1.0%
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(2)(2)(2)(2)地域の状況地域の状況地域の状況地域の状況    

 

①①①①ココココミミミミュニティの現状ュニティの現状ュニティの現状ュニティの現状 

回答者の地域コミュニティの状況は、「まあまあ活性化している」は 31.0％、「あまり活性化していな

い」は 30.1％となっている。また「わからない」も 25.1%おり、地域に対する関心が高くない層も 1/4
いることがわかる。（図表 32）「わからない」は、年代では「30~49 歳」と「18~29 歳」に多い。（図表

33） 
 

図表 32 コミュニティの現状（単一回答） 

 
 
 

図表 33 年代別コミュニティの現状（単一回答） 

 
        

(45) (465) (451) (162) (377)n=1500

たいへん、活性化している

まあまあ、活性化している

あまり、活性化していない

まったく、活性化していない

わからない

3.0% 31.0% 30.1% 10.8% 25.1%

3.0

6.0

2.4

2.3

2.2

31.0

30.2

29.1

29.5

38.0

30.1

24.5

25.4

35.1

38.0

10.8

10.6

12.4

11.6

6.6

25.1

28.7

30.7

21.4

15.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

たいへん、活性化している まあまあ、活性化している

あまり、活性化していない まったく、活性化していない

わからない

地域の活性化に対する現状認識は、回答者の約 1/3 が活性化していると感じており、地域との付

き合いも「会えば挨拶をする」といったゆるやかな関係が多い。また、「地域の方とは良好な関係」

を望む声が多い。近所付き合いが密な人ほど、地域の方とは良好な関係でいたいと言う気持ちが強

くなるという傾向もみられる。 

Q7.あなたがお住まいの地域コミュニティの現状について、最も当てはまると思うものを1つ選んでください。

▼Ｑ７　地域コミュニティの現状 (件) (％）

調査数 n=1500 100.0

たいへん、活性化している (45) 3.0

まあまあ、活性化している (465) 31.0

あまり、活性化していない (451) 30.1

まったく、活性化していない (162) 10.8

わからない (377) 25.1

図表32図表32図表32図表32

(45) (465) (451) (162) (377)n=1500

たいへん、活性化している

まあまあ、活性化している

あまり、活性化していない

まったく、活性化していない

わからない

3.0% 31.0% 30.1% 10.8% 25.1%
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②②②②地域地域地域地域の方々との付き合いの方々との付き合いの方々との付き合いの方々との付き合い 

地域の方々（近所の方々）との付き合いは、「会えば挨拶を交わす」が 61.5%と最も多く、「時々、立

ち話をする」が 19.6％である。（図表 34）年代別にみると、「会えば挨拶を交わす」は 64 歳以下に多く、

65 歳以上は「会えば挨拶を交わす」が 48.9％で、「時々、立ち話をする」が 38.7%と多くなる。（図表

35） 
 

図表 34 地域の方々（近所の方々）との付き合い（単一回答） 

 
 

図表 35 年代別地域の方々（近所の方々）との付き合い（単一回答） 

 

  

(194) (922) (294) (55) (35)n=1500

会ってもあまり挨拶しない

会えば挨拶を交わす

時々、立ち話をする

年に数回は家を訪ねたり、行動を共にすることがある

頻繁に交流している

12.9% 61.5% 19.6% 3.7% 2.3%

12.9

25.3

16.4

7.0

2.2

61.5

60.4

65.3

65.4

48.9

19.6

9.4

13.9

21.4

38.7

3.7

2.3

3.0

3.6

6.6

2.3

2.6

1.4

2.6

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

会ってもあまり挨拶しない

会えば挨拶を交わす

時々、立ち話をする

年に数回は家を訪ねたり、行動を共にすることがある

頻繁に交流している

(194) (922) (294) (55) (35)n=1500

会ってもあまり挨拶しない

会えば挨拶を交わす

時々、立ち話をする

年に数回は家を訪ねたり、行動を共にすることがある

頻繁に交流している

12.9% 61.5% 19.6% 3.7% 2.3%

(194) (922) (294) (55) (35)n=1500

会ってもあまり挨拶しない

会えば挨拶を交わす

時々、立ち話をする

年に数回は家を訪ねたり、行動を共にすることがある

頻繁に交流している

12.9% 61.5% 19.6% 3.7% 2.3%
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③③③③地域の方々地域の方々地域の方々地域の方々との付き合いについてとの付き合いについてとの付き合いについてとの付き合いについての思いの思いの思いの思い 

地域の方々（近所の方々）と付き合う際の思い（気持ち）は、「地域の方々と良好な関係でいたい」

が 39.7％と最も多く、「いざと言う時だけでも助け合う関係を築きたい」が 31.9％と続く。（図表 36） 
年代別にみると、「あまり関わりたくない」は年代が若いほど多く、一方「地域の方々と良好な関係

でいたい」は年代が上がるにつれて多くなっている。数としては少ないが「一緒に地域の課題解決に取

り組みたい」も 65 歳以上が他の年代よりも高い割合となっている。（図表 37） 
 

図表 36 地域の方々（近所の方々）への思い（単一回答） 

 
 

図表 37 年代別地域の方々（近所の方々）への思い（単一回答） 

 
 

  

(306) (479) (595) (91)
(27)

(2)n=1500

あまり関わりたくない

いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい

地域の方々と良好な関係でいたい

共通の関心事を持つ知り合いがいると安心

一緒に、地域の課題解決に取り組みたい

その他

20.4% 31.9% 39.7% 6.1%
1.8%

0.1%

20.4

29.8

23.9

18.1

7.3

31.9

36.2

34.3

29.7

25.9

39.7

28.3

35.7

44.4

52.2

6.1

4.5

4.7

6.2

10.2

1.8

1.1

1.0

1.6

4.4

0.1

0.0

0.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

あまり関わりたくない

いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい

地域の方々と良好な関係でいたい

共通の関心事を持つ知り合いがいると安心

一緒に、地域の課題解決に取り組みたい

その他

(306) (479) (595) (91)
(27)

(2)n=1500

あまり関わりたくない

いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい

地域の方々と良好な関係でいたい

共通の関心事を持つ知り合いがいると安心

一緒に、地域の課題解決に取り組みたい

その他

20.4% 31.9% 39.7% 6.1%
1.8%

0.1%

(306) (479) (595) (91)
(27)

(2)n=1500

あまり関わりたくない

いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい

地域の方々と良好な関係でいたい

共通の関心事を持つ知り合いがいると安心

一緒に、地域の課題解決に取り組みたい

その他

20.4% 31.9% 39.7% 6.1%
1.8%

0.1%
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(3)(3)(3)(3)地縁型住民組織・テーマ型住民組織・ゆるやかなつながりとの関わり地縁型住民組織・テーマ型住民組織・ゆるやかなつながりとの関わり地縁型住民組織・テーマ型住民組織・ゆるやかなつながりとの関わり地縁型住民組織・テーマ型住民組織・ゆるやかなつながりとの関わり    

 

①①①①地地地地縁型住民組織・テーマ型住民の組織への参加・加入、ゆるやかなつながりを持つ仲間縁型住民組織・テーマ型住民の組織への参加・加入、ゆるやかなつながりを持つ仲間縁型住民組織・テーマ型住民の組織への参加・加入、ゆるやかなつながりを持つ仲間縁型住民組織・テーマ型住民の組織への参加・加入、ゆるやかなつながりを持つ仲間 

自治会・町内会などの地縁型住民組織(以下、地縁型住民組織、という)に「現在加入している」は 38.9％

で、「かつて加入していたが今は加入していない」は 11.5％であり、「加入したことがない」は 49.7％

と約半数を占める。(図表 38) 

ＮＰＯ・ボランティア、任意団体等のテーマ型組織（以下、テーマ型住民組織、という）に「現在加

入・参加している」は 10.2％で地縁型組織の加入よりも低い。「かつて加入・参加していたが今は加入

していない」は 8.9％で、「加入・参加したことがない」が 80.9％である。(図表 39) 

なお、地縁型住民組織に「現在、加入している」583 人のうち、テーマ型住民組織にも「現在加入・

参加している」は 120 人（20.8％）で、回答者 1,500 人の 8％である。 

組織化されていないゆるやかなつながりをもつ仲間が「いる」人は 53.0％、このようなつながりを持

つ仲間は「いない」は 47.0％である。(図表 40) 

 

図表 38 地縁型住民組織への参加・加入（単一回答） 

 

 
 

図表 39 テーマ型住民組織への参加・加入（単一回答） 

 

 

 
図表 40 ゆるやかなつながりを持つ仲間の有無（単一回答） 

 

  

(583) (172) (745)n=1500

現在加入している かつて加入していたが今は加入していない 加入したことがない

38.9% 11.5% 49.7%

(153) (133) (1214)n=1500

現在加入・参加している

かつて加入・参加していたが今はしていない

加入・参加したことがない

10.2% 8.9% 80.9%

(795) (705)n=1500

いる いない

53.0% 47.0%

地縁型住民組織への加入率は約 40％、テーマ型住民組織への加入率は 10.2％である。また、ゆる

やかなつながりを持つ仲間については、「仲間がいる」は 53.0％と地縁型住民組織やテーマ型住民組

織への参加・加入よりも多い。地縁型住民組織、テーマ型住民組織、ゆるやかなつながり、の関わ

りはいずれも 65 歳以上に多い。 
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②②②②地域型住民組織、テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの特徴地域型住民組織、テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの特徴地域型住民組織、テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの特徴地域型住民組織、テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの特徴 

地縁型住民組織及びテーマ型住民組織、及びゆるやかなつながりについて年代別にみると、いずれも

65 歳以上が「加入・参加している」、「つながりがある」の割合が高くなっている。全体の「加入率」及

び「ゆるやかなつながりがある」の回答を引き上げているのは、60 歳以上の世代と言える。（図表 41、

図表 42、図表 43) 
テーマ型住民組織の活動内容としては、「高齢者を支える活動」、「まちづくりの推進を図る活動」、「自

然環境の保全や地域の美化を図る活動」が多い。(図表 44) 

組織化されていないゆるやかなつながりの内容は、「趣味・スポーツ、生涯学習などの仲間」が最も

多い。(図表 45) 

家族構成別にみると、全体では 8.0%(５位)である「子育て・介護など共通の悩みを持つ者同士のつな

がり」が、「親と子（長子が中学生以下）」の世帯では 24.0%と１位である。「祖父母と親と子」の回答は

サンプル数が少なく誤差が大きいため同様には論じられないが、この調査では同じく１位の回答(「趣

味、スポーツ、生涯学習等の仲間」と並ぶ)であった。(図表 46) 

 
図表 41 年代別地縁型住民組織への参加・加入（単一回答） 

 
 
 

図表 42 年代別テーマ型住民組織への参加・加入（単一回答） 

 

 

38.9

14.0

31.4

48.3

65.3

11.5

9.1

7.5

16.8

14.6

49.7

77.0

61.1

34.9

20.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

現在加入している

かつて加入していたが今は加入していない

加入したことがない

10.2

6.4

5.6

12.1

20.8

8.9

10.6

6.1

9.0

12.8

80.9

83.0

88.3

78.8

66.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

現在加入・参加している

かつて加入・参加していたが今はしていない

加入・参加したことがない
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図表 43 年代別・ゆるやかなつながりを持つ仲間の有無 

 

※図表 45 の集計結果を加工して作成。元の設問は複数回答 

 
 

図表 44 テーマ型住民組織の活動内容（複数回答） 

 

 
 

図表 45 ゆるやかなつながりを持つ仲間の内容(複数回答) 

 

53.0

49.1

45.8

53.5

71.2

47.0

50.9

54.2

46.5

28.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

ある なし

高齢者を支える活動（訪問、声掛け、食事会、生活支援等）

子育て世帯を支える活動（子育て世帯訪問、相談、生活支援、子育てひ

ろばづくり、子育て世帯の助け合いのサポート等）

障害者を支える活動

青少年の育成を支える活動（交流、スポーツ指導、遊び場づくりなど）

まちづくりの推進を図る活動（街の景観、観光振興、農山漁村の振興を図

る活動）

学術、文化、芸術またはスポーツの振興を図る活動

自然環境の保全や地域の美化を図る活動

災害救援や地域の安全を守る活動

国際協力・世界平和を支援する活動

その他 7.7%

5.2%

16.1%

20.3%

13.3%

22.0%

15.7%

13.6%

17.1%

25.2%

(22）

(15）

(46）

(58）

(38）

(63）

(45）

(39）

(49）

(72）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
n=286

対選択全数比率(％）

ご近所同士家族ぐるみのつきあい

同じ地域内の、気の合う者同士のつながり

趣味、スポーツ、生涯学習等の仲間

学校の同窓

施設、店舗等の利用者仲間

子育て、介護など共通の悩みを持つ者同士のつながり

地域で課題になっていることに関心を持つ者同士の集まり

同じ興味、関心事に共感する者同士のつながり

その他

このようなつながりを持つ仲間はいない 47.0%

0.4%

12.5%

4.9%

8.0%

5.6%

11.6%

20.1%

15.9%

16.7%

(705）

(6）

(187）

(73）

(120）

(84）

(174）

(301）

(239）

(251）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=1500

対選択全数比率(％）
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図表 46 家族構成別・ゆるやかなつながりを持つ仲間の内容(複数回答) 

 

 

16.7

9.7

15.9

22.8

20.1

14.3

14.2

15.9

9.0

20.5

13.0

20.1

17.1

10.6

20.1

18.0

26.0

12.6

19.6

22.9

21.3

11.6

11.1

9.1

10.2

15.0

17.1

11.3

5.6

5.9

7.1

5.3

3.8

5.7

6.4

8.0

2.4

2.8

24.0

7.4

22.9

4.3

4.9

3.8

6.8

3.7

4.8

5.7

3.5

12.5

12.5

16.2

3.7

14.0

14.3

12.8

0.4

0.3

0.8

0

0.3

0

0.7

47.0

59.9

42.7

44.7

43.0

37.1

50.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

全 体 (n=1500)

一人のみ (n=289)

夫婦のみ (n=396)

親と子（長子が中学生以下） (n=246)

親と子（長子が中学生より上） (n=393)

祖父母と親と子 (n=35)

その他 (n=141)

ご近所同士家族ぐるみのつきあい

同じ地域内の、気の合う者同士のつながり

趣味、スポーツ、生涯学習等の仲間

学校の同窓

施設、店舗等の利用者仲間

子育て、介護など共通の悩みを持つ者同士の

つながり

地域で課題になっていることに関心を持つ者

同士の集まり

同じ興味、関心事に共感する者同士のつなが

り

その他

このようなつながりを持つ仲間はいない
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(4)(4)(4)(4)地縁型住民組織・テーマ型住民組織に参加・地縁型住民組織・テーマ型住民組織に参加・地縁型住民組織・テーマ型住民組織に参加・地縁型住民組織・テーマ型住民組織に参加・加入した理由加入した理由加入した理由加入した理由    

 

地縁型住民組織に「現在加入している」、「かつて加入していたが今は加入していない」と回答した 755
人の加入の理由は、「近隣住民と良好な関係でいたい」が 48.1％と最も多く、以下「住民としての義務

だから」44.8％、「いざと言う時に、支え合い、助け合う関係を築きたい」が 38.7％と続く。(図表 47) 
テーマ型住民組織へ「現在加入・参加している」、「かつて加入・参加していたが今は加入していない」

と回答した286人の加入・参加の理由は、「住民組織の活動のテーマに興味があるため」が 100人（35.0％）、

「仕事や家庭以外に、取り組むことがほしいから」が 92 人（32.2％）、「住民組織の活動によって、地

域社会の課題を解決したいため」が 80 人（28.0％）となっている。(図表 48) 
 

図表 47 地縁型住民組織への参加・加入の理由（３つまで回答） 

 
 
 

図表 48 テーマ型住民組織への参加・加入の理由(３つまで回答) 

 
 

断るのが難しかったため

住民としての義務感から

近隣住民と良好な関係でいたいため

いざという時に支え合い、助け合う関係を築きたいから

住民組織が行う、行事やイベントに参加したいため

住民組織の活動に興味があるため

住民組織の活動によって、地域社会の課題を解決したいため

その他 6.4%

6.2%

3.2%

9.0%

38.7%

48.1%

44.8%

14.4%

(48）

(47）

(24）

(68）

(292）

(363）

(338）

(109）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
n=755

対選択全数比率(％）

誘われて、断るのが難しかったため

職場の同僚や親族以外に、知り合いがほしいから

仕事や家庭以外に、取り組むことがほしいから

住民組織の活動のテーマに興味があるため

住民組織の活動によって、地域社会の課題を解決したいため

その他 6.6%

28.0%

35.0%

32.2%

12.2%

20.3%

(19）

(80）

(100）

(92）

(35）

(58）

0% 10% 20% 30% 40%
n=286

対選択全数比率(％）

地縁型住民組織に参加・加入した理由は、「地域住民間での良好な関係維持」、「いざと言う時の支

え合い」が多い。一方、テーマ型住民組織に参加・加入した理由は、「活動内容への関心」「仕事や

家事以外の生きがい探し」「課題解決への積極的な参加」が多い。 
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地縁型住民組織に参加・加入した理由は、「地域住民間での良好な関係維持」、「いざと言う時の支

え合い」が多い。一方、テーマ型住民組織に参加・加入した理由は、「活動内容への関心」「仕事や

家事以外の生きがい探し」「課題解決への積極的な参加」が多い。 
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(5)(5)(5)(5)地縁型住民組織・テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの効果地縁型住民組織・テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの効果地縁型住民組織・テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの効果地縁型住民組織・テーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの効果    

 

地縁型住民組織に「加入している」、「かつて加入していたが今は加入していない」と回答した 755 人

に、加入してよかったことを聞いてみると、「顔見知りや仲間が増えた」が 45.3％と最も多く、以下「安

心感ができた」31.7％、「地域への関心が高くなった」21.6％と続く。一方「よかったことはない」も

26.5％と加入経験者の約１/４を占める。(図表 49) 

 
テーマ型住民組織に加入・参加している 286 人の、加入・参加してよかったことは、「顔見知りや仲

間が増えた」が 158 人（55.2％）、「知識・情報が深まった」が 116 人（40.6％）、「地域の役に立ってい

るという実感ができた｣92 人（32.2％）と続く。「よかったことはない」は 19 人（6.6％）と地縁型組織

に比べ少ない。(図表 50) 

 
ゆるやかなつながりがある 759 人に、つながりがあってよかったことを聞くと、「顔見知りや仲間が

増えた」が 57.2％と最も多く、以下「安心感ができた｣が 35.1％、「知識・情報が深まった」が 28.7％
となっている。(図表 51) 

 

地縁型住民組織、テーマ型住民組織と比較してみると、ゆるやかなつながりは「顔見知りや仲間が増

えた」、「安心感ができた」が最も多く、仲間づくり効果、安心感効果が高いことがわかる。地域のネッ

トワークをつくるうえで、組織化されていなくても日常的なゆるやかな関係性が重要であることがうか

がえる。 

 
図表 49 地縁型住民組織に加入してよかったこと(複数回答) 

 
 
 

  

地域への関心が高くなった

顔見知りや仲間が増えた

安心感ができた

自分で何かやってみようと思うようになった

その他

よかったことはない 26.5%

2.8%

5.2%

31.7%

45.3%

21.6%

(200）

(21）

(39）

(239）

(342）

(163）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=755

対選択全数比率(％）

地縁型住民組織及びテーマ型住民組織への参加、地域内にゆるやかなつながりを持っていること

でよかったことは、いずれも「顔見知りや仲間が増えた」が最も多い。地域で何らかの活動や交流

を行うことは、地域内で仲間づくり、ネットワークづくりに効果的であり、しかもゆるやかなつな

がりは、地縁型住民組織よりも効果が高いと言う傾向がみてとれる。 
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図表 50 テーマ型住民組織に加入・参加してよかったこと(複数回答) 

 
 
 

図表 51 つながりがあることでよかったこと（複数回答） 

 
  

地域への関心が高くなった

顔見知りや仲間が増えた

知識・情報が深まった

安心感ができた

地域の役にたっているという実感がでてきた

自分で何かやってみようと思うようになった

その他

よかったことはない 6.6%

1.7%

15.4%

32.2%

21.0%

40.6%

55.2%

28.3%

(19）

(5）

(44）

(92）

(60）

(116）

(158）

(81）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
n=286

対選択全数比率(％）

地域への関心が高くなった

顔見知りや仲間が増えた

知識・情報が深まった

安心感ができた

地域に対する愛着がわいてきた

自分で何かやってみようと思うようになった

その他

よかったことはない 6.7%

0.1%

7.2%

19.1%

35.1%

28.7%

57.2%

19.0%

(53）

(1）

(57）

(152）

(279）

(228）

(455）

(151）

0% 20% 40% 60% 80%
n=795

対選択全数比率（％）



 

43 

(6)(6)(6)(6)運営上の課題運営上の課題運営上の課題運営上の課題と今後の方向性と今後の方向性と今後の方向性と今後の方向性    

 
①運営上の課題①運営上の課題①運営上の課題①運営上の課題 

地縁型住民組織の運営上の課題は、「担い手の固定化・高齢化」が 48.7％と最も多く、以下「加入者

の減少｣16.6％、「活動内容が住民ニーズや地域の課題と合わない｣13.5％となっている。「課題は特にな

い」は 19.7％である。(図表 52) 
 

テーマ型住民組織の運営上の課題も、地域型組織と同様に「担い手の固定化・高齢化」が 53.5％と最

も多く、以下「テーマ型住民組織の活動の幅や参加者等の広がり不足」31.8％、「テーマ型住民組織間

での連携不足」23.8％となっている。「課題は特にない」は 12.9％である。(図表 53) 
 

ゆるやかなつながりに関する課題は、「仲間が広がらない」が 21.8％と最も多く、以下「活動場所を

確保しにくい」が 16.2％、「活動内容がだんだん停滞している」が 14.5％などとなっている。また「課

題は特にない」は 35.0％と地縁型住民組織、テーマ型住民組織よりも多い。(図表 54) 

 
図表 52 地縁型住民組織の運営上の課題(単一回答) 

 
 

  

(125) (368) (102) (11) (149)n=755

加入者の減少（新規加入者の不足・退会者の増加）

担い手の固定化・高齢化

活動内容が、住民ニーズや地域の課題と合わない（陳腐化、マンネリ化)

その他

課題は特にない

16.6% 48.7% 13.5% 1.5% 19.7%

地縁型住民組織及びテーマ型住民組織、ゆるやかなつながりの運営上の課題としては、共通して

「担い手」や「仲間」に関する回答が最も多い。 

地縁型住民組織及びテーマ型住民組織それぞれの今後の活動の継続については、いずれも約７割

が継続の意向を示している。また、地縁型住民組織及びテーマ型住民組織に加入・参加している人

ほど継続意向は高い。まずは活動に参加することが(参加するように支援すること)が重要であるこ

とが把握できた。 
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図表 53 テーマ型住民組織の運営上の課題(３つまで回答) 

 
 

図表 54 関わっているつながりや活動での課題（ゆるやかなつながり）(３つまで選択) 

 
 

  

テーマ型住民組織の、活動の幅や参加者等の広がり不足

テーマ型住民組織の、担い手の固定化・高齢化

テーマ型住民組織間での連携不足（地域課題が共有されない、連携の

きっかけがないなど）

地縁型住民組織とテーマ型住民組織の連携不足

その他

課題は特にない 12.9%

4.2%

16.4%

23.8%

53.5%

31.8%

(37）

(12）

(47）

(68）

(153）

(91）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
n=286

対選択全数比率(％）

活動場所を確保しにくい

活動資金が足りない、自己負担が大きい

組織化していないため、行政からの支援を受けにくい

仲間が広がらない

メンバーの人間関係が円滑でない

活動内容がだんだん停滞している（初めの時の思いが継続しない）

活動の趣旨が周辺地域に理解されない

活動の趣旨が行政に理解されない

地域住民同士の日頃からの付き合いが希薄で「つながり」を作りにくい

その他

課題は特にない
35.0%

1.8%

11.3%

2.5%

5.8%

14.5%

7.9%

21.8%

7.9%

13.7%

16.2%

(278）

(14）

(90）

(20）

(46）

(115）

(63）

(173）

(63）

(109）

(129）

0% 10% 20% 30% 40%
n=795

対選択全数比率(％）
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②②②②今後の活動今後の活動今後の活動今後の活動 

今後の活動継続の意向について聞いたところ、地縁型住民組織については「はい（加入を続けるまた

は再開する）」が 65.3％である(図表 55)。また「現在加入している」と「かつて加入していたが今は加

入していない」で比べると、「現在加入している」は「はい」が 77.2％と多いが、「かつて加入していた

が今は加入していない」では「はい」が 25.0％で「いいえ」が 75.0％と逆転する。すなわち、復帰の意

向は 1/4 である。(図表 56) 
 

テーマ型住民組織については「はい」が 69.9％である。(図表 57) 
「現在、加入・参加している」は「はい」が 86.3％と多い。また、「かつて加入・参加していたが今

はしていない」も「はい」は 51.1％で、約半数は再開も考えている。(図表 58) 
 

図表 55 今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 56 地縁型住民組織への加入別今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 57 今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 58 テーマ型住民組織への加入別今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 

(493) (262)n=755

はい いいえ（できれば辞めたい）

65.3% 34.7%

65.3

77.2

25.0

34.7

22.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=755)

現在加入している (n=583)

かつて加入していたが今は加入していない (n=172)

はい いいえ（できれば辞めたい）

(200) (86)n=286

はい いいえ（できれば辞めたい）

69.9% 30.1%

69.9

86.3

51.1

30.1

13.7

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=286)

現在加入・参加している (n=153)

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=133)

はい いいえ（できれば辞めたい）

(493) (262)n=755

はい いいえ（できれば辞めたい）

65.3% 34.7%
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②②②②今後の活動今後の活動今後の活動今後の活動 

今後の活動継続の意向について聞いたところ、地縁型住民組織については「はい（加入を続けるまた

は再開する）」が 65.3％である(図表 55)。また「現在加入している」と「かつて加入していたが今は加

入していない」で比べると、「現在加入している」は「はい」が 77.2％と多いが、「かつて加入していた

が今は加入していない」では「はい」が 25.0％で「いいえ」が 75.0％と逆転する。すなわち、復帰の意

向は 1/4 である。(図表 56) 
 

テーマ型住民組織については「はい」が 69.9％である。(図表 57) 
「現在、加入・参加している」は「はい」が 86.3％と多い。また、「かつて加入・参加していたが今

はしていない」も「はい」は 51.1％で、約半数は再開も考えている。(図表 58) 
 

図表 55 今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 56 地縁型住民組織への加入別今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 57 今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 58 テーマ型住民組織への加入別今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 

(493) (262)n=755

はい いいえ（できれば辞めたい）

65.3% 34.7%

65.3

77.2

25.0

34.7

22.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=755)

現在加入している (n=583)

かつて加入していたが今は加入していない (n=172)

はい いいえ（できれば辞めたい）

(200) (86)n=286

はい いいえ（できれば辞めたい）

69.9% 30.1%

69.9

86.3

51.1

30.1

13.7

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=286)

現在加入・参加している (n=153)

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=133)

はい いいえ（できれば辞めたい）

地域コミュニティに関するアンケート  2015/10/8　ニッセイ基礎研究所

Q23.今後もテーマ型住民組織への参加を続けるまたは再開したいと思いますか。

当てはまるものを1つ選んでください。

 　

調

査

数

は

い

い

い

え

（

で

き

れ

ば

辞

め

た

い

）

  全  体 (n=286)  全  体 (n=286)  全  体 (n=286)  全  体 (n=286) 286 69.9 30.1

▼テーマ型住民組織の参加状況 286 69.9 30.1

現在加入・参加している (n=153) 153 86.3 13.7

かつて加入・参加していたが

今はしていない (n=133)

133 51.1 48.9

加入・参加したことがない (n=0) 0 0.0 0.0

▼つながりをもつ仲間 図表58図表58図表58図表58

ある (n=236) 236 75.4 24.6

ない (n=50) 50 44.0 56.0

▼地域への愛着

たいへん、感じている (n=73) 73 80.8 19.2

まあまあ、感じることがある (n=167) 167 74.3 25.7

あまり、感じない (n=33) 33 45.5 54.5

まったく、感じない (n=13) 13 15.4 84.6

69.9

86.3

51.1

30.1

13.7

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=286)

現在加入・参加している (n=153)

かつて加入・参加していたが

今はしていない (n=133)

はい いいえ（できれば辞めたい）

1
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②②②②今後の活動今後の活動今後の活動今後の活動 

今後の活動継続の意向について聞いたところ、地縁型住民組織については「はい（加入を続けるまた

は再開する）」が 65.3％である(図表 55)。また「現在加入している」と「かつて加入していたが今は加

入していない」で比べると、「現在加入している」は「はい」が 77.2％と多いが、「かつて加入していた

が今は加入していない」では「はい」が 25.0％で「いいえ」が 75.0％と逆転する。すなわち、復帰の意

向は 1/4 である。(図表 56) 
 

テーマ型住民組織については「はい」が 69.9％である。(図表 57) 
「現在、加入・参加している」は「はい」が 86.3％と多い。また、「かつて加入・参加していたが今

はしていない」も「はい」は 51.1％で、約半数は再開も考えている。(図表 58) 
 

図表 55 今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 56 地縁型住民組織への加入別今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 57 今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 58 テーマ型住民組織への加入別今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 

(493) (262)n=755

はい いいえ（できれば辞めたい）

65.3% 34.7%

65.3

77.2

25.0

34.7

22.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=755)

現在加入している (n=583)

かつて加入していたが今は加入していない (n=172)

はい いいえ（できれば辞めたい）

(200) (86)n=286

はい いいえ（できれば辞めたい）

69.9% 30.1%

69.9

86.3

51.1

30.1

13.7

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=286)

現在加入・参加している (n=153)

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=133)

はい いいえ（できれば辞めたい）

地域コミュニティに関するアンケート  2015/10/8　ニッセイ基礎研究所

Q14.今後も自治会・町内会などの地縁型住民組織への加入を続けるまたは再開したいと思いますか。

当てはまるものを1つ選んでください。

 　

調

査

数

は

い

い

い

え

（

で

き

れ

ば

辞

め

た

い

）

  全  体 (n=755)  全  体 (n=755)  全  体 (n=755)  全  体 (n=755) 755 65.3 34.7

▼地縁型住民組織の加入状況

現在加入している (n=583) 583 77.2 22.8 図表56図表56図表56図表56

かつて加入していたが

今は加入していない (n=172)

172 25.0 75.0

加入したことがない (n=0) 0 0.0 0.0

▼テーマ型住民組織の参加状況 755 65.3 34.7

現在加入・参加している (n=138) 138 81.9 18.1

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=99) 99 62.6 37.4

加入・参加したことがない (n=518) 518 61.4 38.6

▼つながりをもつ仲間

ある (n=506) 506 71.5 28.5

ない (n=249) 249 52.6 47.4

▼地域への愛着

たいへん、感じている (n=147) 147 85.0 15.0

まあまあ、感じることがある (n=450) 450 70.9 29.1

あまり、感じない (n=127) 127 34.6 65.4

まったく、感じない (n=31) 31 16.1 83.9

65.3

77.2

25.0

34.7

22.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=755)

現在加入している (n=583)

かつて加入していたが

今は加入していない (n=172)

はい いいえ（できれば辞めたい）

1
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②②②②今後の活動今後の活動今後の活動今後の活動 

今後の活動継続の意向について聞いたところ、地縁型住民組織については「はい（加入を続けるまた

は再開する）」が 65.3％である(図表 55)。また「現在加入している」と「かつて加入していたが今は加

入していない」で比べると、「現在加入している」は「はい」が 77.2％と多いが、「かつて加入していた

が今は加入していない」では「はい」が 25.0％で「いいえ」が 75.0％と逆転する。すなわち、復帰の意

向は 1/4 である。(図表 56) 
 

テーマ型住民組織については「はい」が 69.9％である。(図表 57) 
「現在、加入・参加している」は「はい」が 86.3％と多い。また、「かつて加入・参加していたが今

はしていない」も「はい」は 51.1％で、約半数は再開も考えている。(図表 58) 
 

図表 55 今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 56 地縁型住民組織への加入別今後の地縁型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 57 今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 
 
 

図表 58 テーマ型住民組織への加入別今後のテーマ型住民組織の活動(単一回答) 

 

(493) (262)n=755

はい いいえ（できれば辞めたい）

65.3% 34.7%

65.3

77.2

25.0

34.7

22.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=755)

現在加入している (n=583)

かつて加入していたが今は加入していない (n=172)

はい いいえ（できれば辞めたい）

(200) (86)n=286

はい いいえ（できれば辞めたい）

69.9% 30.1%

69.9

86.3

51.1

30.1

13.7

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体 (n=286)

現在加入・参加している (n=153)

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=133)

はい いいえ（できれば辞めたい）



 

46 

(7)(7)(7)(7)参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由と加入意向と加入意向と加入意向と加入意向    

 
①①①① 参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由参加・加入したことがない理由 

地縁型住民組織に加入していない 745 人の加入していない理由は「知らなかった（情報が入らない）」

が 38.8％と最も多く、以下「忙しい(仕事・学業・家事・介護・育児・家族の世話・趣味活動などで)」
が 27.7％、「関心がない」が 27.1％と続く。(図表 59) 

年代別にみると 18～29 歳に「知らなかった（情報が入らない）」が多い。若い世代への地域情報の発

信・提供に課題があることがうかがえる。(図表 60) 
 

テーマ型住民組織に加入・参加していない 1,214 人の加入・参加していない理由も、「知らなかった

（情報が入らなかった）」が 39.7％と最も多く、以下「忙しい(仕事、学業、家事、介護、育児、家族の

世話、趣味活動などで)」が 33.9％、「関心がない」が 27.4％と続く。地縁型組織に加入していない理

由とほぼ同様の傾向である。(図表 61) 

年代別でみるとやはり若年層ほど「知らなかった」が多く、一方「50～64 歳では「忙しい」の方が多

くなる。(図表 62) 

 

地域内でつながりをもつ仲間はいない、と回答した 705 人の理由は、「きっかけがない」が 40.3％と

最も多く、以下「関心がない」が 39.6％、「忙しい(仕事、学業、家事、介護、育児、家族の世話、趣味

活動などで)」が 32.2％と続く。(図表 63) 

 
図表 59 地縁型住民組織に加入していない理由(複数回答) 

 
 

知らなかった（情報が入らない）

関心がない

ニーズに合わない

忙しい（仕事、学業、家事、介護、育児、家族の世話、趣味活動などで）

煩わしい（面倒）

体調的な問題

その他

地縁型住民組織がない 17.3%

1.7%

2.8%

20.7%

27.7%

8.3%

27.1%

38.8%

(129）

(13）

(21）

(154）

(206）

(62）

(202）

(289）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=745

対選択全数比率(％）

地縁型住民組織及びテーマ型住民組織に加入・参加していない理由としては、いずれも「知らな

かった」と言う情報不足がトップに挙がっている。一方、ゆるやかなつながりを持っていない人で

も「きっかけがない」の回答が多い。情報も含め、きっかけづくりが重要である。 

現在、地縁型住民組織、テーマ型住民組織に参加していない人の今後の参加意向は、地縁型住民

組織は 20％弱、テーマ型住民組織 30％弱である。またゆるやなつながりを持っていない人も「いざ

という時には支え合える仲間がほしい」と言う意向を持っている。 
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図表 60 年代別・地縁型住民組織に加入していない理由(複数回答) 

 
 
 

図表 61 テーマ型住民組織に加入・参加したことがない理由(複数回答) 

 

  

38.8

51.5

38.2

29.6

18.2

27.1

29.9

27.1

27.4

16.4

8.3

9.3

6.8

11.1

7.3

27.7

25.5

31.6

25.9

14.5

20.7

20.6

20.8

23.7

12.7

2.8

0.5

2.3

5.2

9.1

1.7

1.5

2.3

0.0

3.6

17.3

14.2

17.7

17.0

27.3

0.0 20.0 40.0 60.0

全 体 (n=745)

１８～２９歳 (n=204)

３０～４９歳 (n=351)

５０～６４歳 (n=135)

６５歳以上 (n=55)

知らなかった（情報が入らない）

関心がない

ニーズに合わない

忙しい（仕事、学業、家事、介護、

育児、家族の世話、趣味活動など

で）

煩わしい（面倒）

体調的な問題

その他

地縁型住民組織がない

知らなかった（情報が入らない）

関心がない

忙しい（仕事、学業、家事、介護、育児、家族の世話、趣味活動などで）

煩わしい（面倒）

体調的な問題

活動の趣旨や内容が理解できない

その他 1.1%

11.3%

6.1%

21.6%

33.9%

27.4%

39.7%

(13）

(137）

(74）

(262）

(412）

(333）

(482）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=1214

対選択全数比率(％）
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図表 62 年代別・テーマ型住民組織に加入していない理由(複数回答) 

 
 

 

図表 63 ゆるやかなつながりがない理由(複数回答) 

 
 

 

 

  

39.7

45.5

43.6

34.4

30.8

27.4

30.9

29.8

23.9

22.5

33.9

27.3

33.3

42.6

29.1

21.6
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24.3

22.0

6.1

2.7

3.9

6.6

15.4

11.3

13.2
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1.1

0.9

0.8

0.7

2.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

全 体

１８～２９歳 (n=220)

３０～４９歳 (n=507)

５０～６４歳 (n=305)

６５歳以上 (n=182)

知らなかった（情報が入らない）

関心がない

忙しい（仕事、学業、家事、介護、育児、家族

の世話、趣味活動などで）

煩わしい（面倒）

体調的な問題

活動の趣旨や内容が理解できない

その他

関心がない

忙しい（仕事、学業、家事、介護、育児、家族の世話、趣味活動などで）

煩わしい（面倒）

体調的な問題

きっかけがない

その他 2.0%

40.3%

5.7%

27.5%

32.2%

39.6%

(14）

(284）

(40）
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②②②②今後の今後の今後の今後の加入加入加入加入意向意向意向意向、ゆるや、ゆるや、ゆるや、ゆるやかかかかなつながりに対する意向なつながりに対する意向なつながりに対する意向なつながりに対する意向 

現在地縁型住民組織に加入していないが、今後「加入したい」と答えたのは 19.6％である。(図表 64) 

一方、現在テーマ型住民組織に加入・参加していないが、今後「加入・参加したい」と答えたのは 29.3％

である。(図表 65) 

年代にみると、65歳以上に「加入・参加したい」が多い。(図表 66) 

ゆるやかなつながりを持っていない人に、地域の中でどのようなつながりをほしいと思うか、につい

て聞いてみると、「いざというときに助け合えるつながり」が 31.3％と最も多く、以下「同じ趣味、関

心事に共感する者同士のつながり」が 17.2％、「趣味、スポーツ、生涯学習等の仲間」が 16.7％、「同

じ地域内の気の合う者同士のつながり」が 16.2％と続く。一方「そのようなつながりを持つ仲間は必要

ない」は 41.1％である。(図表 67) 

 

図表 64 地縁型住民組織への加入意向（単一回答） 

 
 
 

図表 65 テーマ型住民組織への加入・参加意向（単一回答） 

 
 
 

図表 66 年代別テーマ型住民組織への加入・参加意向（単一回答） 

 
 
 

  

(146) (599)n=745

加入したい 加入したくない

19.6% 80.4%

(356) (858)n=1214

加入・参加したい 加入・参加したくない

29.3% 70.7%

29.3

18.6

26.2

35.1

41.2

70.7

81.4

73.8

64.9

58.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1214)

１８～２９歳 (n=220)

３０～４９歳 (n=507)

５０～６４歳 (n=305)

６５歳以上 (n=182)

加入・参加したい 加入・参加したくない

Q25.今後、関心の持てるテーマやそれに取り組んでいるテーマ型住民組織があったら、加入・参加したいと思いますか。

どちらかと言えば当てはまるものを1つ選んでください。

▼Ｑ２５　今後のテーマ型住民組織への加入・参加意向 (件) (％）

調査数 n=1214 100.0

加入・参加したい (356) 29.3

加入・参加したくない (858) 70.7

図表65図表65図表65図表65

(356) (858)n=1214

加入・参加したい 加入・参加したくない

29.3% 70.7%

29.3

18.6

26.2

35.1

41.2

70.7

81.4

73.8

64.9

58.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1214)

１８～２９歳

(n=220)
３０～４９歳

(n=507)
５０～６４歳

(n=305)

６５歳以上 (n=182)

加入・参加したい 加入・参加したくない
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図表 67 地域の中に欲しいつながり(複数回答) 

 
 

 

  

ご近所同士家族ぐるみのつきあい

同じ地域内の、気の合う者同士のつながり

趣味、スポーツ、生涯学習等の仲間

学校の同窓のつきあい

施設、店舗等の利用者仲間

子育て、介護など共通の悩みを持つ者同士のつながり

地域で課題になっていることに関心を持つ者同士の集まり

同じ興味、関心事に共感する者同士のつながり

いざというときに助け合えるつながり

その他

そのようなつながりを持つ仲間は必要ない 41.1%

0.7%

31.3%

17.2%

7.5%

8.1%

4.5%

3.7%

16.7%

16.2%

6.7%

(290）

(5）

(221）

(121）

(53）

(57）

(32）

(26）

(118）

(114）

(47）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=705

対選択全数比率(％）
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(8)(8)(8)(8)参加・加入しやすいきかっけ、ゆるやかなつながりをつくるきっかけ参加・加入しやすいきかっけ、ゆるやかなつながりをつくるきっかけ参加・加入しやすいきかっけ、ゆるやかなつながりをつくるきっかけ参加・加入しやすいきかっけ、ゆるやかなつながりをつくるきっかけ    

 
地縁型住民組織に加入しやすいきっかけについては、「知り合いから誘われる」が 33.1％と最も多く、

以下「活動内容を知る機会がある」が 25.5％、「自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入しなけ

ればならない事情がある」が 24.5％と続く。地域の中に個人的な関わり(信頼関係)があること、顔の見

える関係性があることが、地域活動への参加を促す要因の一つであることがうかがえる。(図表 68) 

地縁型住民組織に加入したことがない 745 人の意見をみても、「知り合いから誘われる」が 33.7％と

最も多いが、次に「自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入しなければならない事情がある」が

29.8％と全体と比べ多くなる。(図表 69) 

 

テーマ型住民組織に加入・参加しやすいきっかけについては、「知り合いから誘われる」が 31.3％と

最も多く、以下「活動内容を知る機会がある」が 28.4％、「自分の生活に影響が出るなど、どうしても

加入しなければならない事情がある」が 24.2％等と続き、地縁型住民組織と同様の傾向である。地縁型

組織と同様テーマ型組織に関しても、地域の中の日常的な関わり(信頼関係)があることが、活動への参

加を促す要因の一つであることがこの結果からもうかがえる。(図表 70) 

テーマ型住民組織に参加・加入したことがない 1,214 人の意見をみても、「知り合いから誘われる」

が 31.5％と最多、「自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入しなければならない事情がある」が

27.5％、「活動内容を知る機会がある」が 26.9%と続く。(図表 71) 

地縁型・テーマ型とも、人や内容を知っていること、あるいは必需要素があることが、上位に挙がっ

ていると言える。 

 

さらに、ゆるやかなつながりをつくるきっかけとしても、「知り合いから誘われる」が 37.0％と最も

多い。以下「活動内容やメンバーを知る機会がある」が 29.8％、「自分のスキルを活かせる機会がある」

が 19.9％、「定期的に必需の行事が実施される」が 17.8％等と続く。地縁型組織やテーマ型組織と同様

に、「知り合いから誘われる」が多いが、「自分のスキルを活かせる機会がある」、「定期的に必需の行事

が実施される」のような主体的に動こうとする意見も多くみられる。(図表 72) 
年代別にみると、どの年代も「知り合いから誘われる」、「活動内容やメンバーを知る機会がある」が

上位２つであることは共通しており、特に 18～29 歳では、「知り合いから誘われる」が多いのが目立つ。

それ以降の項目については、よく見ると年代による差が表れている。30～49 歳では、「子ども(親)と一

緒に関わることができる」が３位で 22.6%だが、これは全体では 14.5%(５位)であるのと比べ多いと言

える。また「自分のスキルを活かせる機会がある」は、どの年代でも３位または４位だが、わずかな差

であるとは言え年代が上がるにつれて割合が大きくなる傾向が見られる(図表 73)。つながりをつくる

きっかけに「誘う」あるいは「活動内容を知らせる」行動においても参考になるだろう。 
  

地縁型住民組織、テーマ型住民組織への参加、ゆるやかなつながりをつくるきっかけとしては、

いずれも「知り合いから誘われる」といった口コミによる取り組みが重視されている。また、活動

内容を知らせることも重要である。加入しない理由で、「知らなかった」「情報がなかった」が上位

に挙がっていたことからも、発信する、伝える、つなぐ、ことが地域活動を活発化させる上で重要

であることがうかがえる。 
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図表 68 地縁型住民組織に加入しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 
 

図表 69 地縁型住民組織に加入したことがない人が考える、加入しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 
 

図表 70 テーマ型住民組織に加入・参加しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入しな

ければならない事情がある

その他 3.7%

24.5%

20.1%

10.5%

25.5%

15.5%

14.3%

19.3%

8.3%

33.1%

(55）

(368）

(302）

(158）

(382）

(232）

(215）

(290）

(125）

(497）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）

33.7

7.5

12.8

9.8

14.2

21.9

7.5

13.6

29.8

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入し

なければならない事情がある

その他

加入したことがない (n=745)
対選択全数比率（％）

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

どうしても加入・参加しなければならない事情がある

その他 3.2%

24.2%

16.3%

17.2%

28.4%

21.1%

12.3%

11.5%

5.7%

31.3%

(48）

(363）

(244）

(258）

(426）

(317）

(185）

(173）

(86）

(469）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）

Q26.どのようなきっかけがあれば「テーマ型住民組織」に加入・参加しやすくなると思いますか。

当てはまるものを3つまで選んでください。（3つまで）

▼Ｑ２６　どのようなきっかけがあればテーマ型住

民組織加入・参加しやすくなるか (件)対選択全数比率(％）

調査数 n=1500 100.0

その他 (48) 3.2 10

どうしても加入・参加しなければならない事情がある (363) 24.2 9

参加・加入者と交流する機会がある (244) 16.3 8

体験参加の機会がある (258) 17.2 7

活動内容を知る機会がある (426) 28.4 6

自分のスキルを活かせる活動の募集がある (317) 21.1 5

催しの手伝いを呼びかけられる (185) 12.3 4

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある (173) 11.5 3

代表者から勧誘される (86) 5.7 2

知り合いから誘われる (469) 31.3 1

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

どうしても加入・参加しなければならない事情がある

その他 3.2%

24.2%

16.3%

17.2%

28.4%

21.1%

12.3%

11.5%

5.7%

31.3%

(48）

(363）

(244）

(258）

(426）

(317）

(185）

(173）

(86）

(469）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）

地域コミュニティに関するアンケート  2015/10/8　ニッセイ基礎研究所

Q17.どのようなきっかけがあれば「自治会・町内会などの地縁型住民組織」に加入しやすいと思いますか。 図表69図表69図表69図表69

当てはまるものを3つまで選んでください。（3つまで）
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  全  体 (n=1500)  全  体 (n=1500)  全  体 (n=1500)  全  体 (n=1500) 1500 33.1 8.3 19.3 14.3 15.5 25.5 10.5 20.1 24.5 3.7

▼地縁型住民組織の加入状況

現在加入している (n=583) 583 34.1 9.3 29.2 20.1 16.6 30.5 13.9 28.0 19.0 3.3

かつて加入していたが今は加入していない (n=172) 172 27.3 8.7 14.5 14.5 16.9 23.8 12.2 22.1 20.3 6.4

加入したことがない (n=745)

対選択全数比率（％）

745 33.7 7.5 12.8 9.8 14.2 21.9 7.5 13.6 29.8 3.4

▼テーマ型住民組織の参加状況 1500 33.1 8.3 19.3 14.3 15.5 25.5 10.5 20.1 24.5 3.7

現在加入・参加している (n=153) 153 29.4 11.1 28.8 23.5 27.5 32.7 17.0 30.7 14.4 1.3

かつて加入・参加していたが今はしていない (n=133) 133 27.8 9.8 17.3 21.8 16.5 33.1 8.3 22.6 18.0 3.0

加入・参加したことがない (n=1214) 1214 34.2 7.8 18.4 12.4 13.8 23.7 10.0 18.5 26.5 4.0

▼つながりをもつ仲間

ある (n=795) 795 34.7 8.6 24.7 18.7 18.0 30.4 13.1 24.3 17.7 2.9

ない (n=705) 705 31.3 8.1 13.3 9.4 12.6 19.9 7.7 15.5 32.2 4.5

▼地域への愛着

たいへん、感じている (n=229) 229 39.3 10.0 24.9 24.5 14.8 28.8 11.4 26.2 16.6 3.1

まあまあ、感じることがある (n=807) 807 34.8 9.0 22.7 15.5 18.1 29.7 11.6 22.3 20.4 3.3

あまり、感じない (n=313) 313 31.6 7.3 13.1 8.0 12.8 18.5 9.9 14.1 33.5 4.5

まったく、感じない (n=151) 151 17.9 4.0 6.0 6.0 7.9 11.9 4.6 11.9 39.7 4.6

33.7

7.5

12.8

9.8

14.2

21.9

7.5

13.6

29.8

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても…

その他

加入したことがない

(n=745)…

1
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図表 68 地縁型住民組織に加入しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 
 

図表 69 地縁型住民組織に加入したことがない人が考える、加入しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 
 

図表 70 テーマ型住民組織に加入・参加しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入しな

ければならない事情がある

その他 3.7%

24.5%

20.1%

10.5%

25.5%

15.5%

14.3%

19.3%

8.3%

33.1%

(55）

(368）

(302）

(158）

(382）

(232）

(215）

(290）

(125）

(497）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）
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7.5

12.8

9.8

14.2

21.9
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13.6

29.8

3.4
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知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入し

なければならない事情がある

その他

加入したことがない (n=745)
対選択全数比率（％）

知り合いから誘われる

代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある

催しの手伝いを呼びかけられる

自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

どうしても加入・参加しなければならない事情がある

その他 3.2%

24.2%

16.3%

17.2%

28.4%

21.1%

12.3%

11.5%

5.7%

31.3%

(48）

(363）

(244）

(258）

(426）

(317）

(185）

(173）

(86）

(469）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）
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図表 71 テーマ型住民組織に参加したことがない人が考える、加入しやすいきっかけ(３つまで回答) 

 
 

図表 72 ゆるやかなつながりをつくるきっかけ(２つまで回答) 

 
 

図表 73 年代別ゆるやかなつながりをつくるきっかけ(２つまで回答) 
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4.7

10.0

9.4

18.9

26.9

16.2

15.7
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3.5
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代表者から勧誘される

子ども（親）と一緒に参加できる機会がある
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自分のスキルを活かせる活動の募集がある

活動内容を知る機会がある

体験参加の機会がある

参加・加入者と交流する機会がある

自分の生活に影響が出るなど、どうしても加入・参

加しなければならない事情がある

その他

加入・参加したことがない

(n=1214)
対選択全数比率（％）

知り合いから誘われる

子ども（親）と一緒に関わることができる

催しを実施するとき手伝いを呼び掛けられる

自分のスキルを活かせる機会がある

活動内容やメンバーを知る機会がある

定期的に、必需の行事（防災訓練など）が実施される

その他 3.5%

17.8%

29.8%

19.9%

14.2%

14.5%

37.0%

(52）
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(213）

(217）

(555）
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対選択全数比率(％）
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31.4
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12.8
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20.1

19.9

16.6
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23.4

29.8
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31.8

39.4

17.8

13.6

14.1

20.7

25.5

3.5

3.0

4.2

4.1

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

知り合いから誘われる

子ども（親）と一緒に関わることができる

催しを実施するとき手伝いを呼び掛けられる

自分のスキルを活かせる機会がある

活動内容やメンバーを知る機会がある

定期的に、必需の行事（防災訓練など）が実

施される

その他

Q32.どのようなきっかけがあれば、そのようなつながりを作りやすいと思いますか。

当てはまるものを2つまで選んでください。（2つまで）

▼Ｑ３２　どのようなきっかけがあればつながりが

作りやすいか (件)対選択全数比率(％）

調査数 n=1500 100.0

その他 (52) 3.5 7

定期的に、必需の行事（防災訓練など）が実施される (267) 17.8 6

活動内容やメンバーを知る機会がある (447) 29.8 5

自分のスキルを活かせる機会がある (298) 19.9 4

催しを実施するとき手伝いを呼び掛けられる (213) 14.2 3

子ども（親）と一緒に関わることができる (217) 14.5 2

知り合いから誘われる (555) 37.0 1

知り合いから誘われる

子ども（親）と一緒に関わることができる

催しを実施するとき手伝いを呼び掛けられる

自分のスキルを活かせる機会がある

活動内容やメンバーを知る機会がある

定期的に、必需の行事（防災訓練など）が実施される

その他 3.5%

17.8%

29.8%

19.9%

14.2%

14.5%

37.0%

(52）

(267）

(447）

(298）

(213）

(217）

(555）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）
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(9)(9)(9)(9)地域コミュニティの課題解決と今後の方向性地域コミュニティの課題解決と今後の方向性地域コミュニティの課題解決と今後の方向性地域コミュニティの課題解決と今後の方向性    

 

①①①① 地地地地域域域域の課題の課題の課題の課題 

住んでいる地域の課題について、「課題は特にない」は 26.3％である。言い換えれば 73.7％が何らか

の課題を感じているということがみてとれる。その内容は「高齢者支援」が 33.7％と最も多く、以下「防

犯、治安維持、交通安全」が 25.7％、「防災、災害対策」が 24.1％と続く。(図表 74) 

年代別にみると、18～29 歳は「課題は特にない」が多く、年代が上がるにつれ減少する。30～49 歳

は、「子育て支援や助け合い」が他の年代よりも多い。また 65 歳以上は、「高齢者支援」、「防災・災害

対策」、「防犯、治安維持、交通安全」が他の年代よりも多くなっていることから、65 歳以上がこの回答

を大きく左右している。(図表 75) 

家族構成別にみると、「親と子（長子が中学生以下）」は「子育て支援や助け合い」などの次世代育成

に関する項目が多くなっている (図表 76)。 

 

図表 74 住んでいる地域の課題(３つまで回答) 

 

高齢者支援（見守り、孤立防止、生活支援、交流、生きがい作り、介護家

族の支援等）

子育て支援や助け合い（相談、親同士の交流、孤立防止、育児サポート

等）

障害者支援（地域での交流、生活支援等）

子どもたちや青少年の健全育成（遊び場の確保、いじめ防止、不登校、

多世代交流等）

外国人支援、国際交流

防災、災害対策

防犯、治安維持、交通安全

街の美化、環境維持（ごみの不法投棄、不法駐輪等）

ごみの減量化

自然環境の保全、育成

公園など公共空間の管理運営

伝統文化の維持・継承

働く場の創出

まちづくりへの住民参加

その他

課題は特にない
26.3%

2.1%

7.8%

4.5%

2.5%

5.9%

5.2%

9.4%

12.5%

25.7%

24.1%

3.2%

9.1%

5.5%

15.9%

33.7%

(394）

(31）

(117）

(67）

(38）

(89）

(78）

(141）

(187）

(385）

(361）

(48）

(137）

(82）

(238）

(505）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）

地域の課題としては何らかの問題意識を持っている人は全体の７割強である。内容としては「高

齢者支援」や「防犯」「防災」等の「生活の安全確保」に関することが高くあがっている。また、こ

うした課題に対して地域は気がついてはいるが、解決に向けての行動を踏み出そうとする段階には

至っていないと感じる人が多い。しかし課題解決に向けては、住民同士で日頃から交流したり話題

にするなどして常に意識していこうとする様子がうかがえる。 

地域に対して約７割の人が愛着を感じている。愛着を感じている人ほどテーマ型組織への加入・

参加が多く、ゆるやかなつながりを持つ割合も多い。 
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図表 75 年代別・住んでいる地域の課題(３つまで回答) 

 
 
 

図表 76 家族構成別・住んでいる地域の課題(３つまで回答) 
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21.8
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8.0

7.5

21.1

28.2

40.5

14.7

25.1

27.1

35.4

37.7

28.9

24.3

12.4
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１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)
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６５歳以上 (n=274)

高齢者支援（見守り、孤立防止、生活支援、交流、生きがい作り、介護家族の支援等）

子育て支援や助け合い（相談、親同士の交流、孤立防止、育児サポート等）

防災、災害対策

防犯、治安維持、交通安全

課題は特にない

23.5

43.9

21.1

38.2

60.0

28.4

9.7

9.6

38.2

12.7

34.3

11.3
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32.3

14.6
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25.7

28.4

16.3

30.3

22.8

29.0

11.4

31.2

36.3

21.7

24.0

24.9

14.3

29.1
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一人のみ (n=289)

夫婦のみ (n=396)

親と子（長子が中学生以下） (n=246)
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祖父母と親と子 (n=35)

その他 (n=141)

高齢者支援（見守り、孤立防止、生活支援、交流、生きがい作り、介護家族の支援等）

子育て支援や助け合い（相談、親同士の交流、孤立防止、育児サポート等）

防災、災害対策

防犯、治安維持、交通安全

課題は特にない
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交流、生きがい作り、介護家族の支援等）

子育て支援や助け合い（相談、親同士の交流、

孤立防止、育児サポート等）

防災、災害対策

防犯、治安維持、交通安全

課題は特にない

23.5
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21.1
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60.0

28.4

9.7

9.6

38.2

12.7

34.3

11.3

18.0

32.3

14.6

24.4
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29.0
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②②②②地域の課題解決に向けての地域の取り組み地域の課題解決に向けての地域の取り組み地域の課題解決に向けての地域の取り組み地域の課題解決に向けての地域の取り組み 

地域には何らかの課題があると回答した 1,106 人に、課題解決に向けての地域の取り組みの段階を聞

いた。「自分と同じように、課題に気が付いている人がいると思われる」が 46.1％と最も多く、以下「地

域の課題として、多くの人に共有されている」が 15.6％、「課題に気が付いた人同士で話題にすること

がある」が 12.7％と続いている。課題には気が付いているが、解決しようと踏み出そうという段階には

至っていない様子がうかがえる。(図表 77) 
年代別、家族構成別では大きな違いは見られない。 

 
図表 77 地域の課題解決に向けての取り組み（単一回答） 

 
 

  

(77) (510) (141) (172) (95) (62)
(23)

(26)n=1106

課題に気が付いている人は自分以外にいない

自分と同じように、課題に気が付いている人がいると思われる

課題に気が付いた人同士で話題にすることがある

地域の課題として、多くの人に共有されている

地域コミュニティの中で、課題解決に向けた話し合いが行われている

地域コミュニティの中から、課題解決に向けた活動が始まっている

地域コミュニティの中で始まった活動が、効果を発揮し始めている

地域コミュニティの中で始まった活動によって、課題が解決しつつある

7.0% 46.1% 12.7% 15.6% 8.6% 5.6%
2.1%

2.4%
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③③③③地域コミュニティが活性化するために重要なこと地域コミュニティが活性化するために重要なこと地域コミュニティが活性化するために重要なこと地域コミュニティが活性化するために重要なこと 

地域コミュニティが活性化するために、今後の方向性について重要なことを聞いてみると、「住民同

士の日頃のふれあいがある」が 32.7％、「住民同士が要望や関心事に応じてつながりを作る」が 21.7％、

「住民同士が地域課題を共有し、その解決のための活動をする」が 20.7％など、地域コミュニティ活性

化に「住民同士」の力を重視する意見が多くなっている。(図表 78) 

テーマ型住民組織の加入状況別にみると、参加・加入したことがない人も、「住民同士の日頃のふれ

あいがある」が 32.3％となっている。(図表 79) 

 
図表 78 地域コミュニティが活性化するために重要なこと(３つまで回答) 

 
 

図表 79 テーマ型住民組織に参加したことがない人が考える地域コミュニティが活性化するために重要なこと

(３つまで回答) 

 

住民同士の日頃のふれあいがある

住民同士が、要望や関心事に応じてつながりを作る

住民同士が地域課題を共有し、その解決のための活動をする

地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組む

テーマ型住民組織が活発に活動する

住民組織同士の協力関係が築かれる

民間企業が、地域コミュニティ活性化に資する活動や事業を行う

行政が、住民に任せるのではなく、地域コミュニティ活性化のための施策

をさらに充実させる

その他

該当するものはない 29.2%

0.7%

14.7%

7.4%

18.5%

9.1%

9.3%

20.7%

21.7%

32.7%

(438）

(10）

(220）

(111）

(278）

(136）

(140）

(310）

(326）

(491）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）
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20.5

18.0

7.3

7.1

16.3

6.9

13.7

0.7

34.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

住民同士の日頃のふれあいがある

住民同士が、要望や関心事に応じてつながりを作る

住民同士が地域課題を共有し、その解決のための活動をする

地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組む

テーマ型住民組織が活発に活動する

住民組織同士の協力関係が築かれる

民間企業が、地域コミュニティ活性化に資する活動や事業を行う

行政が、住民に任せるのではなく、地域コミュニティ活性化のための施

策をさらに充実させる

その他

該当するものはない

加入・参加したことがない (n=1214)
対選択全数比率（％）
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住民同士が、要望や関心事に応じてつながりを作る 

住民同士が地域課題を共有し、その解決のための活動をする 

地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組む 

テーマ型住民組織が活発に活動する 

住民組織同士の協力関係が築かれる 

民間企業が、地域コミュニティ活性化に資する活動や事業を行う 

行政が、住民に任せるのではなく、地域コミュニティ活性化のた

めの施策をさらに充実させる 

その他 
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加入・参加したことがない (n=1214) 
対選択全数比率（％） 
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④④④④地域コミュニティ活性化に向け地域コミュニティ活性化に向け地域コミュニティ活性化に向け地域コミュニティ活性化に向けたたたた自治体への期待自治体への期待自治体への期待自治体への期待 

地域コミュニティを活発にするために、自治体の役割としての期待することは、「地域住民が日頃か

ら集い、交流できる場所の提供」が 24.9％と最も多く、「多様な住民が参加しやすくつながりやすい仕

組みの活用促進」が続く。一方「特に期待することはない」は 26.7％である。(図表 80) 

 

図表 80 地域コミュニティ活性化に向け自治体への期待（３つまで回答） 

 
 

 

  

地域住民が日頃から集い、交流できる場所の提供

多様な住民が参加しやすくつながりやすい仕組み（子どもから大人まで参

加できるアート作品作り、継続的なイベントなど）の活用促進

住民同士の地域課題共有の促進（情報発信や共有の機会づくり等）

地域の担い手となる次世代の育成支援（若年世代の参加を促進する行

事等）

地縁型住民組織、テーマ型住民組織のネットワーク化

地域課題に応じて活動しやすい住民組織の設立支援

多様な住民の参加を得られる、住民と行政との協働事業の実施

住民・団体が行政に施策を提案しやすい仕組みの整備

地域コミュニティの活性化に関する相談機能の充実

住民からの相談等に的確に対応できるような部署間の連携

その他

わからない

特に期待することはない 26.7%

8.9%

0.9%

11.2%

8.1%

10.3%

11.9%

8.7%

10.0%

13.9%

14.0%

17.0%

24.9%

(400）

(134）

(13）

(168）

(122）

(154）

(178）

(131）

(150）

(209）

(210）

(255）

(374）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
n=1500

対選択全数比率(％）
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⑤⑤⑤⑤地域への愛着地域への愛着地域への愛着地域への愛着 

地域に愛着を「たいへん、感じている」は 15.3％で「まったく感じない」の 10.1％を超えている。

また「まあまあ、感じることがある」が 53.8％で、合わせて約 7割が地域への愛着を持っていることが

うかがえる。(図表 81) 

年代が上がると愛着も強まる傾向があり、特に 65 歳以上は「たいへん、感じている」が他の年代よ

りも多くなっている。(図表 82) 

また、地縁型住民組織、テーマ型住民組織に加入・参加している人ほど、またゆるやかなつながりを

持っている人に「(地域に愛着を)たいへん、感じている」が多いことから、住民同士の交流が地域への

愛着につながることうかがえる。(図表 83、84、85) 

 

 

図表 81 地域への愛着（単一回答） 

 

 

 

図表 82 年代別地域への愛着（単一回答） 

 

 

 
  

(229) (807) (313) (151)n=1500

たいへん、感じている まあまあ、感じることがある

あまり、感じない まったく、感じない

15.3% 53.8% 20.9% 10.1%

15.3

15.5

11.8

12.4

26.3

53.8

44.9

53.5

60.5

53.6

20.9

23.0

22.6

19.4

17.2

10.1

16.6

12.0

7.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 (n=1500)

１８～２９歳 (n=265)

３０～４９歳 (n=574)

５０～６４歳 (n=387)

６５歳以上 (n=274)

たいへん、感じている まあまあ、感じることがある

あまり、感じない まったく、感じない

(229) (807) (313) (151)n=1500

たいへん、感じている まあまあ、感じることがある

あまり、感じない まったく、感じない

15.3% 53.8% 20.9% 10.1%
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図表 83 地縁型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 84 テーマ型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 85 ゆるやかなつながりをもつ仲間の有無別地域への愛着（単一回答） 
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たいへん、感じている まあまあ、感じることがある
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図表 83 地縁型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 84 テーマ型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 85 ゆるやかなつながりをもつ仲間の有無別地域への愛着（単一回答） 
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図表 83 地縁型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 84 テーマ型住民組織への加入状況別地域への愛着（単一回答） 

 

 
 

図表 85 ゆるやかなつながりをもつ仲間の有無別地域への愛着（単一回答） 
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３．３．３．３．住民アンケート調査結果住民アンケート調査結果住民アンケート調査結果住民アンケート調査結果まとめまとめまとめまとめ 
 

住民アンケートの結果から得られた地域の実情や課題、地域コミュニティ活性化に向けた今後の支援

の方向性等についてまとめる。 

(1)(1)(1)(1)把握できた地域コミュティの実情把握できた地域コミュティの実情把握できた地域コミュティの実情把握できた地域コミュティの実情    

①①①①“つながり”は大切にしたい“つながり”は大切にしたい“つながり”は大切にしたい“つながり”は大切にしたい 

地域住民との関係（付き合い方や思い）は「会えば挨拶を交わす」という付き合い方が多く(62％)、
その背景には「いざと言う時には助け合いたい」（32％）、「地域の方とは良好な関係でいたい」(40％)
など、「具体的な活動はしなくても、“つながり”は大切にしたい」という意識があるものと思われる。 

 

②②②②半数以上半数以上半数以上半数以上の住民が何らかの「ゆるやかなつながり」を持っているの住民が何らかの「ゆるやかなつながり」を持っているの住民が何らかの「ゆるやかなつながり」を持っているの住民が何らかの「ゆるやかなつながり」を持っている 

今回の調査では、地域コミュニティの形として、「地縁型(自治会・町内会等)」、「テーマ型(NPO、ボ

ランティア、任意団体等)」、「ゆるやかなつながり(組織化されていない地域住民同士の関わり)」に分け

て、参加・加入状況を聞いた。半数以上の住民が「ゆるやかなつながり」を持っており、「地縁型」へ

の参加・加入よりも多かった。（図表 86） 
 

③③③③日常的な関わりが密日常的な関わりが密日常的な関わりが密日常的な関わりが密な人ほど、地域とのつながりも強いな人ほど、地域とのつながりも強いな人ほど、地域とのつながりも強いな人ほど、地域とのつながりも強い 

「地縁型」、「テーマ型」、「ゆるやかなつながり」いずれも、地域住民との付き合い方が密な人ほど加

入・参加したり、つながりがあったりしている。（図表 87） 
 

図表 86 地域コミュニティへの関わり（単一回答） 

 
 

図表 87 近所付き合いと地域コミュニティへの関わり（単一回答） 
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10.2
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地縁型へ加入している（n=1500）

テーマ型へ参加している

（n=1500）

ゆるやかなつながりを持っている

（n=1500）

地縁型、テーマ型に参加・加入している、ゆるやかなつながりを持っている割合

10.8

36.2

60.2

56.7

2.9

7.1

13.6

27.8

25.0 

48.6 

74.5 

88.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

会ってもあまり挨拶をしない（無関心）(n=194)

会えば挨拶を交わす（深入りしない）(n=922)

時々立ち話をする（やや親密）(n=294)

家を訪ねたり頻繁に交流をする(かなり親密）(n=90)

地縁型に加入してい

る

テーマ型に加入して

いる

ゆるやかなつながり

を持っている
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④④④④「ゆるやかなつながり」を持っている人ほど、顔見知り「ゆるやかなつながり」を持っている人ほど、顔見知り「ゆるやかなつながり」を持っている人ほど、顔見知り「ゆるやかなつながり」を持っている人ほど、顔見知りがががが増える機会が多い増える機会が多い増える機会が多い増える機会が多い    

つながりがあってよかったことを聞いたところ、いずれも「顔見知りや仲間が増えた」が最も高くなっ

ているが、中でも「ゆるやかなつながり」の仲間づくり効果が高い。（図表 88） 

 

図表 88 つながりがあることでよかったことの比較（複数回答） 

 
 
 

⑤⑤⑤⑤「ゆるやかなつながり」「ゆるやかなつながり」「ゆるやかなつながり」「ゆるやかなつながり」がない人でもがない人でもがない人でもがない人でも、、、、いざという時に助け合う関係を求める人は多いいざという時に助け合う関係を求める人は多いいざという時に助け合う関係を求める人は多いいざという時に助け合う関係を求める人は多い 

つながりがない人の約 35％が、「いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい」としている。（図

表 89） 
 

図表 89 つながりの有無別、希望する近所の方々との付き合い方（単一回答） 

  
 

(2)(2)(2)(2)地域コミュティの課題地域コミュティの課題地域コミュティの課題地域コミュティの課題    

①①①①担い手がいない、育たない担い手がいない、育たない担い手がいない、育たない担い手がいない、育たない 

運営上の課題をみると、「地縁型」、「テーマ型」のような組織化された団体では、「担い手の育成」が
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31.9

29.3

34.9

39.7

50.7

27.2

6.1

8.9

2.8

1.8

2.9

0.6
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つながりがある
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あまり関わりたくない

いざという時だけでも、助け合う関係を築きたい

地域の方々と良好な関係でいたい

共通の関心事を持つ知り合いがいると安心

一緒に、地域の課題解決に取り組みたい
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大きな課題として挙げられている。一方、「ゆるやかなつながり」は「仲間が広がらない」という課題

はあげられているが、３割以上が「課題はない」としている。（図表 90） 
 

図表 90 運営上の課題（地縁型は単一回答、テーマ型、ゆるやかなつながりは３つまで回答） 

 
＊（ ）は「ゆるやかなつながり」の課題。「担い手の固定化・高齢化」は地縁型、テーマ型のみの選択肢。「活動場所を確保しにくい」

は「ゆるやかなつながり」のみの選択肢。 

 

(3)(3)(3)(3)地域活性化に向けた今後の支援の方向性地域活性化に向けた今後の支援の方向性地域活性化に向けた今後の支援の方向性地域活性化に向けた今後の支援の方向性    

①①①①つながりをつくつながりをつくつながりをつくつながりをつくるるるるために、「口コミ」、「情報発信」、「出番をつくる」ために、「口コミ」、「情報発信」、「出番をつくる」ために、「口コミ」、「情報発信」、「出番をつくる」ために、「口コミ」、「情報発信」、「出番をつくる」 

「地縁型」、「テーマ型」、「ゆるやかなつながり」、いずれも地域とのつながりをつくるきっかけとし

ては「知り合いから誘われる」、「活動内容を知る機会がある」をトップに挙げている。声をかけ、情報

を提供し合える関係があることが重視されている。また「テーマ型」、「ゆるやかなつながり」では「ス

キルを活かせる活動の募集がある」が「地縁型」より多い。課題では担い手不足が挙がっていたが「出

番をつくる」こともこの課題の解決の一つになると思われる。（図表 91） 
 

図表 91 参加・加入を促進するきっかけ（３つまで回答） 

  
＊「参加・加入者と交流できる機会がある」は地縁型、テーマ型のみの選択肢。 
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64 

②②②②日常的なつながりを基盤に、住民同士で解決する機会をつくることに前向き日常的なつながりを基盤に、住民同士で解決する機会をつくることに前向き日常的なつながりを基盤に、住民同士で解決する機会をつくることに前向き日常的なつながりを基盤に、住民同士で解決する機会をつくることに前向き    

地域コミュニティが活性化するために、今後どのような状況になっていくべきか、という問には、「住

民同士の日頃のふれあいがある」が最も多い回答になった。ゆるやかなつながりや近所付き合いが行わ

れているので、日常的なつながりが重視されたものと思われる。 
次に多い意見をみると、「住民同士が要望や関心事に応じてつながりをつくる」、「住民同士が地域課

題を共有し、その解決のための活動をする」、「住民組織同士の協力関係が築かれる」など、住民同士で

課題を解決するといった、一歩踏み込んだ意見も挙がっており（図表 92）、「テーマ型組織」や「地縁型

組織」、「民間企業」、「行政」に期待する意見よりも多くなっている。 
組織化はされていないが、様々な思いを持った「ゆるやかなつながり」に対して、行政としてどのよ

うな支援や関わり方を検討するか、今後の検討課題でもある。 
 

図表 92 地域コミュニティが活性化するための今後の地域の状況（３つまで回答） 

  

 
  

7.4 

9.1 

9.3 

14.7 

18.5 

20.7 

21.7 

32.7 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

民間企業が、地域コミュニティ活性化に資する活動

や事業を行う

テーマ型住民組織が活発に活動する

地縁型住民組織が、地域の課題に自ら取り組む

行政が、住民に任せるのではなく、地域コミュニティ

活性化のための施策をさらに充実させる

住民組織同士の協力関係が築かれる

住民同士が地域課題を共有し、その解決のための

活動をする

住民同士が、要望や関心事に応じてつながりを作る

住民同士の日頃のふれあいがある

n=1500
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②②②② 行政への期待は、交流できる場の提供行政への期待は、交流できる場の提供行政への期待は、交流できる場の提供行政への期待は、交流できる場の提供 

行政の役割として地域住民が期待していることは、「特にない」が 26.7％と多いが、「地域住民が日頃

から集い、交流できる場所の提供」も 24.9％とほぼ同率で期待している。ただし、自治体アンケートで

は、「地域の担い手となる次世代の育成支援」、「多様な住民が参加しやすくつながりやすい仕組みの活

用促進」に重点を置く意見が多い。（図表 93） 
まずは、住民同士が語り合えるような場の設定が今後はより求められてくると思われる。 
 

図表 93 地域コミュニティ活性化にむけた方策(住民アンケートと自治体アンケートの比較)（３つまで回答） 

 
＊「特に期待することはない」は住民アンケートのみの選択肢。 
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多様な住民の参加を得られる、住民と行政との協働事業の

実施

住民からの相談等に的確に対応できるような部署間の連

携

地縁型住民組織、テーマ型住民組織のネットワーク化

住民・団体が行政に施策を提案しやすい仕組みの整備

地域課題に応じて活動しやすい住民組織の設立支援
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自治体・住民の両アンケートの結果から確認できた多摩・島しょ地域のコミュニティの現状と課題を、

仮説に挙げた各項目に照らすと以下のようにまとめることができる。 

(1)(1)(1)(1)多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

地域住民が、住民同士のつながりを作る上で最も重視していることは、「知り合いから誘われること」

（全体の４割弱）である（図表 94）。また、地域住民は「（地域活動）に参加しやすくつながりやすい仕

組みの活用」について行政への期待がある（全体の２割弱）。自治体としても４割が、「（地域活動に）

参加しやすくする仕掛けや仕組みの導入」を重視している。 
住民を地域コミュニティ活動につなげるきっかけづくりとして、その地域の特性に合った「道具」を

見つけ、活用していくことが、期待されていると言える。 
 

図表 94 住民アンケート ゆるやかなつながりをつくるきっかけ(２つまで回答) 

 

(2)(2)(2)(2)地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

地域住民は、地域コミュニティ活性化にとって「住民同士の日頃のふれあい」を最も重視しており（全

体の３割強）、「住民同士が交流できる場」について行政への期待も大きい（全体の１/４）。日常的にふ

れあい共に語り合うことができ、顔の見える関係が維持できるような「居場所」が重視されていると言

える。同様に、約１/４の自治体が「居場所づくり」を重視しており、そうした場の設置、提供に前向き

知り合いから誘われる

子ども（親）と一緒に関わることができる

催しを実施するとき手伝いを呼び掛けられる

自分のスキルを活かせる機会がある

活動内容やメンバーを知る機会がある

定期的に、必需の行事（防災訓練など）が実施される

その他 3.5%

17.8%

29.8%

19.9%
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37.0%
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(298）

(213）

(217）

(555）

0% 10% 20% 30% 40%
n=1500

対選択全数比率(％）

第第第第 3333 節節節節    多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの多摩・島しょ地域のコミュニティの

現状と課題のまとめ現状と課題のまとめ現状と課題のまとめ現状と課題のまとめ    
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である。 
地域の特性やニーズに合った「居場所づくり」を具体的に進め、継続した運営ができる仕組みを検討

していくことは、さらに求められていると言える。 

(3)(3)(3)(3)地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

現状では、住民同士の地域課題の共有について、地域住民も行政もさほど重視しているわけではない

（住民、自治体共全体の１割強）。しかし、３割以上の地域住民は、「いざという時に助け合えるつなが

り」を求めており、６割以上が日常的にも「会えば挨拶を交わす」といった住民同士の付き合い方をし

ている。また、全体の３/４以上が「自分と同じように地域の課題に気付いている人がいる」と認識して

いることから、日常的なつながりの延長で、何らかのきっかけがあれば、地域課題を共有化することは

期待できそうである。 
一方、「地域内でゆるやかなつながりを持つ仲間はいない」と回答したのは全体の 47％(705 人)と、

かかわりを持たない住民が一定の割合を占めており、その理由の４割は「関心がない」である。自治体

も、地域コミュニティの意義に対する認識が薄いことを地域の課題として挙げている。 
しかし、「地域内でゆるやかなつながりを持つ仲間はいない」と回答した関わりの薄い層も約３割が

「いざという時に助けあえるつながりがほしい」と回答しており、住民同士のつながりを求めている様

子がうかがえる（図表 95）。地域住民も自治体も、防災、防犯、高齢化（高齢者支援）を３大地域課題

と捉えており、これらの課題の顕在化・共有化は地域のつながりの形成に有効と考えられる。 
したがって、こうした地域の課題の顕在化、共有化のきっかけづくりをどのように行っていくのか、

つながり意識の希薄な住民層にどうやって働きかけていくのかが課題になる。 
 

図表 95 住民アンケート ゆるやかなつながりを持つ仲間がいない層が求める、地域の中に欲しいつながり 
(複数回答) 

 
     

ご近所同士家族ぐるみのつきあい

同じ地域内の、気の合う者同士のつながり

趣味、スポーツ、生涯学習等の仲間

学校の同窓のつきあい

施設、店舗等の利用者仲間

子育て、介護など共通の悩みを持つ者同士のつながり

地域で課題になっていることに関心を持つ者同士の集まり

同じ興味、関心事に共感する者同士のつながり

いざというときに助け合えるつながり

その他

そのようなつながりを持つ仲間は必要ない 41.1%

0.7%

31.3%

17.2%

7.5%

8.1%

4.5%

3.7%

16.7%

16.2%

6.7%

(290）

(5）

(221）

(121）

(53）

(57）

(32）

(26）

(118）

(114）

(47）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
n=705

対選択全数比率(％）
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(4)(4)(4)(4)住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

地域コミュニティの活性化に重要と考えることとして、住民の回答の上位には、日頃のふれあい（約

３割）に続き、「住民同士が」を主語とするものが並ぶ（図表 96）。また半数を超える自治体が、「地域

課題を解決するために、住民自ら行動する機運が高まる」ことを期待している。住民自身の力で活動す

ることの重要性が認識されていると言ってよいだろう。 
 

図表 96 住民アンケート 地域コミュニティが活性化するための今後の地域の状況 
（３つまで回答・図表 92 から、「該当するものがない」を除く９選択肢のうちの上位３件を抜粋） 

 

((((5555))))各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

住民同士の何らかのつながりを持つ住民は半数を超え、住民組織への参加よりも多い。これは、「ゆ

るやかなつながり」であれば地域内の人間関係にも入りやすく、活動へも気軽に参加しやすいというこ

とであろう。地域の人との付き合いに関心が低い２割の層や、住民組織や活動への加入・参加が高齢層

に比べ少ない年齢層でも、「ゆるやかなつながり」を持っていることからも、それがわかる。一方、テー

マ型住民組織の課題には「活動の幅、参加者等の広がり不足」が、住民からも（３割強）自治体からも

（５割強）共に挙げられている。 
組織化された活動だけでなく、日常の延長にあるような住民同士のゆるやかなつながりも含めて、地

域の課題や活動状況に応じて、それに適した組織や活動の形態を選択していくことは、参加者を広げて

いくうえで有効であると考えられる。 

(6)(6)(6)(6)住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

住民同士のつながりを作る上で「自分のスキルを活かす機会」が重要とする回答（約２割）や、テー

マ型住民組織への参加で「地域の役に立っているという実感ができた」という回答（３割強）は少なく

ない。 
住民それぞれが持つ得意な分野を活かし活動の中での役割を果たせる出番を作り、役立っているとい

う実感を得られるような工夫を具体的に実施することが有効である。 

((((7777))))地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

住民組織に関しての課題は、住民アンケートでは地縁型・テーマ型の両組織とも、「担い手の固定化、

高齢化」が一番に挙げられている（約５割）。自治体アンケートでもほぼ同様（４割以上）であり、そ

のため４割強の自治体が行政の関わり方として担い手育成を重視している。 
テーマ型住民組織に参加・加入した地域住民は、参加・加入の理由として、３割強が「仕事や家庭以

外に取り組むことがほしい」を挙げており、様々な人との出会い、交流を求めている地域住民も多いこ

とがうかがえる。このような意思や意欲を潜在的に持っている地域住民を掘り起こし、地域活動の担い

手として活躍できるよう育成していくための取り組みは有意義であろう。 

20.7 

21.7 

32.7 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

住民同士が地域課題を共有し、その解決のための活

動をする

住民同士が、要望や関心事に応じてつながりを作る

住民同士の日頃のふれあいがある

n=1500

14 地域課題に応じて、テーマ型住⺠組織が⽣まれ、そこに参加する住⺠が増えていくようになる
15 テーマ型住⺠組織同⼠が連携して、地域課題の解決に取り組むようになる

16 地縁型住⺠組織とテーマ型住⺠組織の連携が⽣まれ、共に地域課題の解決に取り組むようになる

43.6 

20.5 

46.2 

0% 20% 40% 60%

n＝39

(17)

(8)

(18)
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地域の中で関わりが薄い層は、今後も地域の中で「つながりを持つ仲間は必要ない」と回答する者が

多いものの、「いざというときに助け合える」、「同じ趣味、関心事に共感する」、「同じ地域で気の合う」

ようなつながりを求める層は少なくない。こうした意向をもっている地域住民の掘り起しも担い手育成

には必要である。 
５割の自治体は、現役世代の地域活動への参加は、地域コミュニティの活性化にとって重要な要素だ

としている(図表 97)。30～49 歳を現役世代（会社員層）としてみた時、地縁型組織、テーマ型組織、ゆ

るやかなつながり、いずれにおいても参加しやすくするきっかけには「子どもと一緒に参加できる機会

がある」が他の世代より多くなっている。ライフサイクルに合ったテーマ（課題）を掲げることで、現

役世代が地域活動に参加し、将来的に担い手として活躍することも期待できる。 
仕事や家庭以外のつながりを求める地域住民、あるいはそうした現役世代が、地域との関係性を何ら

かの形でつくり、地域の担い手として住民同士共に育ちあっていけるような取り組みが重要になると言

える。 
 

図表 97 自治体アンケート 地域コミュニティが活性化するためには今後どのような状態になっていくべきか 
（住民同士のゆるやかなつながりに関して）       （３つまで回答・図表 20 から抜粋） 

 
 

(8)(8)(8)(8)様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

２割弱の地域住民は、地域コミュニティが活発化するために、住民組織同士の協力関係を築くことが

重要だと考えている。３割強の自治体は、団体間のネットワークづくりを重視しており、また地縁型組

織とテーマ型組織の連携も重視している(図表 98)。 
 

図表 98 自治体アンケート 地域コミュニティが活性化するために今後どのような状況になっていくべきか 
（テーマ型住民組織に関して）        （２つまで回答・図表 22 から抜粋） 

 
 

(9)(9)(9)(9)行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

住民と行政との協働事業の実施を重視する回答は、地域住民、自治体それぞれ１割程と低い。しかし、

民間企業が課題解決に資する活動を積極的に進めることを挙げる自治体は３割あり、企業の得意分野を

活かして地域住民や行政と連携していくことに期待があるように読み取れる。それは独自の人的資源を

持つ大学も同じであろう。 
テーマ型住民活動が、企業、大学と協力関係を築き、連携していく方策が必要になる。 

1 ⽇頃からあいさつを交わしたり、声を掛け合ったりといった、住⺠同⼠のふれあいが⽣まれる近隣関係が築かれる

2 現役世代が、地域の活動に積極的に参加するようになる

3 古くからの住⺠と、新しい住⺠との交流が⽣まれる

51.3 

51.3 

25.6 

0% 20% 40% 60%

n＝39

(20)

(10)

(20)

14 地域課題に応じて、テーマ型住⺠組織が⽣まれ、そこに参加する住⺠が増えていくようになる

15 テーマ型住⺠組織同⼠が連携して、地域課題の解決に取り組むようになる

16 地縁型住⺠組織とテーマ型住⺠組織の連携が⽣まれ、共に地域課題の解決に取り組むようになる

43.6 

20.5 

46.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n＝39

(17)

(8)

(18)

14 地域課題に応じて、テーマ型住⺠組織が⽣まれ、そこに参加する住⺠が増えていくようになる
15 テーマ型住⺠組織同⼠が連携して、地域課題の解決に取り組むようになる

16 地縁型住⺠組織とテーマ型住⺠組織の連携が⽣まれ、共に地域課題の解決に取り組むようになる

43.6 

20.5 

46.2 

0% 20% 40% 60%

n＝39

(17)

(8)

(18)
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(10)(10)(10)(10)行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

住民アンケートからは、地縁型住民組織、テーマ型住民組織に加入していない理由として「情報が入

らない」ことが一つの大きな要因（全体の約４割）であることが把握できた。若年層ほどその傾向が強

い。 
また地縁型住民組織、テーマ型住民組織に参加しやすいきっかけに、「活動内容を知る機会」や「参

加・加入者と交流する機会」を挙げる声も少なくない。地域特性に合った仲間づくり、参加者の呼びか

け、地域ニーズや様々な活動団体の活動状況の把握と情報を行政が一元的に収集し広く住民に提供する

ことで、住民活動の広がりに資することができる。 
また自治体アンケートによれば、「活動に関する情報提供」は地縁型住民組織を中心に住民組織を対

象とした支援としては４～５割の自治体が行っている。 
 

(11)(11)(11)(11)行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

住民からの相談に的確に対応できる体制を期待する声は多くはないが一定程度みられる。一方行政の

側の相談機能充実を重視すべきとした回答は 7.7％(３自治体)であった。 
 
以上の要点を表にまとめると図表 99 のようになる。 

図表 99 アンケート結果のまとめ 

 

秘訣 アンケート分析による現状と課題 

１ 多様な住民

を巻き込む

「道具」や

「仕掛け」

の活用 

・住民は、つながりを作る上で知り合いから誘われることを最も重視 

・住民の「参加しやすくつながりやすい仕組みの活用」についての行政への期待は大

きい 

・自治体もそのような仕掛けや仕組みの導入を重視 

 

２ 地域住民が

日常的に集

える「居場

所」づくり

やその運営 

・住民は「住民同士の日頃のふれあい」を重視 

・住民の、「住民同士が交流できる場」についての行政への期待は大きい 

・自治体も「居場所づくり」を重視 

３ 地域課題の

顕在化・共

有化 

・住民は、「いざという時に助け合える」つながりを求めている 

・住民は「自分と同じように地域の課題に気付いている人がいる」と認識 

・人とのつながり、かかわりを持たない住民も一定の割合を占めるが、その層も、い

ざという時に助け合える仲間がほしい 

・住民も自治体も、高齢者見守り、防災、防犯を３大地域課題と捉えている 

４ 住民の自立

性 

・住民は、住民自らが地域コミュニティ活性化の主体となることを重視 

・自治体も、地域課題解決に住民自らの行動を期待 

５ 各活動に適

した組織形

態の選択 

・ゆるやかなつながりを持つ住民の割合は、地縁型住民組織・テーマ型住民組織への

加入・参加率より高い 

・テーマ型住民組織は「活動の幅、参加者等の広がり不足」が課題(住民・自治体共通) 
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秘訣 アンケート分析による現状と課題 

６ 住民の役割

分担 

・住民同士でのつながりを作る上で、「自分のスキルを活かせること」は重要 

・テーマ型住民組織の活動により「地域の役に立っている実感ができた」という声が

少なくない 

７ 地域の担い

手の育成・

発掘 

・住民組織の課題は「担い手の固定化、高齢化」(住民・自治体共通) 

・テーマ型住民組織には「仕事や家庭以外に取り組むことがほしい」ので加入した住

民も多い 

・地域へのかかわりが薄い層も、「いざというときに助け合える」、「同じ趣味、関

心事」、「同じ地域で気の合う者」等のつながりを求める 

・自治体は「現役世代の地域コミュニティへの参加」を重要視 

・現役世代は「子どもと一緒に参加できる機会がある」と参加しやすいと考えている 

８ 様々な住民

組織の連携

や役割分担 

・住民は、住民同士のつながりや活動に続き、住民組織同士の協力関係も重視 

・自治体は、テーマ型住民組織同士やテーマ型と地縁型の住民組織同士の連携による、

地域の課題解決力の高まりを期待 

９ 行 政 ・ 企

業・大学や

学校との連

携 

・住民・自治体とも、住民組織と行政との協働事業はあまり重視せず 

・住民は地域コミュニティ活性化への民間企業の活動をあまり視野には入れていない 

・自治体は、地域課題解決に資する民間企業の活動にも期待 

10 行政による

情 報 の 収

集・発信 

・住民の、地縁型住民組織・テーマ型住民組織に加入しない理由は、「情報が入らない」

こと 

・参加しやすいきっかけには、「活動内容を知る機会」や、「参加・加入者と交流する

機会」を挙げる声 

・行政からの、活動に関する情報提供は、地縁型住民組織を中心とした組織対象に行

われている 

11 行政による

相談対応・

後方支援 

・住民には、行政への相談機能に的確に対応できる体制を期待する声もみられる 

・行政側は相談機能充実をさほど重視せず 

 
 
 
以上のような現状と課題を踏まえ、第３章の事例調査では、実際に住民はどのような取り組みを行い、

行政がそれにどのようにかかわったのか確認し、それがテーマ型住民活動の活発化、ひいては地域コ

ミュニティの活性化にどのような効果をもたらしたのかを分析する。 
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第３章 事例調査 
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１．１．１．１．調査目的調査目的調査目的調査目的 
 
仮説で挙げた 11 項目の「秘訣」を含むと思われるテーマ型住民活動の事例を抽出し、アンケート調

査分析から導いた項目毎の課題に対し、具体的にどのような取り組みを行い、地域コミュニティ活性化

にどのような効果を与えているのかを把握する。 
 

２．２．２．２．調査対象事例の選定調査対象事例の選定調査対象事例の選定調査対象事例の選定 
 
既往文献から、仮説の 11 項目の「秘訣」のいずれかを含む課題解決型のテーマ型住民活動である、

９事例を事例調査対象に選定した。11 項目の「秘訣」に当てはめると、次の表のようになる。 
 
 
 
 
  

第第第第 1111 節節節節    事例の抽出事例の抽出事例の抽出事例の抽出    
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図表 100 事例調査対象 

 

秘訣 事例 ページ 

１ 多様な住民を巻き込む「道具」や

「仕掛け」の活用 

02 リビングルーム鷹巣 84 

03 大竹ストーンアート 88 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

09 安房マネー 112 

２ 地域住民が日常的に集える「居場

所」づくりやその運営 

01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

02 リビングルーム鷹巣 84 

07 地域共生のいえ 104 

08 文京ミ・ラ・イ対話 108 

３ 地域課題の顕在化・共有化 01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

04 このまちにくらしたいプロジェクト 92 

05 くさっぱら公園 96 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

09 安房マネー 112 

４ 住民の自立性 01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

03 大竹ストーンアート 88 

05 くさっぱら公園 96 

09 安房マネー 112 

５ 各活動に適した組織形態の選択 01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

05 くさっぱら公園 96 

08 文京ミ・ラ・イ対話 108 

09 安房マネー 112 

６ 住民の役割分担 03 大竹ストーンアート 88 

04 このまちにくらしたいプロジェクト 92 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

07 地域共生のいえ 104 

09 安房マネー 112 

７ 地域の担い手の育成・発掘 04 このまちにくらしたいプロジェクト 92 

05 くさっぱら公園 96 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

08 文京ミ・ラ・イ対話 108 

09 安房マネー 112 

８ 様々な住民組織の連携や役割分

担 

01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

05 くさっぱら公園 96 

９ 行政・企業・大学や学校との連携 03 大竹ストーンアート 88 

04 このまちにくらしたいプロジェクト 92 

05 くさっぱら公園 96 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

09 安房マネー 112 

10 行政による情報の収集・発信 07 地域共生のいえ 104 

08 文京ミ・ラ・イ対話 108 

11 行政による相談対応・後方支援 01 ふらっとステーション・ドリーム 80 

  05 くさっぱら公園 96 

06 明舞団地学生シェアハウス 100 

07 地域共生のいえ 104 

08 文京ミ・ラ・イ対話 108 
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３．３．３．３．事例調査事例調査事例調査事例調査 

(1)(1)(1)(1)調査方法調査方法調査方法調査方法    

事例調査対象運営主体へのヒアリング及び現地見学と、運営主体が立地する自治体担当者へのヒアリ

ングを行った。行政あるいは行政の外郭団体が運営主体である場合は、事例に関係の深い住民、住民団

体にヒアリングを実施した。 

((((2222))))調査項目調査項目調査項目調査項目    

ヒアリング項目は主に次を基本とし、それぞれの事例に応じて特に把握すべきことを加えた。 
①ヒアリング項目①ヒアリング項目①ヒアリング項目①ヒアリング項目 

【【【【基本基本基本基本ヒアリングヒアリングヒアリングヒアリング項目項目項目項目】】】】    
 取り組みの背景、経緯、概要 

・当時の地域の状況、取り組みを始めたきっかけ 
・取り組みに至った経緯、地域課題共有のプロセス、今日までの経過 
・取り組みに関係した全ての方がどのようにつながり、どのような役割を果たしたのか 
・行政及び行政職員はどのように関わったのか（どのような関わりが役に立ったか） 

 取り組み内容、方法 

 地域コミュニティへの効果、影響 

 現状の課題と今後の展望 

【【【【行政へのヒアリング項目行政へのヒアリング項目行政へのヒアリング項目行政へのヒアリング項目】】】】    
 当該自治体の主なコミュニティ施策 

 運営主体の取り組みと行政の関わり（現在及びこれまで） 

 運営主体の取り組みに対する行政の評価 

 他の自治体職員へのアドバイス（地域コミュニティへの行政の関わり方） 

【【【【住民、住民団体住民、住民団体住民、住民団体住民、住民団体へのヒアリング項目】へのヒアリング項目】へのヒアリング項目】へのヒアリング項目】    
 取り組みにかかわったきっかけ、動機 

 取り組みの地域コミュニティへの効果、影響 

 自身への効果、影響 

 現状の地域コミュニティの課題、今後の展望 
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各事例の調査分析結果を示す。それぞれ、記述は次の事項である。 
 （１）取り組みの概要・特徴 
 （２）取り組みの詳細 ①背景・きっかけ 

 ②課題共有のプロセス 
 ③具体的な取り組み内容・方法 
④成果・効果 
⑤課題・展望 

 （３）この事例における「秘訣」の意義 
なお、各調査事例のヒアリング対象と実施日は次のとおりである。 

 
  

第第第第 2222 節節節節    事例紹介事例紹介事例紹介事例紹介    
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図表 101 事例調査対象 
№ 名     称 実施日 ヒアリング対象 

01 

ふらっとステーション・ドリーム 

（横浜市戸塚区） 

７月 27 日(月) 

特定非営利活動法人 ふらっとステーション・

ドリーム 

〃 

横浜市戸塚区 総務部区政推進課地域力推進担

当 

02 

リビングルーム鷹巣 

（秋田県北秋田市） 

８月４日(火) 北澤潤八雲事務所代表 北澤 潤氏 

12 月１日(火) 

リビングルーム鷹巣（協同組合 鷹巣銀座通商

店会） 

03 

大竹ストーンアート 

（広島県大竹市） 

８月 20 日(木) 大竹市暴力監視追放協議会 

〃 大竹市 市民生活部自治振興課 

04 

このまちにくらしたいプロジェ

クト 

（広島市西区） 

８月 21 日(金) 古田公民館、ふるた多世代寺子屋ネットワーク 

〃 広島市 企画総務局企画調整部政策企画課 

05 

くさっぱら公園 

（東京都大田区） 

８月 31 日(月) みんなでつくろうひろばの会 

９月２日(水) 大田区 調布まちなみ維持課公園管理担当 

06 

明舞団地学生シェアハウス 

（兵庫県明石市、神戸市垂水区） 

10 月 27日(火) 兵庫県 県土整備部住宅建築局住宅政策課 

〃 明舞南県住自治会、学生シェアハウス入居学生 

07 

地域共生のいえ 

（東京都世田谷区） 

10 月 29日(木) 一般財団法人 世田谷トラストまちづくり 

12 月 16日(水) 岡さんのいえ TOMO 

08 

文京ミ・ラ・イ対話 

（東京都文京区） 

11 月６日(金) 文京区 区民部区民課協働推進担当 

09 

安房マネー 

（千葉県南部安房地域） 

11 月 26日(木) 地域通貨 安房マネー 事務局 
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01    ふらっとステーション・ドリームふらっとステーション・ドリームふらっとステーション・ドリームふらっとステーション・ドリーム 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

大規模開発された分譲の集合住宅団地（ドリームハイツ）に隣接した空店舗を活用して、気軽に集ま

れる居場所「ふらっとステーション・ドリーム」を住民主体で設置。昼食や喫茶の提供だけでなく、住

民の絵画作品などの展示、イベントやコンサートなども行っている。居場所ができたことで高齢者の見

守り、健康維持、住民同士の交流、担い手にとっての生きがい等の効果があり、コミュニティビジネス

としても成立。さらに他の活動団体や自治会と連携して地域運営協議会をつくり、広域的な取り組みを

行えるような組織化も行っている。 

 
ふらっとステーション・ドリーム 

横浜市戸塚区位置 

 

 
食事をする住民・壁の作品展示 

 
貸し展示販売スペース 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【地域住民からの要望・・地域の中に居場所がほしい】【地域住民からの要望・・地域の中に居場所がほしい】【地域住民からの要望・・地域の中に居場所がほしい】【地域住民からの要望・・地域の中に居場所がほしい】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

地域福祉計画の中の懇話会で多く出された「地域内の気軽に立ち寄

れる居場所」への要望を受け、同計画の策定委員でもあったドリーム

ハイツの住人２名が、空き店舗を活用した実現にむけ、住民に声をか

けた。ドリームハイツ内でも高齢化と高齢世帯の増加が課題となって

いた。 

 戸塚区における地

域福祉保健計画（第 1

期）作成の過程で地域

住民との懇話会を実

施。 

②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【住民主体の様々な団体【住民主体の様々な団体【住民主体の様々な団体【住民主体の様々な団体の存在・活動の存在・活動の存在・活動の存在・活動の実績の実績の実績の実績】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

ドリームハイツでは、1974 年の入居開始以来、住民主体の団体が多  各団体からの提案

戸塚区 



 

81 
 

く活動してきた。自主保育グループから始まり、1990 年以降は高齢化

に関する問題意識が高まって、これまでの子育て支援活動を基盤に、

高齢者を支援する複数の活動が自主的に行われていた。 

を受ける。 

【各団体【各団体【各団体【各団体の連携の連携の連携の連携で空きで空きで空きで空き店舗店舗店舗店舗を活用した居場所づくりを検討】を活用した居場所づくりを検討】を活用した居場所づくりを検討】を活用した居場所づくりを検討】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

2005 年、戸塚区の第１期地域福祉保健計画での住民懇話会で、「地

域の中に気軽に立ち寄れる居場所が必要である」という意見が多く出

された。こうしたニーズを受けて、ドリームハイツ内に既に活動して

いた高齢者関連の団体が集まり、空き店舗を活用した居場所設置を検

討。横浜市に協働事業「地域ぐるみ介護予防のしくみづくり」を提案

し、採択され２年間助成を受けた（改修費用は有志で負担）。 

 横浜市では協働事

業提案制度モデル事

業を2004年から実施。

「 ふ ら っと ス テー

ション・ドリーム」に

は２年間で500万円の

助成。 

【居場所開設後、法人格を取得】【居場所開設後、法人格を取得】【居場所開設後、法人格を取得】【居場所開設後、法人格を取得】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

2005 年「ふらっとステーション・ドリーム」開設。 
2008 年４月、地域住民の交流の場を中心に、様々な地域づくり事業

を展開し、今後も継続して事業を行うためにＮＰＯ法人格を取得、「Ｎ

ＰＯ法人ふらっとステーション・ドリーム」として認可され、運営の

主体となった（理事 10 人、登録スタッフ 33 人）。 

 戸塚区では地域福

祉保健計画において

基本目標の一つに「み

んながふれあう場の

あるまち」として「地

域の居場所づくり」を

掲げた。 

 

※「ふらっとステーション・ドリーム」の名称には、建物内外がバリアフリーで「ふらっと」、

誰でも「ふらっと」入れる場所、人間関係が「ふらっと」、という思いが込められている。 

 

【地域の団体や自治会との連携体制】【地域の団体や自治会との連携体制】【地域の団体や自治会との連携体制】【地域の団体や自治会との連携体制】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

2007 年、地域全体で安心して暮らせるまちづくりを推進するため

に、ドリームハイツ内の様々な取り組み主体と自治会が連携して「地

域運営協議会」を設置。ＮＰＯ法人ふらっとステーション・ドリーム

も参加。 
2011 年、「地域運営協議会」はドリームハイツ周辺の自治会との連

携も進めるためエリアを小学校区に拡大して、「深谷台地域運営協議

会」として発足（事務室は深谷台小学校の余暇教室を利用）。 

 横浜市職員、戸塚区

職員も「地域運営協議

会」に出席し活動状況

などを共有。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）交流の場、サロンとしての場の提供交流の場、サロンとしての場の提供交流の場、サロンとしての場の提供交流の場、サロンとしての場の提供            

年齢・障がいの有無を問わず、皆が気軽に飲食を共にし交流する場。 
開店は月～土曜 10 時～17 時、日・祝日 12～17 時。ランチは月～土

曜（１食 500 円）、喫茶は毎日（コーヒー200 円など）。 
50～70 歳代の女性が調理の担い手（活動費として時給 250 円）。 
毎週日曜日の午後に健康麻雀クラブ（１時間 100 円）開催。 

  

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）場の貸し出し（有料）場の貸し出し（有料）場の貸し出し（有料）場の貸し出し（有料）            

地域住民の作品等（地域住民の手作りの小物・アクセサリー、地産

品・セレクト品）の販売を行う「マイショップ」を有料で貸し出し。

貸出料金月額 1,000～2,000 円、販売手数料は売り上げの１割。 
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ⅲ）ⅲ）ⅲ）ⅲ）文化の場としての交流イベント開催文化の場としての交流イベント開催文化の場としての交流イベント開催文化の場としての交流イベント開催等等等等            

定期的なコンサート、童謡を歌う会等のイベントを開催。店内の壁

をギャラリーとして有料で貸し出し写真・絵画等を通年展示。その他、

要望に応じて、場の貸し出しも実施。 

  

ⅳ）ⅳ）ⅳ）ⅳ）情報情報情報情報のののの収集・発信収集・発信収集・発信収集・発信            

情報収集・発信の場として、近隣住民の生活に必要とされる情報、

文化情報、医療情報、行政情報等の提供を行っている。 
  

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【地域住民の安心の場】【地域住民の安心の場】【地域住民の安心の場】【地域住民の安心の場】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

「自分の」居場所としての意識が形成され、来客があると我が家の

茶の間として「ふらっとステーション・ドリーム」でお茶を飲むなど

活用される。また、東日本大震災の折には一人暮らし高齢者が自然と

ここに集まってきた。身近に居場所があることで安心感が高まった。 

 行政との連絡体制

が強化された。 
この取り組みは経

済的にも自立し 10 年

以上も継続している

ことなどから、地域自

治のモデルとして、ま

たＮＰＯ法人が連合

自治会と協働で地域

自治に関わっていく

モデルとして期待し

ている。 

【見守り機能【見守り機能【見守り機能【見守り機能のののの充実】充実】充実】充実】     

個人情報保護は見守り活動上のネックにもなっているが、日常的に

集う居場所があることで、住民相互の安否確認が可能になった。 

 

【団体間【団体間【団体間【団体間及び及び及び及び自治会との連携】自治会との連携】自治会との連携】自治会との連携】     

住民同士が気軽にいつでも話し合える場ができたことにより、これ

までに活動してきた団体や自治会との協働体制を構築することができ

た。これによりドリームハイツ内で行われてきた様々な活動が連携し

て検討できる体制ができた（エリアマネジメント）。 

 

【子どもとの交流】【子どもとの交流】【子どもとの交流】【子どもとの交流】     

近くにある小学校の児童が夏休みなどにはボランティアとして「ふ

らっとステーション・ドリーム」に来るようになり、小学生のアフター

スクールでドリームハイツの住民が子ども達の勉強をみるといった交

流も生まれている。 

 

【【【【他地域への波及他地域への波及他地域への波及他地域への波及】】】】     

「ふらっとステーション・ドリーム」の取り組みを参考に、2014 年

に「ふらっとステーション・とつか」が駅前マンションの１階に開店

した。「ふらっとステーション・ドリーム」が住宅地の中の居場所で

あるのに対し、「ふらっとステーション・とつか」は、駅前の繁華街

にある居場所として一味違う取り組みを行っている。 

 

⑤⑤⑤⑤課題課題課題課題と今後と今後と今後と今後の展望の展望の展望の展望 

【【【【担い手の高齢化担い手の高齢化担い手の高齢化担い手の高齢化】】】】            

担い手（「ふらっとステーション・ドリーム」の調理スタッフ）の

高齢化。新しいメンバーが増えない。スタッフの時給(活動費)は 250
円だが、「ふらっとステーション・ドリーム」に来る方々からおいし

いと喜んでもらえること、自分たちで工夫して食事をつくれること、
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自分たちが楽しめる場ができたことに価値を見出している。しかし 30
～40 代の住民には、250 円の活動費よりも時給の高いパートに出てし

まう方が多い。地域活動に自主的に参加することの意義が、若い世代

には浸透しにくい。 
【【【【地域包括ケアの拠点地域包括ケアの拠点地域包括ケアの拠点地域包括ケアの拠点】】】】     行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

今後は、地域包括ケアの拠点として、高齢者が住み慣れた地域で最

期を迎えることができる場となるようにしたい。 
 他地区でもこの事例

を参考にして声をかけ

進めていく 

(3)(3)(3)(3)この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

                                    ※１で囲った数字は、11 項目の「秘訣」(５ページ)の 

                                     番号に対応する。以下同様。 

２２２２    地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

すでに様々な活動団体が自発的に動いている地域において、さらに居場所を作ったことで、見守り、

交流、防災、コミュニティビジネスなど、新たな機能を発揮することができた。また地域住民が様々

な形で関われる機会の提供場所にもなっている。 
３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

集合住宅における高齢化と高齢者の孤立という課題を地域で共有する場になっている 

４４４４    住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

従来から自治意識の高い地域で、地域の課題を地域住民で解決し、様々な活動団体も結成してきた。

横浜市の協働事業提案制度モデル事業に提案を行いそれが採択された。地域住民の高い自立性が活か

されている。 
５５５５    各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

ドリームハイツ内においては、子育て支援や高齢者支援に関する様々な住民組織がつくられてお

り、住民に合った活動に参加することができる環境が整っているともいえる。また地域運営協議会の

設置により、これらの団体が横の繋がりを持って、地域活性化に取り組むことができるようになって

いる。 
８８８８    様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

地域包括ケアという視点から地域の活性化を進めていく上で、自治会も含めた地域内の団体同士の

連携を支えるものとして、地域運営協議会という形の連携の仕組みが作られた。この会議には行政も

参加している。 
区は「協議会」設置を様々な特徴やビジョンをもった団体同士をつなぐための一つの方法として位

置付けている。 
11111111    行政による行政による行政による行政による相談対応・後方支援相談対応・後方支援相談対応・後方支援相談対応・後方支援    

区は、地域の課題は自分たちで解決するような自治意識が強い団体に対し、団体との信頼関係の維

持を通して後方支援することが重要と考えている。 
 
他の自治体職員へのアドバイス 

地域社会全体の中で行政はどの位置に置かれ、どのような役割を担っているか、そこから施策を見

ること。区民の意見を反映できるしくみを考えること。 

住民と行政職員の「顔の見える関係」づくりが重要である。 
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02    リビングルーム鷹巣リビングルーム鷹巣リビングルーム鷹巣リビングルーム鷹巣 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

「リビングルーム」と名付けられた取り組みは、空き店舗に地域の住民から提供された家具などを配

置し、住民同士の物々交換を契機に、町なかに「開かれた居間」を生みだすというアートプロジェクト

である。各家々にある居間の風景を、商店街にある空き店舗という異質な場所に出現させることによっ

て、そこに集う人々により新しいコミュニケーションが生まれる場を地域の中に創出し、多様な活動を

誘発することを狙っている。2010 年に埼玉県北本市北本団地で取り組みが開始され、その後、秋田県

北秋田市の鷹巣や徳島県、沖縄県など各地で、期間限定のものも含め取り組みが行われている。具体例

として「リビングルーム鷹巣」を紹介する。 

 
リビングルーム鷹巣 

秋田県北秋田市位置 

 

 
内部の様子 

 
夜間の様子 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【【【【NPONPONPONPO 法人と提唱者の活動法人と提唱者の活動法人と提唱者の活動法人と提唱者の活動からからからから】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

「アートＮＰＯゼロダテ」と、「リビングルーム」提唱者である北澤

潤氏（北澤潤八雲事務所 代表）が主体となって、2013 年３月に北秋

田市の鷹巣銀座通商店街の一角に「リビングルーム鷹巣」がオープン

した。同商店街も全国の地方商店街に見られるようなシャッター商店

街と化しつつある背景があった。 
１ヶ月の立ち上げ期間の後、鷹巣銀座通商店会が運営主体となり、

行政の助成が終了した 2015 年春にリビングルームの隣接の空き店舗

に商店会の事務所を移転し、運営が継続されている。 

 県と話し合いを経

て、当初市の空き店舗

活性化の助成金（２年

間）の提供を受ける。 



 

85 
 

※「リビングルーム」は前述の北澤氏が提唱し実践するアートプロジェ

クト及びその手法である。同氏へのインタビュー内容から、その経緯

やコンセプトについて補足を加える。 

「リビングルーム」は、初めから完成されたコンセプトや構築のた

めの方法論があった訳ではなく、過去の実験的な試行の中から得られ

た経験や課題への対応策、反省点などからそれらコンセプトやメソッ

ドが徐々に形成されてきた。現在、全国の複数の地域で取り組みが行

われているアートプロジェクトである。 

「リビングルーム」というアートプロジェクトは、参加者にとって

既存とは別の不思議な「もうひとつの日常」の空間によって、地域に

ある空間、地域そのもの、ヒト、モノ、コトなどの変化が継続する空

間が創れるのではないかという発想がきっかけとなっている。アート

プロジェクトの面白さは、「違和感」をあえて引き出すことがベースに

ある。この違和感を残しながら地域の中で多様な関係性を作っていく

というマネジメントの第一段階があり、次に変化を引き起こしていき

ながら地域の人を巻き込んでマネジメントのチーム、地域組織を作っ

ていくという段階がある。さらに地域組織とやり取りしながら、どう

資金的に回していくかという段階があって、いわば非現実的なレベル

から超現実的な社会のレベルへ架け橋していく作業と言える。コミュ

ニティの問題や医療、教育、福祉などの問題の、ある種の突破口、起

爆剤になるのがアートである、と北澤氏は考えている。 
②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【【【【「「「「リビングルームリビングルームリビングルームリビングルーム」」」」の趣旨に商店会が賛同】の趣旨に商店会が賛同】の趣旨に商店会が賛同】の趣旨に商店会が賛同】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

鷹巣銀座通商店会ではそれまでシャッターを開けるという取り組み

がなかった。その対応策としてこの取り組みに注目し、趣旨に賛同し

て取り組みが開始された。 
 

  開設から２年間、市

の空き店舗等活性化

の助成を受けた（2015
（平成27）年春終了）。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）「リビングルーム」開設ⅰ）「リビングルーム」開設ⅰ）「リビングルーム」開設ⅰ）「リビングルーム」開設    

2013 年３月に「リビングルーム鷹巣」開設。その当初には、提唱者

である北澤氏及び「アートＮＰＯゼロダテ」のメンバーが滞在し、開

設支援のため地域のリサーチを行った。 
※「アートＮＰＯゼロダテ」の支援や関与は、開設２年目以降徐々に減少。 

ⅱ）リビングルーム鷹巣を舞台に活発な取ⅱ）リビングルーム鷹巣を舞台に活発な取ⅱ）リビングルーム鷹巣を舞台に活発な取ⅱ）リビングルーム鷹巣を舞台に活発な取りりりり組組組組みみみみ開始開始開始開始    

開設以降は、「リビングルーム」での物々交換や様々なイベント開催

により、地域の子どもや人々の参加、住民も一緒になった作業の手伝

いなど、活発な交流が行われ賑わった。子ども達の間には口コミによっ

て広がり、小中高生が窓に落書きをしたり、クッキーやホットケーキ

を焼いたり、賑やかな状況が続いた。そのほか、ゼロダテ美術展の開



 

86 
 

催（８月）等、様々な取り組みが行われてきた。 
不用となったミシンが持ち込まれ、様々な手作り品や古着などが交

換対象や販売対象として並べられ、農家の人から野菜が持ち込まれる。

冬には炬燵が置かれ、様々な人々の交流が継続している。 
④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】    

リビングルームの活動を支える強力なボランティアの存在により、

様々な人々の交流や地域の人々の立ち寄りやコミュニケーションの場

となっている。 
【シャッター街の一角にリビングルームが在ることの意義】【シャッター街の一角にリビングルームが在ることの意義】【シャッター街の一角にリビングルームが在ることの意義】【シャッター街の一角にリビングルームが在ることの意義】    

昼間も開いている店舗が少ない商店街に、夕刻には明かりが灯るリ

ビングルームの存在感や、買い物の途中に立ち寄る住民や各種イベン

トで町の一角が賑わう状況は、商店会にとってもプラスとなる。 
⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【協力者の拡大協力者の拡大協力者の拡大協力者の拡大】】】】    

継続した活動とその拡大のための協力者の獲得が難しいという課題

が大きい。現在の有力なボランティアの方に加え、あと 1～2 名の協力

が得られると、リビングルームの開店時間が増え、人が居ることでさ

らに地域住民のコミュニケーションのきっかけとなり、新たな可能性

も期待できる。 
【【【【さらなる仕掛けの必要性さらなる仕掛けの必要性さらなる仕掛けの必要性さらなる仕掛けの必要性】】】】    

商店会のリビングルーム運営の中心メンバーは、本業の事業を抱え

さらに積極的に関与することは難しい状況にある。また、リビングルー

ムのアートとしての説明の難しさや宣伝不足などもあり、今後、地域

のコミュニケーション促進の場としての機能強化策も必要とされてい

る。 

    

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

他の地域のリビングルームもリビングルーム鷹巣と同様のコンセプトで取り組まれる。具体的には

商店街の空き店舗に家具を持ち込み、まちの中の「居間」を作り出し、物々交換や様々なイベントを

行いながら、多様な地域の人々の参画を促し、そこから新たな取り組みを連鎖させていくという仕組

みである。 
この「違和感のある空間の創出」というアートプロジェクトの「仕掛け」の、地域へのインパクト

は大きく、地域の様々な人々が集う「場」づくりへの効果を発揮している。 
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不用となったミシンが持ち込まれ、様々な手作り品や古着などが交

換対象や販売対象として並べられ、農家の人から野菜が持ち込まれる。

冬には炬燵が置かれ、様々な人々の交流が継続している。 
④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】【地域の人々の交流拠点】    

リビングルームの活動を支える強力なボランティアの存在により、

様々な人々の交流や地域の人々の立ち寄りやコミュニケーションの場
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商店街の空き店舗に家具を持ち込み、まちの中の「居間」を作り出し、物々交換や様々なイベントを

行いながら、多様な地域の人々の参画を促し、そこから新たな取り組みを連鎖させていくという仕組

みである。 
この「違和感のある空間の創出」というアートプロジェクトの「仕掛け」の、地域へのインパクト

は大きく、地域の様々な人々が集う「場」づくりへの効果を発揮している。 
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２２２２    地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

地域の様々な人々、子どもから高齢者までが集い寄り合う「居場所」を創り出すことがリビングルー

ムの第一歩であり、さらにそこで生まれる人々のつながりから新たな活動を生み出す場となることを

目指している。鷹巣の事例でも、ここでの活動を楽しんでいると言う無償ボランティアの「店員」に

恵まれ、自作の手作り品を置く人、買い物の途中で立寄る人々、相談ごとや会話を楽しむ人々が訪れ、

交流の場となっている。 
また、この鷹巣の事例では、行政はリビングルーム開設当初２年間に空き店舗の活性化という形で

支援（助成）を行った。 
地域特性によってリビングルーム開設後の展開は様々であるが、リビングルーム鷹巣では、シャッ

ター商店街と化しつつある一角に人々が寄り合う「居場所」が出来ることは、商店街にとっても住人

にとってもメリットがある。 
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03    大竹ストーンアート大竹ストーンアート大竹ストーンアート大竹ストーンアート 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要概要概要概要・特徴・特徴・特徴・特徴    

巨石に市民が絵を描き、まちに設置する取り組み。「大竹市暴力監視追放協議会（暴監追）」が、青少

年の健全育成を目的に 2004 年から実施している。巨石の調達から運搬・設置、作品の製作まで、様々

な市民の協力を得て実施されることで、多世代の交流を生み出すとともに、まちの観光資源として活用

されている。 

 
大竹駅前のストーンアート 

広島県大竹市位置 

 
 
 
 

 
「花の道広場」に設置された高校生の作品 

 
大竹警察署の企画製作による作品 

 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【高校生【高校生【高校生【高校生へのへのへのへのあいさつあいさつあいさつあいさつ運動運動運動運動】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

地元高校が「荒れて」いることを憂えた暴監追
※

の２人が 2002 年か

ら毎朝通学路に立って生徒にあいさつの言葉を掛ける、あいさつ運動

を始めた。ここから地域の大人と高校生が次第に打ち解けていくなか

で、高校の文化祭に暴監追の２人が招待され、そこで生徒の石ころアー

ト作品を見たことをきっかけに、大きい石に子どもたちが絵を描き街

なかに展示することを着想した。 

 暴監追の活動自体

が、警察などと常に連

携している。 

※「暴監追」は暴力団対策法に基づく市民団体   

 
 

大竹市 
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②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【【【【あいさつ運度の仲間を増やすあいさつ運度の仲間を増やすあいさつ運度の仲間を増やすあいさつ運度の仲間を増やす】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

あいさつ運動の実践を通し、その趣旨に共感し、一緒に取り組む「ハ

ローの仲間」
※

を当初の２人から多い時で 100 名の参加まで増やして

いった。ストーンアートの取り組みもそうした仲間が２人の思いに共

感して参加したことで実現している。 

 同上 

※「ハローの仲間」は、暴監追の会員及び個人の参加   

③③③③具体的な取り組み具体的な取り組み具体的な取り組み具体的な取り組み内容、内容、内容、内容、方法方法方法方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）巨石アートの作成巨石アートの作成巨石アートの作成巨石アートの作成        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

巨石のストーンアートは、設置場所の確保が必要である。民地であ

れば所有者に打診、公有地であれば行政の許可をとる。場所が確保で

きたら巨石を選定、運搬し、造園業者が置き方を決め設置する。それ

から絵師が中心となってテーマを考える。 
この間、巨石を扱う造園業者、巨石を運ぶクレーンリース業者、作

画指導を行う絵師、神事を行う宮司などがすべてボランティアで参加

する。 
初期に高校生が描いた多くの石は、駅前の広場に設置されている。

その後も様々な人の作品が作られ、学校の児童・生徒、警察、消防、

市役所など多くの市民が参加している。暴監追のほうから描くことを

提案する。 
商店街の店先などのほか、公共施設への設置は盛んに行っている。

例えば総合市民会館には、スポーツ競技、駅伝、合唱、伝統行事など、

市民の活動を描いた作品が多数展示されている。 

 市が保有する岩の

無償提供、道路占有許

可などの手続きなど。 
市の職員、警察署員

も作品作りに参加。 
一部の作品は警察

署で維持管理を行っ

ている。 
 

   
ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）ストーンアートの授業で子ども達にも発信ストーンアートの授業で子ども達にも発信ストーンアートの授業で子ども達にも発信ストーンアートの授業で子ども達にも発信        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

小中学校の授業で、小さい石を使ったストーンアートを教えている。

２時間程度の授業で、あらかじめ決めておいたテーマをもとに児童・

生徒が描き作品にする。 

 複数の公立学校が

授業カリキュラムに

取り入れた。 
河川の石の採集に

は太田川河川事務所

の許可を得る。 
④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【住民の意識の高まり】【住民の意識の高まり】【住民の意識の高まり】【住民の意識の高まり】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

子どもからおとなまで大勢で製作、維持管理することで市民に一体

感が芽生えた。子どもや市民のまちへの愛着心も育まれた。 
 
 
 
 

 「おおたけ幹線バ

ス沿線お散歩マップ」

作成や、「ストーン

アートをめぐるノル

ディックウォーキン

グ」への後援など、市
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【つながりの広がり】【つながりの広がり】【つながりの広がり】【つながりの広がり】     が関係する事業にス

トーンアートを取り

入れている。 
 

効果が認知されるに従い、学校や企業等からストーンアートの設置

や授業の依頼がされるようになった。 
 

【【【【成果の成果の成果の成果の可視化可視化可視化可視化】】】】     
現在までに 120 に及ぶ作品が設置され、観光資源として活用され始

めている。マップも作成された。 
 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【後継者の確保】【後継者の確保】【後継者の確保】【後継者の確保】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

主要メンバーは高齢層になりつつあり、後継者の確保が課題。   
【【【【市への移管市への移管市への移管市への移管】】】】      
後継者の確保やストーンアートのメンテナンス等についての“仕組

みづくり”が必要と考えており、市と一緒に検討を始める予定。（検討

期日については未定） 

 作品の管理等の仕

組みづくりについて

暴監追と一緒に検討

を始める予定。（検討

期日未定） 

【データベース化】【データベース化】【データベース化】【データベース化】      
120 あるストーンアートをデータベース化する。ホームページを作

り発信していく。 
 2012（平成 24）年

度「市民活動助成金」

を活用。 

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

巨石を利用するというこの取り組みの特徴が、個々の住民が持つスキルやリソースを集結させるこ

とで実現できる内容であり、多様な住民を巻き込む仕掛けを有している。 
４４４４    住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

暴監追は、住民自ら取り組んだあいさつ運動によって高校生との交流を生み出した実績から、住民

や行政の強い信頼を得ている。ストーンアートの活動も住民同士が力を合わせて取り組んでおり、行

政にしかできない部分についてのみ市に協力を求めている。 
６６６６    住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

大竹ストーンアートは、メンバー各々が、それぞれ得意な仕事を分担して行うことで実現している。

そのメンバーは、同窓生や仕事のつながり等のネットワークにより構成されている。 
９９９９    行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

暴監追は、市内の学校、企業、市や警察署、消防署の行政部署など様々な団体に、ストーンアート

の製作、設置を働きかけていくことで、まちぐるみの取り組みにしていった。 
市は巨石の提供、公共施設への積極的な設置のほか、市の事業に組み込むことで情報発信のバック

アップも行っている。消防署、警察署は作品作りに参加し、警察署はさらに作品の維持管理等積極的

な関わりを持っている。 
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他の自治体職員へのアドバイス 
最後は人と人との関係であり、本音で話し合える関係をつくっていくことが大事。それが継続につ

ながる。 
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04    このまちにくらしたいプロジェクトこのまちにくらしたいプロジェクトこのまちにくらしたいプロジェクトこのまちにくらしたいプロジェクト 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

中学生が自ら地域の課題を発見し、解決方法を考え、それに向けて実践するプログラム。「30 年後に

このまちにくらしたいといえるまちにするために、今自分たちで何ができるか」をコンセプトにしてい

る。広島市内の NPO、古田中学校、古田公民館の共催事業として実施しており、多世代共生のまちづ

くりに取り組む住民グループ「多世代寺子屋ネットワーク」が運営をサポートしている。プログラムを

通じて、参加生徒が地域の大人と交流する機会を設けて、お互いの共存意識を育んでいる。 

 
中学生が地域の課題を話し合うワークショップの様子 

広島市西区位置 

 
 

 
地域の人に中学生が考えた提案を発表 

 
提案したことを地域の公園で実践 

（写真）古田公民館提供 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【【【【多世代による地域課題解決多世代による地域課題解決多世代による地域課題解決多世代による地域課題解決へへへへ】】】】            

それぞれの世代が別々にではなく多世代が共に地域課題を解決する

ことが必要と考える、地域の福祉施設を運営する「ＮＰＯ法人もちも

ちの木」理事長の考えに共感した古田公民館担当者が、公民館事業の

中で多世代共生のまちづくりに関心がある人を募った。それをきっか

けに「多世代寺子屋ネットワーク」
※１

ができた。 
さらに、ＥＳＤ

※２

に取り組む古田中学校からの提案を受け、将来地

域を担う中学生が住みなれた地域のことを考え行動する体験学習プロ

グラムを実施することになり、公民館を拠点に、多世代寺子屋ネット

ワークが受け皿となって取り組むことになった。 

 

 

※１ 多世代寺子屋ネットワーク：多世代をキーワードに発案した企画を持ち寄って実践す

る場。月１回集まって話し合っている。古田地域外からも参加できる。 

※２ ＥＳＤ：Education for Sustainable Development 持続可能な社会づくりの担い手を

育む教育 

  

広島市⻄区 



 

93 
 

②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【【【【公民館が拠点となって課題を共有公民館が拠点となって課題を共有公民館が拠点となって課題を共有公民館が拠点となって課題を共有】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

公民館や多世代寺子屋ネットワークが地元の地域団体や中学校など

に働きかけて、プログラムの中にワークショップや公開発表会など住

民参加の機会を設けることで、地域における課題を住民や中学生ら多

様な世代が共有する場を生み出している。 
 

古田公民館は指定

管理者の「公益財団法

人広島市文化財団」が

運営しており、公民館

が行政関係部署との

つなぎ役になってい

る。 
③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）中学生が議論して決める中学生が議論して決める中学生が議論して決める中学生が議論して決めるプログラムプログラムプログラムプログラム            

中学生をサポートする多世代寺子屋ネットワークは社会人や主婦、

大学生など多様な世代で構成している。そのため、大人の都合を押し

付けることのないよう、話し合いのルールや活動テーマなど中学生を

主体に全員が納得するまで議論しながら決定していく。中学生が自ら

考え、行動していくためのプロセスを大切にしている。 

 

 

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）専門家専門家専門家専門家ののののサポートサポートサポートサポートと、地域住民の参加と、地域住民の参加と、地域住民の参加と、地域住民の参加        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

初年度は、地域の課題を自分事として考えるために、中学生自身を

主人公にした物語を創作・発表し、それをみんなで共有しながら、具

体的に動き出せるテーマを絞り込み、課題解決のためのアイデアを地

域住民の前で発表した。 

２年目は、発表したテーマの中から、地域の中であまり利用されて

いるとは言い難い「公園」にスポットを当て、「①問題に気づく」→「②

くわしく知る」→「③声を聴く」→「④アイデアを生み出す」→「⑤

仲間を広げる」→「⑥実行する」というステップで、課題解決のため

のプログラムを実施。 

「②くわしく知る」では、町内会役員から住民による花の植え替え

やコミュニティカフェなど公園の活用事例などを学んだり、市の公園

行政にかかわる担当者から公園の維持管理や利用規則などを教わっ

た。また、実際にユニークな公園活用としてプレイパーク（冒険あそ

び場）を運営しているＮＰＯの活動現場に見学に行くなど見聞を深め

た。 

「③声を聴く」では、専門家から調査方法などを学び、公園を活用

している人、していない人、さまざまな対象から聞き取り調査を行っ

て、「④アイデアを生み出す」では、調査結果をもとに活用アイデアを

考えた。 

「⑤仲間を広げる」では、地域住民の前でアイデアを発表し、意見

や支援者を募るなどした。 

「⑥実行する」では、アイデアをかたちにし、実際に公園を会場に

 

公園にかかわりの

ある、広島市こども未

来局こども・家庭支援

課および都市整備局

緑政課の職員が講師

として参加し、公園の

規則やプレイパーク

づくりについてレク

チャーした。 
 
 
 
 
 
 
環境省の「持続可能

な地域づくりを担う

人材育成事業」を受託

する「ＮＰＯ法人ひろ

しまＮＰＯセンター」

の支援を受け、専門家

の講師派遣や他県に
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成果発表イベントを実施した。これには地域内外から 200 人を超える

人が参加した。 

このように、参加生徒が主体的に取り組む実践的なプログラムと

なっており、それを地域団体や専門家がサポートしている。それとと

もに、地域住民が中学生と関わりやすい機会を設けている。 

おける成果発表の機

会を得た。 

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【【【【中学生中学生中学生中学生の個性をの個性をの個性をの個性を引き出した引き出した引き出した引き出した】】】】            

少人数の中で自分の考えを言える環境をつくることで、生徒の個性

を引き出し、柔軟で自由な発想が発揮された。 
  

【【【【中学生の地域との共存意識を高め、課題解決能力を養った中学生の地域との共存意識を高め、課題解決能力を養った中学生の地域との共存意識を高め、課題解決能力を養った中学生の地域との共存意識を高め、課題解決能力を養った】】】】     
参加生徒は、地域のことを考え、地域住民と接することで、自分が

地域の一員であることを意識し、住民と共生していることに気付いた。

その経験が、将来の課題を乗り越える能力や、周りに配慮できる感性

を鍛えるなど、生きる力を養うことに結びついている。 

 

【【【【参加した地域住民に、まちづくりへの自覚を高めた参加した地域住民に、まちづくりへの自覚を高めた参加した地域住民に、まちづくりへの自覚を高めた参加した地域住民に、まちづくりへの自覚を高めた】】】】     
中学生の取り組みを見て、大人の側ももっと頑張らなければいけな

いという気持ちが生まれた。他者への依存傾向にある現代、多くの大

人たちは、まちを自分たちでつくるという意識が薄れつつあるが、中

学生の取り組みをみて、意識の変化に気付かされたとの声もあった。 

 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【地域住民の関心を高める地域住民の関心を高める地域住民の関心を高める地域住民の関心を高める】】】】            

まだ地域住民のプロジェクトに対する認知度が低い。地域の中から

協力しようという人が出てくるように、関心を高めていくことが必要。 
  

【地域の活動として自立していく】【地域の活動として自立していく】【地域の活動として自立していく】【地域の活動として自立していく】      
持続可能にするためには、公民館の事業ではなく、地域の活動とし

て住民が主体的に実施していくことが必要。 
 

【【【【地域の中に地域の中に地域の中に地域の中に中心中心中心中心になる担い手をつくっていくになる担い手をつくっていくになる担い手をつくっていくになる担い手をつくっていく】】】】      
「多世代寺子屋ネットワーク」の活動の継続のためには、地域住民

の中に中心メンバーをつくり、事業を企画する主体を、公民館から「多

世代寺子屋ネットワーク」に引き継いでいくことが必要。 

  

    

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

ＮＰＯ法人理事長が抱く「多世代共生」という地域の課題を、公民館が受け止め、事業に取り込む

ことから、それを共有する住民のつながりである「多世代寺子屋ネットワーク」が生まれ、中学校や

地域団体の協力を得て、「このまちにくらしたいプロジェクト」が実現した。 
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６６６６    住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

この取り組みでは、プログラムの中で行政や町内会、ＮＰＯ法人などから専門家を講師として招へ

いするなどの協力を得た。また、多世代寺子屋ネットワークのメンバーが中学生たちをサポートする

役割を担っている。 
７７７７    地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

この取り組みでは、公民館だけでなく、「多世代寺子屋ネットワーク」のメンバーや大学生が参加

することで、中学生が主体となりながら、多世代の交流を成り立たせている。また、地域を題材とし

たプログラムに、地域住民が参加する場を複数組み込むことで、中学生と住民が交流する機会をつ

くっている。これにより両者に地域の一員という意識が育まれた。 
９９９９    行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

この取り組みは、当初、ＥＳＤに取り組む古田中学校と協働して進めてきた。 
また、中学生が地域のことを学ぶに当たり、自治体の該当部署職員の協力を得た。 

他の自治体職員へのアドバイス 
職員が地域に出向くことが重要だ。そうして住民と一緒に考える姿勢が求められる。 
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05    くさっぱら公園くさっぱら公園くさっぱら公園くさっぱら公園 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

住宅跡地に地域住民が運営を行う公園をつくりたいという思いで「みんなでつくろうひろばの会」を

結成し、行政に企画書を提出。行政の理解と支援を受けて、「利用者、行政、住民がともにつくりつづ

ける公園」として「くさっぱら公園」が開園した。この公園は、「身近な自然の回復」、「禁止のない、

自由な遊びの空間」を目指している。メンバーたちのゆるやかな関係を軸に、自治会や行政との関係を

築き運営されている。最近では若い母親たちの利用が活発化し、新しい動きも見え始めている。 

 
くさっぱら公園内部の様子 

東京都大田区位置 

 

 
公園に集う住民 

 
公園の趣旨を伝える看板 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 
【【【【「「「「公園予定地公園予定地公園予定地公園予定地」の」の」の」の看板看板看板看板をきっかけにをきっかけにをきっかけにをきっかけに区に区に区に区に企画書提出企画書提出企画書提出企画書提出】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

1991 年５月、木造アパートの取り壊し後の空き地に「公園予定地」

の立て札が出た。これを見た近隣の住人（現メンバー）が、区の公園

課（当時）に問い合わせを行い、「みんなでつくろうひろばの会」（以

下「ひろばの会」という）が結成され、今日に至る活動が開始された。 
同年７月、「ひろばの会」は企画書を区の公園課に提出。コンセプト

は「身近な自然の回復」、「禁止のない、自由な遊びの空間」、「手を加

え、変えていける公園」で、これは現在も受け継がれている。企画書

の冒頭には「大人も子供も本気で遊べる広場が欲しい」という住民の

思いが記された。 

 「公園作りには地

域の声を取り入れて

いきたい」と回答。 
区の公園課から「特

色のある公園を作っ

ていきたい」（1991（平

成３）年８月）とする

基本的な方針が出さ

れている。 
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②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【区や地域へ趣旨説明】【区や地域へ趣旨説明】【区や地域へ趣旨説明】【区や地域へ趣旨説明】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

開園前までには区の公園課とのミーティングや地域の３自治会への

「ひろばの会」による趣旨説明、さらに公園作りについて識者との勉

強会、行政と担当者と地域住民による小石拾いや清掃などを行った。 
 

 1991（平成３）年

11 月着工、1992（平

成４）年４月のオープ

ン前から、ひろばの会

と区は協力関係を構

築。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）日常的な日常的な日常的な日常的な活動活動活動活動と年中行事と年中行事と年中行事と年中行事        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

日常の取り組みは、週１～２回程度のメンバーによる「清掃」と、

年４～５回の「運営会議」が基本である（開園時は毎月）。 
また「ワークデイ」（木の剪定、園内の整備、看板作りなど）、さら

に年中行事として春の「種まき」、秋の「くさっぱらまつり」、年末の

「大掃除」がある。「種まき」では牧草やオオバコなどの雑草（野草）

の種を蒔く。「くさっぱらまつり」では、フリーマーケット、腕相撲大

会、こども相撲大会、楽器演奏など各種イベントが行われる。 

 区立の公園として、

定期的なトイレ清掃、

トイレットペーパー

充填、大型の木々の剪

定などが業者委託さ

れている。 
 

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）運営会議の開催運営会議の開催運営会議の開催運営会議の開催        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

「ひろばの会」メンバーに加え区の担当者も参加する「運営会議」

を中心に公園の運営について検討が行われ、区と連携しながら公園の

自主的運営を行っている。運営会議には近隣の保育園長や地域住民、

隣地マンションの住民も時々参加しており、区や地域住民との良好な

関係を維持する上でも重要な機能を有している。また自治会には「ま

つり」の前に挨拶をしている。 
「ひろばの会」には、あえて正式の代表者や会員名簿は存在せず、

連絡窓口（担当者）があるだけであるが、運営会議のメンバーにより、

開園当初の理念に沿った運営が継続されている。 

 開園以来、区（現在

は調布まちなみ維持

課）も運営会議に参加

し、運営の現状報告な

どを行う。自主運営が

基本だが、問題が生じ

た際は、区への報告や

相談も行われる。 

ⅲ）ⅲ）ⅲ）ⅲ）情報紙の発行情報紙の発行情報紙の発行情報紙の発行         

1993 年２月から 2002 年まで発行された会誌『今月のくさっぱら』

は、地域とのコミュニケーションを重視し、ほぼ毎月発行されてきた。

2002 年夏からは不定期刊の『ときどきくさっぱら』として再スタート

し、今はホームページにその役割を引き継いでいる。 

  

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【公園の自主管理【公園の自主管理【公園の自主管理【公園の自主管理へのへのへのへの共感者の共感者の共感者の共感者の顕在化顕在化顕在化顕在化】】】】            

くさっぱら公園が具現化していく中で、「ひろばの会」メンバーを中

心に、多数の共感・協賛者が顕在化した。このような自主的な活動に

よって、自分たちが希望する公園やイベントの開催、住民参加型の活

動が可能であることに気づいた。 
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【行政との関わり方のノウハウの蓄積】【行政との関わり方のノウハウの蓄積】【行政との関わり方のノウハウの蓄積】【行政との関わり方のノウハウの蓄積】     行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり 
「ひろばの会」のメンバーを中心に行政担当者との付き合い方、周

辺住民との関係づくりや苦情対処方法に関するノウハウの集積が行わ

れ、円滑な住民参加型活動の好事例となっている。また、「ひろばの会」

メンバーには行政の業務に対する理解が醸成されてきている。 

 周辺住民からの枯

葉の苦情等に、行政が

調整役として対応す

る。 

「ひろばの会」と周辺

住民との間の公園に

対する意識のギャッ

プを埋める調整役を

担っている。 

【地域への理解の浸透】【地域への理解の浸透】【地域への理解の浸透】【地域への理解の浸透】     
子どもの自主性や能動性を引き出すなどの教育的観点や大人の地域

における交流の拡大などの点で、人工的につくられた一般の公園とは

異なる自然状態のひろばによって、利用者それぞれが楽しめる場へ変

容し、様々な効用が生まれることが地域住民にも理解されるように

なってきている。 
近くのマンション住まいの高齢者が、「この公園はよい公園です」と

いう貼り紙を出し、自らも公園で開催されたイベントに参加しダンス

を踊るなどの出来事があった。自主的に行う掃除などの際に、地域の

通行人にねぎらいの言葉をかけられることも少なくない。子どもが積

極的に公園の掃除に参加したり、学校の友達に声をかけて遊びにくる

などの状況も生じている。イベントなどは、様々な特技を持つ地域住

民の協力を引き出せる一つの機会となっている。地域だけでなく、少

し遠方からの参加者もいる。子どもから大人までが思い思いのことを

して楽しめる空間となっている。 

 

⑤⑤⑤⑤課題課題課題課題と今後の展望と今後の展望と今後の展望と今後の展望 

【【【【若い世代への受け渡し若い世代への受け渡し若い世代への受け渡し若い世代への受け渡し】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

開園以降、周辺からの苦情や賛同意見など、多様な地域の反応に対

応しながら、運営が継続されてきている。「ひろばの会」のメンバーも

50 代が中心になりつつあり、次世代への引継ぎも意識されはじめた。

１～２年前から公園を利用する若い母親の中から数名、積極的に行政

へ相談したり、交渉を行う次世代メンバーが生まれてきている。当初

からの「ひろばの会」メンバーとの交流も開始され、非常に期待され

る動きが生じている。 
今後は初期「ひろばの会」メンバーの経験や知見を、新しい世代である若

い母親達に伝えていくことが必要であり、既にその芽が出始めている。 

 若い母親グループ

に、公園での火の使用

についてアドバイス。 

【【【【男性への呼びかけ男性への呼びかけ男性への呼びかけ男性への呼びかけ】】】】         

お父さん同士は、地域に友達がいないので、イベントなどをきっかけに、

男性の参加も進めていく。「ひろばの会」メンバーに男性やものづくりの得意

な人が多いのが特徴で、公園は女性や子どものものという考えはない。 

  

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

「ひろばの会」が、「大人も子供も本気で遊べる公園がほしい」という企画書を大田区公園課(当時)
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に提出したことで、地域の課題を顕在化させた。区の「特色ある公園を作りたい」という方針とうま

くかみ合い、行政との課題の共有化が図られた。その後、自治会への説明会、勉強会などを実施する

ことで地域での課題の共有化を進めていった。 
良いことも悪いことも含めた、「過程」を共有する方法（メンバー内部の速報。地域住民、遠くて

も共感のある人々、協力者へ『今月のくさっぱら』の提供）を模索したことが大きな効果を生んだ。 
４４４４    住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

ひろばの会は、当初から、行政から補助を受けようとは考えず、自分たちが望む公園を自主的に運

営していこうとする強い意志をメンバー間で共有している。情報誌の送料、草の種購入費、イベント

時の保険料、清掃等に必要な道具の購入費等、運営にかかる経費は、デザイナーの友人から仕入れた

カレンダーの販売収益、イベント時の飲み物等の売上げやカンパが主となっている。こうした点で非

常に自立性の高い、自主運営を行っていると言える。 
５５５５    各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

ひろばの会は、正式な代表者を設けず、会員名簿も存在しない。メンバーの役割分担を明確化して

もいない。開園当初からくさっぱら公園に対する思いでつながるゆるやかな関係と言える。運営上の

問題や課題は、運営会議での話し合いで対応を決め、その時々で動ける人が動くという運営形態を採

り、メンバー各自無理のない範囲で参加している。これが、「禁止のない、自由な遊びの空間」、「手

を加え、変えていける公園」という理念にも適うと考えている。区との連絡窓口となる人が決められ

ており、意思疎通の円滑化を図っている。 
７７７７    地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

「ひろばの会」の、開園当初からのメンバーが高齢化しつつある中で、最近くさっぱら公園に関心

を寄せ、子ども達と一緒に利用する若い母親グループとの交流が始まっており、メンバーの経験や知

見を伝えている。区も、若い母親グループの相談に応じている。 
８８８８    様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

「まつり」の際には公園周辺地域の自治会とのコミュニケーションをとることを心掛けている。 
９９９９    行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

公園予定地の段階で、要望を「企画書」として区に提出し、区側も地域住民の意見を取り入れるこ

とに努めた。区は、ひろばの会が運営に責任を持つことを周りに示すため定期的な清掃の実施を求め、

ひろばの会もそれに応えた。 
区は運営会議に必ず出席して情報共有を図り、近隣からのクレームなどにも、互いに速やかな対応

を取ることができる。 
11111111    行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

区はくさっぱら公園周辺清掃（落ち葉清掃）を行い、近隣住民からの苦情にも応じるなど後方支援

を行っている。区としては、くさっぱら公園に限らず、公園を地域活性化のための舞台と位置づけて

いる。 
他の自治体職員へのアドバイス 

公園は地域活性化の舞台になると考えている。地域住民で守るという意識を持てるような、きっか

けづくりを行う。 
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06    明舞団地明舞団地明舞団地明舞団地学生シェアハウス学生シェアハウス学生シェアハウス学生シェアハウス 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

高齢化率の高い団地の空き室を「学生シェアハウス」として近隣大学の学生に住居として提供し、同

時に自治会活動、地域活動への参加を求めていく取り組み。団地内での世代間交流が行われ、コミュニ

ティの活力を生み出すとともに、学生にとっても貴重な社会経験を得、地域を担っていく意識を育む機

会になっている。 
1965(昭和 40)年前後に開発・入居開始された大規模団地のうち県営住宅の一部の空き室を活用したも

のである（兵庫県神戸市垂水区と明石市にまたがる明舞団地の「明石舞子南鉄筋住宅」及び「明石舞子

北鉄筋住宅」）。 

 
兵庫県立大学による明舞まちなかラボ 

兵庫県神戸市、明石市位置 

 

 
明舞まちづくり広場でのイベントを学生が手伝う 

 
地元活動団体のイベントにも積極的に参加 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【【【【周辺に大学が多いことから自治会長が発案周辺に大学が多いことから自治会長が発案周辺に大学が多いことから自治会長が発案周辺に大学が多いことから自治会長が発案】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

2009（平成 21）年の兵庫県知事の団地訪問時の懇談会における明舞

南県住自治会会長からの提案をきっかけに、県が仕組みをつくり 2011
（平成 23）年から実施。 

当時自治会長は、団地周辺には大学が多いがアパート代が高く家賃

を払うのが大変との話を聞いていたので、家賃の安い団地に住んでも

らえるのではと考えた。 
県は既に 2001（平成 13）年度から明舞団地再生の取り組みに着手

 

自治会の提案を採

り入れ、「学生シェア

ハウス」として制度化

した。 
県は住民の力によ

る「明舞団地のまちづ

くり」の多彩な取り組
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しており、団地内におけるＮＰＯの活動や大学との連携などを推進し

ていた。例えば 2009（平成 21）年度から、周辺に大学が４～５校あ

ることを活かし団地内に学生のいる環境をつくろうと、兵庫県立大学

経済学部と連携して空き店舗を活用した「明舞まちなかラボ」を開設

した。以来、地域をフィールドにした研究活動の他、住民と学生が交

流する場となっている。 

みを支えている。 

②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【団地再生【団地再生【団地再生【団地再生・コミュニティ再生・コミュニティ再生・コミュニティ再生・コミュニティ再生】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

団地住民の高齢化・高齢者のみ世帯の増加や居住者減少は住民の間

でも課題として認識されてきていた。様々な団地再生の取り組みの中

で、県と住民の間でもその課題が共有された。大きなきっかけは、2003
（平成 15）年度に実施された「明舞まちづくりワークショップ」の取

り組みであった。ここで「明舞団地の再生・活性化やまちづくりは住

民が主体となって活動しないと成功しない」という意見が出た。 
これらの意見を採り入れ、「明舞団地再生計画」を策定し、団地の活

性化に向けたＮＰＯ(給食サービスなど)や住民団体の活動、「団地再生

コンペ」、「リノベーション事業」等での大学や企業等の外部の力の導

入などを実施。広範囲な課題の共有と解決に向けた協力者の獲得につ

ながっている。 

 

2003（平成 15）年

度「明舞団地再生計

画」等。 

国の制度も活用。 
団 地 の 建て 替 えも

徐々に進められてい

る。 

【【【【多世代共生多世代共生多世代共生多世代共生】】】】            

上記の地域課題の共有により、多世代共生のためのモデル事業とし

て「明舞まちづくり広場」を設けたところ、「明舞お助け隊」の設立へ

とつながった。  

 

※明舞まちづくり広場：明舞第１センタービル２階空き店舗を活用した、住民同士の交流、

情報交換、行政・公社の情報提供の場。展示、交流イベント、講座等を開催している。 

※明舞お助け隊：地域住民や学生などのボランティアにより、住民へ生活支援のサービスを

提供している。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）入居要件ⅰ）入居要件ⅰ）入居要件ⅰ）入居要件は地域とかかわることは地域とかかわることは地域とかかわることは地域とかかわること        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

自治会活動、地域活動への参加、若しくは団地を主対象とした卒論

等執筆などが入居の要件である。 
入居希望者は、説明会・意見交換会で、制度の説明とともに、地元

自治会長や応募者同士によるコミュニケーションの機会が提供され

る。入居者を決定する審査会では、自治会長も審査委員を務める。 

 

県による事業とし

て、応募・審査・決定

等の手続きを実施。 

ⅱ）学生の活動状況ⅱ）学生の活動状況ⅱ）学生の活動状況ⅱ）学生の活動状況        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

月１回の自治会の定例会などに出席している。「明舞お助け隊」に登

録する学生もあり、団地内のイベント等の主催や手伝いをする。 
ＰＣ教室の開催、老人会イベントの司会、バス旅行への参加など、

学生の参加が歓迎されている。学生も手ごたえを感じながら、できる

範囲で活動を行っている。 

 

学生と地元との連

携を支援する。 
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④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【【【【学生を介し学生を介し学生を介し学生を介したたたた住民同士住民同士住民同士住民同士の交流の交流の交流の交流】】】】            

高齢者と一緒に活動する学生を通じて、これまで縁の無かった住民

同士のつながりも生まれた。 
  

【【【【学生学生学生学生のののの経験、経験、経験、経験、「地域」への意識「地域」への意識「地域」への意識「地域」への意識醸成醸成醸成醸成】】】】     
学生の発言を紹介する。 
「自治会活動を手伝うことから住民の信頼を得てきていることを感

じる。他ではこうした経験は得られない」、「地域活動に参加したら行

動することが大事。口だけの人間は評価されない。発想を持ったら率

先してやってみることが大切」、「もともと人と話をするのが苦手だっ

たが、今では上手だと言われる。コミュニケーションスキルが高まっ

た」、「（団地に）住むことで、社会がどうなっているのかを深く知るこ

とができた」、「地域を知るにつれ、地域に対する思い入れが増した」、

「人とのつながりが増えていく。それ自体が自分の糧になる」、「他の

地域でどこまでできるかわからないが、その機会があった時には、躊

躇せずにかかわっていきたい」、「これまでの経験を活かして、実家が

ある地域を活性化していきたい。そうした活動に参加したい」 

 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

自治会からは、学生の(メンバーが入れ替わりながらの)居住の継続

と、住棟毎の居住への希望がある。後者を実現するには、そのための

住戸の確保の必要があるが、現状では空き住戸を活用するため、計画

的に増やしていけない状況がある（県営住宅の特例的な利用のため）。 
また、継続的な学生の入居を得るため、自治会は学生に魅力を感じ

てもらう工夫が必要と考えている。これに対し学生側は、学生同士が

横のつながりで継承していく仕組みをつくり、学生側で活動を継承す

る構想を描いている。 

 

自治会からの声を

こまめに受け止め、実

現に向けての可能性

を探る。 

【【【【ごみ出しごみ出しごみ出しごみ出しの課題の課題の課題の課題】】】】      
エレベーターがない住棟（５階建て）の上部階に入居する高齢者の

み世帯では、日常のごみ出しが困難になっている。自治会は学生の力

を期待しているが、今の人数や状況では困難な状況。大学のスポーツ

クラブやサークル活動の一環で行うなどのアイデアが出されている。 

  

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

学生シェアハウスは、若者と高齢者という両世代が交流する状況をつくる。加えて、学生の地域活

動への参加が新たな住民の参加を呼び、学生を介して住民同士の新たなつながりが生み出されてい

る。シェアハウスが、学生を媒介役に住民同士の交流を生み出す仕掛けにもなっている。 
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④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【【【【学生を介し学生を介し学生を介し学生を介したたたた住民同士住民同士住民同士住民同士の交流の交流の交流の交流】】】】            

高齢者と一緒に活動する学生を通じて、これまで縁の無かった住民

同士のつながりも生まれた。 
  

【【【【学生学生学生学生のののの経験、経験、経験、経験、「地域」への意識「地域」への意識「地域」への意識「地域」への意識醸成醸成醸成醸成】】】】     
学生の発言を紹介する。 
「自治会活動を手伝うことから住民の信頼を得てきていることを感

じる。他ではこうした経験は得られない」、「地域活動に参加したら行

動することが大事。口だけの人間は評価されない。発想を持ったら率

先してやってみることが大切」、「もともと人と話をするのが苦手だっ

たが、今では上手だと言われる。コミュニケーションスキルが高まっ

た」、「（団地に）住むことで、社会がどうなっているのかを深く知るこ

とができた」、「地域を知るにつれ、地域に対する思い入れが増した」、

「人とのつながりが増えていく。それ自体が自分の糧になる」、「他の

地域でどこまでできるかわからないが、その機会があった時には、躊

躇せずにかかわっていきたい」、「これまでの経験を活かして、実家が

ある地域を活性化していきたい。そうした活動に参加したい」 

 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続学生シェアハウスの継続】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

自治会からは、学生の(メンバーが入れ替わりながらの)居住の継続

と、住棟毎の居住への希望がある。後者を実現するには、そのための

住戸の確保の必要があるが、現状では空き住戸を活用するため、計画

的に増やしていけない状況がある（県営住宅の特例的な利用のため）。 
また、継続的な学生の入居を得るため、自治会は学生に魅力を感じ

てもらう工夫が必要と考えている。これに対し学生側は、学生同士が

横のつながりで継承していく仕組みをつくり、学生側で活動を継承す

る構想を描いている。 

 

自治会からの声を

こまめに受け止め、実

現に向けての可能性

を探る。 

【【【【ごみ出しごみ出しごみ出しごみ出しの課題の課題の課題の課題】】】】      
エレベーターがない住棟（５階建て）の上部階に入居する高齢者の

み世帯では、日常のごみ出しが困難になっている。自治会は学生の力

を期待しているが、今の人数や状況では困難な状況。大学のスポーツ

クラブやサークル活動の一環で行うなどのアイデアが出されている。 

  

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

学生シェアハウスは、若者と高齢者という両世代が交流する状況をつくる。加えて、学生の地域活

動への参加が新たな住民の参加を呼び、学生を介して住民同士の新たなつながりが生み出されてい

る。シェアハウスが、学生を媒介役に住民同士の交流を生み出す仕掛けにもなっている。 
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３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

明舞団地住民の高齢化、高齢者のみ世帯の増加は住民の中で既に顕在化・共有されていた。県は、

住民自身の力による団地再生事業の展開を支えていく中で、住民との関係を築き、課題を共有して

いった。 
６６６６    住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

入居学生が、自治会活動や地域活動にＰＣ操作など得意なことを活かして参加することにより、若

者の存在感で住民の間に「活気」「元気」をもたらし、地域コミュニティの活性化につなげている。 
７７７７    地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

学生シェアハウスの入居要件には自治会活動、地域活動への参加などがある。入居学生は、実際に

活動に参加し、住民から頼られる存在として活躍することで、人から信頼を得る経験をし、地域への

愛着を深め、将来居住する地域においても地域活動に積極的に携わっていこうとする意識を育んでい

る。 
自治会の主要なメンバーである 70 歳以上の高齢者から見ると、大学生は孫の世代に当たる。祖父

母世代と孫世代の交流は、親と子とは異なる円滑なコミュニケーションが成立しやすいという感想が

あった。 

９９９９    行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

学生シェアハウスは県の事業であり、入居者の募集に近隣大学が協力し、募集説明会や意見交換会、

入居者選定審査会へは自治会住民が参加している。 
団地再生事業には、住民・県・大学・ＮＰＯや任意団体・企業が多様な形で関わっている。例えば

空き店舗を活用した地域活動では、大学(サテライト)、ＮＰＯ(「居場所」としての食堂運営)、任意

団体、リノベーション業者との連携が見られる。再生事業の大きな転機となった「まちづくりワーク

ショップ」や、情報発信等の拠点「まちづくり広場」の運営にも、大学やＮＰＯの力が発揮されてい

る。 
11111111    行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

学生が団地に住むという自治会の提案を、県が「学生シェアハウス」として具体化し、継続実施す

る中で、住民や学生の状況に寄り添い、意見を採り入れ、「学生シェアハウス」の運営の改善に反映

させている。 
 
他の自治体職員へのアドバイス 

この事業では、高すぎる目標をつくらず、あえて数値目標を設定しないようにしている。コミュニ

ティに関しては、数値で表せないものが多く、一人ひとりがケアできる規模で行う方が効果が高い。 
住民にはアイデアマンが多い。一部の顔が見える住民としっかりつながることで、これを起点とし

て住民の中で輪が広がっていくと考え、それを心がけている。また、まちづくりには女性が重要だと

思っている。女性の感覚にヒットすると、輪が広がっていく。 
限られた予算を事業実施に活用するため、広報活動については、マスコミへの小まめな情報提供を

心がけている。話題として取り上げてもらいやすい状況をつくり、新聞への記事掲載やニュース番組

での報道へつなげることで、広報費用の縮減に加え、マスコミで紹介されることにより、住民をはじ

めとする事業参加者のモチベーションが上がり、次の活動へとつながっていく。 
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07    地域共生のいえ地域共生のいえ地域共生のいえ地域共生のいえ 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

「地域共生のいえ」は、世田谷区内に家屋等を所有する住民(オーナー)自身の意思により、所有の建

物を地域に開放して、地域住民の交流や子育て・高齢者支援の場、子どもの居場所等、地域の公益的な

まちづくり活動の場として活用する取り組みである。 
「一般財団法人世田谷トラストまちづくり」の「地域共生のいえづくり支援事業」では、同財団が中

心的な役割を担い、オーナーからの相談対応、開設に向けた支援や運営の支援、行政等との連携により

「地域共生のいえ」が実現されている。現在 18 の拠点で地域の交流支援や高齢者福祉、子育て支援な

ど様々な取り組みが行われている。具体例として、「岡さんのいえ TOMO」を紹介する。 

 
岡さんのいえＴＯＭＯ 

東京都世田谷区位置 

 
 

 
岡さんのいえＴＯＭＯ だがしやの看板 

 
だがしやの様子 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【【【【古民家活用の相談古民家活用の相談古民家活用の相談古民家活用の相談への借り手紹介の経験が契機への借り手紹介の経験が契機への借り手紹介の経験が契機への借り手紹介の経験が契機】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

2000（平成 12）年、当時の「財団法人世田谷区都市整備公社まちづ

くりセンター」に、自宅の広い敷地に古民家などを有する住民から土

地の活用について相談が持ち込まれ、いくつかの借り手となる団体等

を紹介したことが本事業開始のきっかけとなった。 
ここから、区内の家屋等のオーナーの自己所有建物活用によるまち

づくりの場の支援を通じて、地域共生のまちづくり推進、区民の暮ら

しやすい環境と地域の絆を生み出し育んでいくことを目的とした「地

域共生のいえづくり支援事業」が始められた。本格開始は 2005(平成

 「財団」は、前身で

ある「財団法人世田谷

区都市整備公社」と

「財団法人せたがや

トラスト協会」の時か

ら引き続き、区の外郭

団体として位置付け

られている。 
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17)年である。 
その後組織の統合

※

を経て、「一般財団法人世田谷トラストまちづく

り(以下、この事例のページでは「財団」という。)」がこの事業を継続

して実施している。 
 
※「財団」の設立経緯：世田谷区の都市基盤整備を担う「財団法人世田谷区都市整備公社」

と世田谷の自然と環境を守る「財団法人せたがやトラスト協会」の二つが 2006(平成 18)年
に統合され、「財団法人世田谷トラストまちづくり」が設立された。前身の両組織のそれぞ

れの蓄積を継承発展させ、「区民主体による良好な環境の形成及び参加・連携・協働のまち

づくりを推進し支援する」ことを目的とする。その後 2013(平成 25)年に一般財団法人に移

行した。 
 

設立趣旨からも事

業内容は行政課題と

の関連性があり、行政

が関与しつつ実施さ

れている。 
 

②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【【【【住民住民住民住民のののの自宅等活用による自宅等活用による自宅等活用による自宅等活用による公益的活動の公益的活動の公益的活動の公益的活動の想い想い想い想いを支援を支援を支援を支援】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

「財団」は、地域への貢献等公益的活動に区内の自己所有建物等を

活用しようというオーナーからの相談を受け、オーナーの課題意識を

把握すると共に、次に示す各段階の取り組みの中で、課題解決に向け

た個人所有の自宅や庭等の活用方策を具現化するための支援を行って

いる。 
 

 必要に応じて、関係

する区役所庁内所管

課（都市計画、住宅、

福祉、市民活動等各分

野）との連携が取られ

ている。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）オーナーからの相談（第一段階：構想支援）ⅰ）オーナーからの相談（第一段階：構想支援）ⅰ）オーナーからの相談（第一段階：構想支援）ⅰ）オーナーからの相談（第一段階：構想支援）        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

具体的に実現した事例について情報を発信し、オーナーからの相談

に応じ、案件についてオーナーの意向のヒアリングや活用方法、関係

窓口の案内等の情報提供を行う。さらに現場調査を行い活用の可能性

の検討をＮＰＯやまちづくりの専門家等の外部機関や場合によっては

町会、自治会等とも連携しながら実施する。 
地域貢献を目的とした公益的な活用が出来る案件は情報登録を行

う。 

 オーナーの意向の

内容によって最適な

区役所庁内の所管課

などの窓口案内を行

う。 

ⅱⅱⅱⅱ）開設に向けた支援（第二段階：試行支援））開設に向けた支援（第二段階：試行支援））開設に向けた支援（第二段階：試行支援））開設に向けた支援（第二段階：試行支援）  行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり 

第二段階では、事業開始当初の６ヶ月位の間、伴走しながら試行期

間として実地検証を行い、オーナーの不安や活動上の課題解決、運営

体制構築支援をするため、月１回程度のモニタリングなどを行い支援

する。 

 「財団」による支援 

ⅲⅲⅲⅲ）本格的な開設へ向けた支援（第三段階：開設支援））本格的な開設へ向けた支援（第三段階：開設支援））本格的な開設へ向けた支援（第三段階：開設支援））本格的な開設へ向けた支援（第三段階：開設支援）  行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり 

第三段階は本格的に事業を進める段階での支援で、オーナーの想い

を表す「憲章」作成、それを記したプレート等の設置などで地域への

お披露目等を支援する。 

 「財団」による支援 

ⅳ）開設後の支援ⅳ）開設後の支援ⅳ）開設後の支援ⅳ）開設後の支援 行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり 

開設後に生じた問題や運営の苦労について、定期的に「オーナーズ

プラス会議」を開催し、活動報告や課題解決に向けた相談を行ってい

る。 

「財団」による支援 
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④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【認知度の向上】【認知度の向上】【認知度の向上】【認知度の向上】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

事業の開始当初は問い合わせ・実現件数は少なかったが、現在 18 戸

となり認知度も上がってきている。このため、この「地域共生のいえ

づくり支援制度」の趣旨を知った上で相談にくる案件が増えてきてい

る。 

 「財団」による支援 

【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】     
「岡さんのいえ TOMO」では、“子どもの集う場”であったこの家の

かつての姿の再生を願う、元住人と相続人である現オーナーの思いが、

「財団」の様々な支援により実現している。さらに、子育て中のお母

さんの交流の場から、地域の人々、大学及び大学生の参加により、交

流の「場」としての効用が高まっている。また、「だがしや」を開き、

子どもだけでなく大人にも人気となっている。 

 

【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】     
「岡さんのいえ TOMO」では、ゆるやかな関係性の中で自発的に運

営するスタッフ（「世田谷トラストまちづくり大学」
※

の卒業者、地域

の賛同者、大学生、企業等）などにより、子どもの集う「場」から地

域交流の「場」へ、地域の人々及びその他協力者との関係へと広がり

を見せている。例えば、築 60 年の家のため耐震補強改修に建築家のア

ドバイスを受け、複数の企業、事業者の協力・貢献などを受けた。家

の改修資金集めにはクラウドファンディングを活用している。 
 
※「世田谷トラストまちづくり大学」：まちの環境とコミュニティを育むための地域人材

の発掘・育成を目指す「財団」主催の市民講座 

 

【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】      
「岡さんのいえ TOMO」の活動では、近隣の児童館や学校との連携

がある。さらに、複数の大学とも連携が広がり、大学生が子どもの人

気の遊び相手となって多数かかわるようになっている。 

  

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【事業の継続性事業の継続性事業の継続性事業の継続性】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

オーナーの高齢化や世代交代により、運営や事業の継続が難しくな

る可能性が生じている。世代交代後の相続人が事業の継続を承諾する

事例もある。 

 「財団」による取り

組み 

【【【【自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明】】】】      
「地域共生のいえ」が地域に根差したものとなっていくために、そ

の地域の自治会が知らないという状況を生まないよう、最近の開設で

は地域の自治会長に対し、オーナーが事前説明などを行っている。 
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④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【認知度の向上】【認知度の向上】【認知度の向上】【認知度の向上】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

事業の開始当初は問い合わせ・実現件数は少なかったが、現在 18 戸

となり認知度も上がってきている。このため、この「地域共生のいえ

づくり支援制度」の趣旨を知った上で相談にくる案件が増えてきてい

る。 

 「財団」による支援 

【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】【地域住民の交流の「場」】     
「岡さんのいえ TOMO」では、“子どもの集う場”であったこの家の

かつての姿の再生を願う、元住人と相続人である現オーナーの思いが、

「財団」の様々な支援により実現している。さらに、子育て中のお母

さんの交流の場から、地域の人々、大学及び大学生の参加により、交

流の「場」としての効用が高まっている。また、「だがしや」を開き、

子どもだけでなく大人にも人気となっている。 

 

【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】【様々な人々・団体・企業の支援】     
「岡さんのいえ TOMO」では、ゆるやかな関係性の中で自発的に運

営するスタッフ（「世田谷トラストまちづくり大学」
※

の卒業者、地域

の賛同者、大学生、企業等）などにより、子どもの集う「場」から地

域交流の「場」へ、地域の人々及びその他協力者との関係へと広がり

を見せている。例えば、築 60 年の家のため耐震補強改修に建築家のア

ドバイスを受け、複数の企業、事業者の協力・貢献などを受けた。家

の改修資金集めにはクラウドファンディングを活用している。 
 
※「世田谷トラストまちづくり大学」：まちの環境とコミュニティを育むための地域人材

の発掘・育成を目指す「財団」主催の市民講座 

 

【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】【ネットワークの広がり】      
「岡さんのいえ TOMO」の活動では、近隣の児童館や学校との連携

がある。さらに、複数の大学とも連携が広がり、大学生が子どもの人

気の遊び相手となって多数かかわるようになっている。 

  

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【事業の継続性事業の継続性事業の継続性事業の継続性】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

オーナーの高齢化や世代交代により、運営や事業の継続が難しくな

る可能性が生じている。世代交代後の相続人が事業の継続を承諾する

事例もある。 

 「財団」による取り

組み 

【【【【自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明自治会などへの事前説明】】】】      
「地域共生のいえ」が地域に根差したものとなっていくために、そ

の地域の自治会が知らないという状況を生まないよう、最近の開設で

は地域の自治会長に対し、オーナーが事前説明などを行っている。 
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【さらなる制度の活用推進】【さらなる制度の活用推進】【さらなる制度の活用推進】【さらなる制度の活用推進】     行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり 

このような仕組みの活用を通じて、地域や地元に根ざしたオーナー

が、家や庭を閉じた状態からまちに開き、地域住民を（活動に）引き

込んでいくことが望まれている。その活用によって暮らし方や地域社

会のプラスとなることが期待される。 

 

「財団」による取り

組み 

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

２２２２    地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

自宅等を地域に開放し地域内の住民交流の場などに活かして、地域貢献活動を行う事業である。こ

の活動に関心を持つオーナーが「財団」の支援を受けて「地域共生のいえ」を開設し、オーナー自身

または住民やＮＰＯなどにより運営される。現在 18 箇所の「地域共生のいえ」で住民同士の交流、

ＮＰＯ活動の活動支援、高齢者福祉支援、子育て支援などの取り組みが行われている。 
６６６６    住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

この取り組みでは、「財団」の紹介する専門家、運営に携わるオーナー自身、住民や「まちづくり

大学」卒業者、ＮＰＯ、学生などが、それぞれの役割を果たしている。 
オーナー自らの意思や本活動へのオーナーの十分な理解が重要なため、「財団」ではコーディネー

トする専門家を擁して、説明・相談などに十分な対応を行っている。 
オーナーや運営に参加する住民の中には、地域貢献意識の高い人が少なくない。自宅という私有の

建物や庭を地域に開き、地域交流や地域の課題解決（高齢者福祉や子育て支援など）に向けた取り組

みには様々なスキルや個性を持った住民が参加し、運営している。住民が運営に携わるようになる契

機はそれぞれだが、活動の中で自己実現や人との交流に喜びを見出している。 

10101010    行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

「財団」はこのような住民の地域貢献活動への意思を活かす仕組みをつくり、制度や開設後の「い

え」の活動について、住民に周知、情報発信（「地域共生のいえ かわら版」の発行やパンフレット、

「財団」のホームページなど）することで、この仕組みを使ったテーマ型住民活動を促している。 
11111111    行政による行政による行政による行政による相談対応・後方支援相談対応・後方支援相談対応・後方支援相談対応・後方支援    

「財団」は、地域共生のいえの開設までは建築家などの専門家と共に、オーナーに伴走するように

相談対応を行っている。開設後も定期的にオーナーが活動報告する機会を設けて、何らかの課題があ

る場合にはその解決に向けた支援を行っている。 
「財団」はその設立の経緯から、行政との連携が良好で高い調整機能を有し、むしろ行政に代わっ

ての役割を果たしている面もある。これら高い調整機能と後方支援がこの事業を推進する上での中核

部分であり、「財団」はそれらに対応できる人材を有している。 
他の自治体職員へのアドバイス 

地域の活力を高める取り組みにおいて、行政の支援は重要である。 
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08    文京ミ・ラ・イ対話文京ミ・ラ・イ対話文京ミ・ラ・イ対話文京ミ・ラ・イ対話 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

文京区では、対話等を通じて地域の多様な主体が関わり合いながら、地域課題の解決を図る担い手を

創出していく「新たな公共プロジェクト」の取り組みを実施し、より豊かな地域社会の実現を目指して

いる。本プロジェクトの一環として対話の場「文京ミ・ラ・イ対話」を実施している。また、既に活動

を開始した団体のプロジェクトにも支援を行い、更なる活動の継続・活性化を応援している。行政が地

域活性化や担い手育成のきっかけをつくり、大学等と連携しながら、段階的に住民主体の自治(活動)に

移行・発展・定着させていく事例である。 

 
文京ミ・ラ・イ対話、語り合いの様子 

東京都文京区位置図 

 
 
 

 
「文京のミ・ラ・イへつなぐシンポジウム＆対話～考

え込むより、街に出よう！」の様子 

 
「文京ミ・ラ・イ対話～文京区の会社員も街に出よう！」

の様子 
(写真)文京ソーシャルイノベーション・プラットフォームより http://bunkyo-sip.jp/ 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細               ※この事例は行政による取り組みであるため、他事例のような住民の活動と

それに対する行政のかかわりという形式とは異なる表記となる。    

①背景・きっかけ①背景・きっかけ①背景・きっかけ①背景・きっかけ 

【「新たな公共の担い手」との協働の提言】【「新たな公共の担い手」との協働の提言】【「新たな公共の担い手」との協働の提言】【「新たな公共の担い手」との協働の提言】    

文京区では、「文の京」自治基本条例（2005（平成 17）年４月施行）の中で「協働・協治」を自

治の理念として位置づけ、平成 22 年 6 月策定の文京区基本構想に「新たな公共の担い手」と区との

協働を掲げた。 

2011（平成 23）年度に「文京区新たな公共の担い手専門家会議(以下「専門家会議」という。)」

を設置して新たな公共の担い手と区の協働について具体的な方策の検討を進め、2012（平成 24）年

４月に「文京区と新たな公共の担い手との協働の推進～文京区から始まるソーシャルイノベーション

に向けて～」の提言が区長に提出された。 
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②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【専門家からの提言を基に「新たな公共プロジェクト」を【専門家からの提言を基に「新たな公共プロジェクト」を【専門家からの提言を基に「新たな公共プロジェクト」を【専門家からの提言を基に「新たな公共プロジェクト」を実施実施実施実施】】】】    

提言内容の実現に向け、2013（平成 25）年４月から「新たな公共プロジェクト」を実施（平成 25
年度から３か年）。特に、担い手育成のための住民同士の対話のプログラム「文京ミ・ラ・イ対話」

の取り組みの提案は、「専門家会議」からの意見であった。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）「住民同士の「住民同士の「住民同士の「住民同士の対話対話対話対話」の場」の場」の場」の場    

 地域の新たな担い手育成に向けて 
第 1 ステップ：文京区の未来を考える対話の場（文京ミ・ラ・イ対話） 

「文京ミ・ラ・イ対話」は、地域課題への理解を深め、地域でどのような事業が求められているか

について、専門家や実践者等からの情報提供や、参加者による対話を通して課題解決の方策を考える

対話のプログラムである。担い手を創出する新たなスキームの最初のステージとして位置付けてい

る。 
地域で活動している方、これから活動したいと思っている方、町内会等の活動には参加しづらいが

地域に貢献したい方等、様々な主体が一堂に集まり、身近な地域課題の解決について語り合える場を

つくることを実践している。対話の中で解決策を見出しながら、次のステップにも繋いでいく。 
各回のテーマに応じて、区関係課の職員も参加し対話に加わる。なお、全体の進行や対話テーブル

のファシリテーションは委託業者が行う。 
（2013（平成 25）～2015（平成 27）年度で 18 回、532 人が参加。） 

ⅱ）ⅱ）ⅱ）ⅱ）大学との連携大学との連携大学との連携大学との連携、、、、実践的なテーマ実践的なテーマ実践的なテーマ実践的なテーマ    

「文京ミ・ラ・イ対話」のテーマは、２年間区から提示していたが、偏りがあり新鮮味に欠けると

いうことから、平成 27 年度は区内大学と連携し、時代背景を踏まえ、文京区の対話に相応しい課題

をベースにしたテーマを選定し、実践的な内容になった「街に出よう、頼りになる情報、仲間の見つ

け方・広げ方」。区と大学の共催で会場も各大学とした。大学側も地域に貢献したいと考えており、

双方にとって効果的な取り組みとなった。 

これまでも、生涯学習の講座や防災等で大学との連携は密に行っている。大学との連携は 19 の大

学がある文京区ならではの取り組みでもある。 

ⅲ）「ⅲ）「ⅲ）「ⅲ）「対話対話対話対話」」」」からからからから次の段階「起業」次の段階「起業」次の段階「起業」次の段階「起業」へへへへ    

「文京ミ・ラ・イ対話」への参加をきっかけに、次のステップである「社会起業講座」や「プロジェ

クト支援制度」の利用に進み、地域課題の解決を具体化する取り組みを段階的に支援していく。 

第２ステップ：文京社会起業講座 

「文京ミ・ラ・イ対話」への参加者を中心に社会起業入門講座、社会起業アクション・ラーニング

講座の２種類の講座を開催している。 
（2013（平成 25）～2015（平成 27）年度で３回開催し 295 人が受講。） 

第３ステップ：文京社会起業フェスタ 
文京社会起業アクション・ラーニング講座の受講生や、プロジェクト支援団体等が一堂に会し、実

施者（団体）と区民やプロジェクトに関心のある方達とが出会い、つながれる機会を促進するための

イベント。 
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（2013（平成 25）～2014（平成 26）年度で２回開催、317 人が参加。） 

第４ステップ：地域課題解決プロジェクトの支援 
文京区をフィールドに地域課題の解決を目指す新たな活動の事業構築の支援。「文京ミ・ラ・イ対

話」の参加とは別に実施するもので、団体への支援である。３年間で 27 団体を登録、実際の支援は

10 団体。 
「文京ミ・ラ・イ対話」参加者が将来的にプロジェクトを立ち上げることも期待している。 

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認】】】】 

各種事業の参加率は概ね定員を満たす状況であり、事業全体の参加者数は 2013（平成 25）年度約

750 人、2014（平成 26）年度約 1,000 人と伸びてきており、今年度も約 900 人を超えているため、

地域のために活動したい人、地域とつながりたい人に関してはニーズが多いことが確認できた。 

【地域の担い手【地域の担い手【地域の担い手【地域の担い手への期待への期待への期待への期待】】】】 

今後、継続的に地域活動を行う団体が多数生まれ、区と協働して公共サービスを提供できるような

担い手になることを目指しているが、現時点では、まだその段階には達していない。ただし、「文京

ミ・ラ・イ対話」への参加者が即地域の担い手となることは想定しておらず、次のステップに進むこ

とが重要になる。 

【【【【30303030～～～～40404040 代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】 

毎回 40 人程度の参加がある。参加者のアンケート結果からみると、30～40 代の現役世代が７割を

占めた。その要因としては、広報活動等で、ソーシャルビジネス、プロボノ、ファンドレイジングな

どの専門用語を積極的に活用したこと、特設サイトやＳＮＳ、メールマガジン、ニューズレター等の

現役世代がアプローチしやすい広報媒体を活用したこと、開催時間を仕事帰りでも参加しやすい平日

の夜間にしたこと等が挙げられる。新しい担い手として若い世代にも参加してほしいので、広報紙も

デザインなど戦略的に作成している。 

【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係のののの構築】構築】構築】構築】 

「新たな公共プロジェクト」の一環である「プロジェクト支援制度」の一例である「地域密着型介

護・保育プロジェクト」では、学童保育に地域の高齢者等の参加を得て、子どもたちと「地域のおじ

いちゃん」のように「顔と顔が繋がる関係」が作られたという。 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望    

【【【【継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性】】】】 

地域活性化の土壌づくりには時間がかかる。「文京ミ・ラ・イ対話」の参加者から担い手となり得

る人材は多数創出されつつあるが、その後独り立ちして地域で継続的に事業を展開できるまでに成長

させるのは難しく、その段階までいかに成長できるよう支援するかが課題である。 
【【【【評価体制の設置評価体制の設置評価体制の設置評価体制の設置】】】】 

 平成 25 年度からの３か年事業として実施しており、本年度が事業３か年目となるため、専門家及

び実務者による会議体を設置し、客観的な成果検証を行った上で、今後の方向性を検討していく予定

である。 
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（2013（平成 25）～2014（平成 26）年度で２回開催、317 人が参加。） 

第４ステップ：地域課題解決プロジェクトの支援 
文京区をフィールドに地域課題の解決を目指す新たな活動の事業構築の支援。「文京ミ・ラ・イ対

話」の参加とは別に実施するもので、団体への支援である。３年間で 27 団体を登録、実際の支援は

10 団体。 
「文京ミ・ラ・イ対話」参加者が将来的にプロジェクトを立ち上げることも期待している。 

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認【地域のために活動したいというニーズの確認】】】】 

各種事業の参加率は概ね定員を満たす状況であり、事業全体の参加者数は 2013（平成 25）年度約

750 人、2014（平成 26）年度約 1,000 人と伸びてきており、今年度も約 900 人を超えているため、

地域のために活動したい人、地域とつながりたい人に関してはニーズが多いことが確認できた。 

【地域の担い手【地域の担い手【地域の担い手【地域の担い手への期待への期待への期待への期待】】】】 

今後、継続的に地域活動を行う団体が多数生まれ、区と協働して公共サービスを提供できるような

担い手になることを目指しているが、現時点では、まだその段階には達していない。ただし、「文京

ミ・ラ・イ対話」への参加者が即地域の担い手となることは想定しておらず、次のステップに進むこ

とが重要になる。 

【【【【30303030～～～～40404040 代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】代の現役世代へアピール】 

毎回 40 人程度の参加がある。参加者のアンケート結果からみると、30～40 代の現役世代が７割を

占めた。その要因としては、広報活動等で、ソーシャルビジネス、プロボノ、ファンドレイジングな

どの専門用語を積極的に活用したこと、特設サイトやＳＮＳ、メールマガジン、ニューズレター等の

現役世代がアプローチしやすい広報媒体を活用したこと、開催時間を仕事帰りでも参加しやすい平日

の夜間にしたこと等が挙げられる。新しい担い手として若い世代にも参加してほしいので、広報紙も

デザインなど戦略的に作成している。 

【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係【地域住民同士顔の見える関係のののの構築】構築】構築】構築】 

「新たな公共プロジェクト」の一環である「プロジェクト支援制度」の一例である「地域密着型介

護・保育プロジェクト」では、学童保育に地域の高齢者等の参加を得て、子どもたちと「地域のおじ

いちゃん」のように「顔と顔が繋がる関係」が作られたという。 

⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望    

【【【【継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性継続的な支援の方向性】】】】 

地域活性化の土壌づくりには時間がかかる。「文京ミ・ラ・イ対話」の参加者から担い手となり得

る人材は多数創出されつつあるが、その後独り立ちして地域で継続的に事業を展開できるまでに成長

させるのは難しく、その段階までいかに成長できるよう支援するかが課題である。 
【【【【評価体制の設置評価体制の設置評価体制の設置評価体制の設置】】】】 

 平成 25 年度からの３か年事業として実施しており、本年度が事業３か年目となるため、専門家及

び実務者による会議体を設置し、客観的な成果検証を行った上で、今後の方向性を検討していく予定

である。 
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【【【【支援体制の発展支援体制の発展支援体制の発展支援体制の発展・・社協との連携】・・社協との連携】・・社協との連携】・・社協との連携】 

文京ボランティア・市民活動センター(文京区社会福祉協議会運営)においても、相談・イベント・

講座などの各種事業実施による担い手の育成・支援、また、団体間の橋渡しを行っている。今後、「新

たな公共プロジェクト」の各種事業により創出された担い手と、文京区社会福祉協議会が関わってき

たボランティア団体，ＮＰＯ団体に対して、文京区社会福祉協議会と連携して、一体的に中間支援を

行う予定である。 

将来的には区が担っていた参加者へのフォローや相談機能の業務を文京区社会福祉協議会にゆだ

ねていく方針である。 

(3)(3)(3)(3)    この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

２２２２    地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

住民同士が語り合い、顔の見える関係をつくるきっかけとして、住民が気軽に参加し安心して語り

合える場として、区が設定した。 
５５５５    各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

地域課題解決に取り組む団体に対し、団体の状況に応じて段階的に行政が支援するプログラムを設

けている。 
７７７７    地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

行政が地域の担い手育成の基本指針を掲げ、一つのプロジェクトとして段階的に取り組んでいる。

また担い手候補と期待する層を明確にし、その層に合った広報の方法やテーマ設定を工夫している。 
10101010    行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

「文京ミ・ラ・イ対話」参加者のアンケートにより参加者属性を把握している。また区内のＮＰＯ

の活動を紹介するＮＰＯ活動ＰＲフェアの開催などでの情報発信を行っている。現役世代の関心を高

めるよう、広報紙を若者向けに戦略的に作成し、ソーシャルビジネス、プロボノ、ファンドレイジン

グなど専門用語や、特設サイトやＳＮＳ、メールマガジン、ニューズレター等の現役世代がアプロー

チしやすい広報媒体を積極的に活用している。 

11111111    行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

今後、支援や相談等の役割は文京区社会福祉協議会と連携して行う。また日常的な交流の場を区民

センターにつくるなど、関係機関との連携強化、業務の移譲により、日常的に住民に対する後方支援

を行っていく予定である。 
他の自治体職員へのアドバイス 

単発の事業を実施したら終了とするのではなく、何かしらの手段を使って定期的に参加者のフォ

ローを行わないと、担い手の育成は進まない。行政職員としての伴走機能は重要。 
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09    安房マネー安房マネー安房マネー安房マネー 

(1)(1)(1)(1)取り組み取り組み取り組み取り組みのののの概要・特徴概要・特徴概要・特徴概要・特徴    

「安房（あわ）マネー」は千葉県鴨川市等の安房地域で主に移住者の間で活用されている地域通貨で

ある。これは、助け合い関係を仲立ちする道具であり、同時にコミュニケーションを誘うものとして機

能している。そして会員たちのコミュニティが地域内のコミュニティネットワークへと広がり、地域住

民の潜在的な力を引き出し、新たな活動に繋がる効果を生み出した。炭焼きや棚田を使った都市と里

山・農村の交流や企業と連携した棚田トラストの活動など様々な活動に広がり、地域コミュニティを活

性化させている。 

バランスシート(通帳)型地域通貨安房マネー 

千葉県安房地域位置 

 

 
集落の様子 

 
棚田の様子 

(2)(2)(2)(2)取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細取り組みの詳細    

①①①①背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ背景・きっかけ 

【【【【移住者の助け合いがきっかけ移住者の助け合いがきっかけ移住者の助け合いがきっかけ移住者の助け合いがきっかけ】】】】        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

地域通貨「安房マネー」の取り組みは、鴨川市へ移住(1999 年)した

メンバーが、子育ての助け合いの仲間を求めて始めたものである。 
2002 年から安房地域への移住者を中心に会員制で開始。現在、地域

住民を含む約 300 人（170 世帯）の規模で運営されている。 
「安房マネー」はモノとサービスの取引のための地域通貨というだ

けでなく、コミュニケーションのツールとして機能するものとなり、

このことから様々な活動が生まれている。 

 行政による空き家

対策として、都市住民

の移住支援策による

移住者募集を実施。 
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②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】    

当初は安房地域（鴨川市・鋸南町・南房総市・館山市）への移住者

中心の助け合い・困り事解決の道具として「安房マネー」が活用され

た。この助け合いネットワークと、もともと地元にある助け合い関係

（「結」）とは、別々のコミュニティではあったが、個々に顔の見える

関係が作られていく中で、過疎化・里山保全等課題解決の活動が行わ

れ、多様なネットワークが形成された。「安房マネー」のコミュニケー

ション誘発機能が、メンバーの価値観の共有、様々な地域課題の共有

化と課題解決へ向けた取り組みを生み出した。 

③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）地域通貨「地域通貨「地域通貨「地域通貨「安房マネー安房マネー安房マネー安房マネー」」」」の活用の活用の活用の活用    

「安房マネー」はバランスシート（通帳）型地域通貨
※１

と言われる

ものである。物やサービスとの交換取引の内容をお互いの持つ「通帳」

に記録し、その額は当事者間で決める
※２

。物との交換や仕事の依頼
※３

のほか、月１回開催のコミュニティ･カフェ「awanova」や年１回のお

祭り「あわマネー祭り」での物品の「購入」にも使えることにしてい

る。 
物々交換ではその時だけの交流になりがちだが、この仕組みを通す

ことで恒常的な交流を作る役割を果たしている。また、地元にはもと

もと助け合いの文化があり、元からの住民の間ではあえてこの道具は

必要とされず、もっぱらこの地域に多い移住者間のコミュニケーショ

ンツールである。 
 
※１ バランスシート（通帳）型地域通貨は、プラスマイナスゼロからスタート

し、サービスを受けた側は「マイナス」となる。この仕組みでは、通帳の額がマ

イナスになる人が必ず存在する。しかし一時マイナスでも、いずれサービスや物

を提供して返し、プラス・マイナスが一生のうちでバランスすればよいという考

え方である。信頼をベースとして運営されるもので、このため現在までトラブル

はないという。 

 

 

※２ 「安房マネー」の単位は「awa(あわ)」、額の目安は 1awa=1 円とされている。

しかし交換額は当事者間の合意で決め、厳格な取引ルールはなく事務局への報告

も不要である。例えば庭の草取りを「1000 awa」と決め、依頼者の通帳には「-1000」、

受託者の通帳に「+1000」を記載し、依頼ごと（仕事）が完了したら相互にサイン

して取引が完了する。 

 

 

※３ 利用例：家事支援、荷物の配送や送り迎え、コンピュータの指導、印刷、

車や自転車の修理、ガーデニング、洋裁・和裁、ピアノ指導、料理指導、鍼・灸、

ヨガ教室等々、日常の困り事から習い事まで。提供できる・してほしい物やサー

ビスを事前に登録するほか、メーリングリストによる情報交換も頻繁に行われる。 
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②②②②課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス課題共有のプロセス 

【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】【移住者のネットワークから里山の課題解決ネットワークへ】    

当初は安房地域（鴨川市・鋸南町・南房総市・館山市）への移住者

中心の助け合い・困り事解決の道具として「安房マネー」が活用され

た。この助け合いネットワークと、もともと地元にある助け合い関係

（「結」）とは、別々のコミュニティではあったが、個々に顔の見える

関係が作られていく中で、過疎化・里山保全等課題解決の活動が行わ

れ、多様なネットワークが形成された。「安房マネー」のコミュニケー

ション誘発機能が、メンバーの価値観の共有、様々な地域課題の共有

化と課題解決へ向けた取り組みを生み出した。 
③③③③具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法具体的な取り組み内容、方法 

ⅰ）ⅰ）ⅰ）ⅰ）地域通貨「地域通貨「地域通貨「地域通貨「安房マネー安房マネー安房マネー安房マネー」」」」の活用の活用の活用の活用    

「安房マネー」はバランスシート（通帳）型地域通貨
※１

と言われる

ものである。物やサービスとの交換取引の内容をお互いの持つ「通帳」

に記録し、その額は当事者間で決める
※２

。物との交換や仕事の依頼
※３

のほか、月１回開催のコミュニティ･カフェ「awanova」や年１回のお

祭り「あわマネー祭り」での物品の「購入」にも使えることにしてい

る。 
物々交換ではその時だけの交流になりがちだが、この仕組みを通す

ことで恒常的な交流を作る役割を果たしている。また、地元にはもと

もと助け合いの文化があり、元からの住民の間ではあえてこの道具は

必要とされず、もっぱらこの地域に多い移住者間のコミュニケーショ

ンツールである。 
 
※１ バランスシート（通帳）型地域通貨は、プラスマイナスゼロからスタート

し、サービスを受けた側は「マイナス」となる。この仕組みでは、通帳の額がマ

イナスになる人が必ず存在する。しかし一時マイナスでも、いずれサービスや物

を提供して返し、プラス・マイナスが一生のうちでバランスすればよいという考

え方である。信頼をベースとして運営されるもので、このため現在までトラブル

はないという。 

 

 

※２ 「安房マネー」の単位は「awa(あわ)」、額の目安は 1awa=1 円とされている。

しかし交換額は当事者間の合意で決め、厳格な取引ルールはなく事務局への報告

も不要である。例えば庭の草取りを「1000 awa」と決め、依頼者の通帳には「-1000」、

受託者の通帳に「+1000」を記載し、依頼ごと（仕事）が完了したら相互にサイン

して取引が完了する。 

 

 

※３ 利用例：家事支援、荷物の配送や送り迎え、コンピュータの指導、印刷、

車や自転車の修理、ガーデニング、洋裁・和裁、ピアノ指導、料理指導、鍼・灸、

ヨガ教室等々、日常の困り事から習い事まで。提供できる・してほしい物やサー

ビスを事前に登録するほか、メーリングリストによる情報交換も頻繁に行われる。 
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ⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がり    

「安房マネー」会員間の小さなネットワークの集積は、この地域内

での新旧住民のつながり、都市住民とのつながりにも広がっている。 
この地域は過疎化(限界集落化)・里山保全・農地保全等の課題を抱え

る。これらの解決に向けた活動が、「安房マネー」のつながりを基盤に

形成されたネットワークによって様々に行われるようになった。 
ⅲ）ⅲ）ⅲ）ⅲ）ネットワークを活かしたネットワークを活かしたネットワークを活かしたネットワークを活かした様々な取り組み様々な取り組み様々な取り組み様々な取り組み        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

1）「里山の教科書」作成 
・山里の長老達が持つ様々な知恵を継承するために作成。都市・農

村交流の活動につながっている。 
2）「里山生活お助け隊」（地域の課題解決への対応） 
・人手不足に悩む農家の草刈りなどを、依頼内容に応じネットワー

クを通じてメンバーを募りチーム編成し、有償（円決済）でそれ

らの課題解決に当たる取り組み。若者の仕事づくりとしても機能

している。（一人親方のネットワーク） 
3）「あわのわコミュニティカフェ＆マーケット」の開催 
・会員が創業し、メンバーの交流場所、農産物や手作り品の物販な

どの場ともなっている。 
4）「里山わらじランランウォーク」 
・里山の古道整備、草鞋を作って古道を歩く、都市・農村交流活動 
5）安房手づくり醤油の会 
・手作り醤油を作り、現在、100 世帯が自給 
6）大山支援村 
・東日本大震災後、1 週間目に廃校を利用し避難村設置 
7）コンポスト・トイレやロケットストーブの開発 
・「ＮＰＯ法人うず」で都市住民と共にワークショップをして開発 
8）企業などとの連携 
・釜沼木炭生産組合 
・無印良品との「鴨川棚田トラスト」 
・寺田本家との「天水棚田でつくる自然酒の会」 など 

 左記の１）は鴨川市

の「みんなで育て鯛！

まちづくり支援事業

（2012（平成 24）年）」

の助成を受ける。 
 

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【【【【安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果】】】】    

・コミュニケーションツールとしての機能 
・地域課題を地域内で解決する活動 
・新規移住者の様々なネットワークとのつながりを作る 
・上下関係のないフラットなネットワークで、ゆるやかなつながりを

広げていける 
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ⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がりⅱ）ネットワークの広がり    

「安房マネー」会員間の小さなネットワークの集積は、この地域内

での新旧住民のつながり、都市住民とのつながりにも広がっている。 
この地域は過疎化(限界集落化)・里山保全・農地保全等の課題を抱え

る。これらの解決に向けた活動が、「安房マネー」のつながりを基盤に

形成されたネットワークによって様々に行われるようになった。 
ⅲ）ⅲ）ⅲ）ⅲ）ネットワークを活かしたネットワークを活かしたネットワークを活かしたネットワークを活かした様々な取り組み様々な取り組み様々な取り組み様々な取り組み        行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり行政のかかわり    

1）「里山の教科書」作成 
・山里の長老達が持つ様々な知恵を継承するために作成。都市・農

村交流の活動につながっている。 
2）「里山生活お助け隊」（地域の課題解決への対応） 
・人手不足に悩む農家の草刈りなどを、依頼内容に応じネットワー

クを通じてメンバーを募りチーム編成し、有償（円決済）でそれ

らの課題解決に当たる取り組み。若者の仕事づくりとしても機能

している。（一人親方のネットワーク） 
3）「あわのわコミュニティカフェ＆マーケット」の開催 
・会員が創業し、メンバーの交流場所、農産物や手作り品の物販な

どの場ともなっている。 
4）「里山わらじランランウォーク」 
・里山の古道整備、草鞋を作って古道を歩く、都市・農村交流活動 
5）安房手づくり醤油の会 
・手作り醤油を作り、現在、100 世帯が自給 
6）大山支援村 
・東日本大震災後、1 週間目に廃校を利用し避難村設置 
7）コンポスト・トイレやロケットストーブの開発 
・「ＮＰＯ法人うず」で都市住民と共にワークショップをして開発 
8）企業などとの連携 
・釜沼木炭生産組合 
・無印良品との「鴨川棚田トラスト」 
・寺田本家との「天水棚田でつくる自然酒の会」 など 

 左記の１）は鴨川市

の「みんなで育て鯛！

まちづくり支援事業

（2012（平成 24）年）」

の助成を受ける。 
 

④④④④成果、効果成果、効果成果、効果成果、効果 

【【【【安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果安房マネー活用の効果】】】】    

・コミュニケーションツールとしての機能 
・地域課題を地域内で解決する活動 
・新規移住者の様々なネットワークとのつながりを作る 
・上下関係のないフラットなネットワークで、ゆるやかなつながりを

広げていける 
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【【【【外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果】】】】    

移住者などの外からの視点によって、地域資源などの価値の再発見

が起き、地元の人も合流した新たな活動が生み出された。 
【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】    

「安房マネー」の移住者を中心とするネットワークが、都市・農村

交流を促進、地域課題の解決や棚田の保全など様々な活動を誘発した。

地域の既存のネットワークと多くの接点が生まれ、移住者との交流の

活発化や海外８カ国からの来訪者との共同農作業や企業との連携な

ど、地域コミュニティが活性化してきている。 
⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【移住者受入の課題移住者受入の課題移住者受入の課題移住者受入の課題】】】】    

現在、移住者を受け入れるための空き家が不足してきていること。

仕事を作り出していくこと。 
【【【【事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る】】】】    

企業との協働も考えているが、村人とも新たなモデルをつくる必要

がある。 
この次のステップとして行政ならではの新たな取り組みにも期待し

ている。 
【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】    

企業の助成金からは出しづらい。制度面の工夫があればさらに活動

を活発にすることができる。 

(3)(3)(3)(3)この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

地域通貨「安房マネー」という「道具」を使い、助け合いとコミュニケーションを実現するという

「仕掛け」が活用され、移住者のコミュニティが作られた。 
３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

ゆるやかなネットワークは移住者間だけでなく地域との関係へと拡がり、地域の過疎化・農地や里

山環境の保全等の地域課題が共有された。 
また移住者の新しい視点は、この土地の魅力を地元の住民に伝え、この環境の保全が地域課題であ

ることを顕在化させた。 
４４４４    住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

活動の根底には「自分たちのまちは自分たちでつくる」という意識がある。「安房マネー」の会員

ネットワークをベースとして、会員相互の様々な課題を解決するという「自立性」の高い取り組みが

行われている。また、その際には会員と既存の地域住民とのコミュニケーションも活用した課題解決

が行われるという信頼関係も構築されている。例えば、移住希望者が空き家を探す際にも地域住民の

力を借りるというように良好な関係が構築されている。 
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【【【【外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果外からの視点が加わることの効果】】】】    

移住者などの外からの視点によって、地域資源などの価値の再発見

が起き、地元の人も合流した新たな活動が生み出された。 
【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】【安房マネーのネットワークから地元住民との交流活発化】    

「安房マネー」の移住者を中心とするネットワークが、都市・農村

交流を促進、地域課題の解決や棚田の保全など様々な活動を誘発した。

地域の既存のネットワークと多くの接点が生まれ、移住者との交流の

活発化や海外８カ国からの来訪者との共同農作業や企業との連携な

ど、地域コミュニティが活性化してきている。 
⑤⑤⑤⑤課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望課題と今後の展望 

【【【【移住者受入の課題移住者受入の課題移住者受入の課題移住者受入の課題】】】】    

現在、移住者を受け入れるための空き家が不足してきていること。

仕事を作り出していくこと。 
【【【【事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る事業を創る・仕事を創る】】】】    

企業との協働も考えているが、村人とも新たなモデルをつくる必要

がある。 
この次のステップとして行政ならではの新たな取り組みにも期待し

ている。 
【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】【ＮＰＯの人件費の工夫など】    

企業の助成金からは出しづらい。制度面の工夫があればさらに活動

を活発にすることができる。 

(3)(3)(3)(3)この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義この事例における「秘訣」の意義    

１１１１    多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

地域通貨「安房マネー」という「道具」を使い、助け合いとコミュニケーションを実現するという

「仕掛け」が活用され、移住者のコミュニティが作られた。 
３３３３    地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

ゆるやかなネットワークは移住者間だけでなく地域との関係へと拡がり、地域の過疎化・農地や里

山環境の保全等の地域課題が共有された。 
また移住者の新しい視点は、この土地の魅力を地元の住民に伝え、この環境の保全が地域課題であ

ることを顕在化させた。 
４４４４    住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

活動の根底には「自分たちのまちは自分たちでつくる」という意識がある。「安房マネー」の会員

ネットワークをベースとして、会員相互の様々な課題を解決するという「自立性」の高い取り組みが

行われている。また、その際には会員と既存の地域住民とのコミュニケーションも活用した課題解決

が行われるという信頼関係も構築されている。例えば、移住希望者が空き家を探す際にも地域住民の

力を借りるというように良好な関係が構築されている。 
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５５５５    各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

「安房マネー」の会員ネットワークはゆるやかな関係性で構築されており、様々な活動がこのネッ

トワークによるコミュニケーションで形成されている。例えば、醤油の自給体制や棚田トラスト、炭

焼きなど、それぞれの活動に適した形でネットワークが組まれ、活動が行われている。 
６６６６    住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

「安房マネー」による課題解決は、まさに「できる人がその役割を果たす」ものである。 
課題解決を仕事とする「里山生活お助け隊」の取り組みは、状況・依頼の内容に応じ人員募集・チー

ム編成が行われる。高齢化の進む地域で共同作業が難しくなる農業支援にも結びついている。 
７７７７    地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

「里山の長老」や地域住民が持つ様々な失われつつある技術を伝承しつつ、交流につながるような

事業化をすることにより、地域の担い手となる次世代育成が移住者のネットワークと地域住民によっ

て取り組まれている。地域の産業振興策としても、「ゆるやかなつながり」による農林業の人材育成

の可能性を持っている。 
９９９９    行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

「安房マネー」の会員及び地域住民との「ゆるやかなつながり」による活動が、企業などとの連携

に繋がりつつある。「棚田」の活動は大手企業の提案により、「鴨川棚田トラスト」の事業へ発展した

ほか、地域の酒造会社との連携などを生み出した。 
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１．事例における「秘訣」の意義１．事例における「秘訣」の意義１．事例における「秘訣」の意義１．事例における「秘訣」の意義 
 

９件の事例から、11 の「秘訣」の意義を改めて整理する。 

(1)(1)(1)(1)多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

住民の地域への参加促進や活動の活発化に「道具」や「仕掛け」がうまく活用されている４つの事例

を紹介した。 
「リビングルーム鷹巣」（84 ページ）では、まちの中に「リビングルーム」という誰でも利用できる

部屋を設け、住民が「リビングルーム（居間）にあるといいと思う物」を持ち込み、代わりにほしいも

のをもらっていくという物々交換の仕組みで、住民同士の交流を生み出している。「大竹ストーンアー

ト」（88 ページ）は、巨石の利用が多様な人の協力を必要とするものであるため、その強烈な印象と共

に、住民を巻き込む仕掛けとなっている。また巨石から片手に乗るほどまでの石の様々な活用の仕方で、

参加者を広げることにも成功している。行政も、巨石の提供、設置場所の提供、作品づくりへの参加な

ど、多面的にかかわっている。「明舞団地学生シェアハウス」（100 ページ）は、多世代が交流する状況

を作り出すための仕掛けである。地域通貨「安房マネー」（112 ページ）は、参加者同士の助け合いを継

続的な支え合い関係に高める仕組みである。この地域通貨という助け合いの道具は、多様なコミュニ

ケーションを生み出す道具としても機能し、地域の人間関係づくりに大きな役割を果たしている。 
以上の取り組みからは、「道具」や「仕掛け」の活用が、住民同士の交流を生み出し、住民が持つ力

を活かせる状況を作り出すという効果を生むことがわかる。 
また「大竹ストーンアート」における行政のかかわり方からは、行政も「仕掛け」に積極的に巻き込

まれていくことで、住民の優れた取り組みを後押しし、活動の幅を広げていくことに効果的であること

がわかる。「明舞団地学生シェアハウス」の事例からは、行政の事業においても、道具や仕掛けの導入

が有効であることがわかる。 

(2)(2)(2)(2)地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

地域住民の「居場所」づくりとその運営への住民の主体的な関わりや、それらに対する行政の支援の

第第第第 3333 節節節節    事例調査のまとめ事例調査のまとめ事例調査のまとめ事例調査のまとめ    
 
 
 
 



 

118 
 

事例を４つ紹介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）は、住民が気軽に飲食を共にし、交流する場であ

る。またその運営に住民が多く参加し、住民の自己実現や働く機会をつくった。「リビングルーム鷹巣」

（84 ページ）は、空き店舗のシャッターを開ける取り組みとして、商店街に住民の居場所を作り出した。

「地域共生のいえ」（104 ページ）では、住民が所有する家屋等をを活用して、住民の交流の場などが

区内各地でつくられている。「文京ミ・ラ・イ対話」（108 ページ）は、区が住民同士地域の話題や課題

を語り会う機会としての場づくりを行っている。 
これらの事例からは、地域内の居場所づくりが、住民同士のゆるやかなつながりを生み地域課題の解

決につながり、運営方法によってはコミュニティビジネスを行う場にもなり得ることがわかる。 
「ふらっとステーション・ドリーム」や「リビングルーム鷹巣」では、どちらも空き店舗という民間

の不動産活用に対し、開設当初の行政からの賃貸料や改装費などの費用助成が有効だった。「地域共生

のいえ」は、公共側による制度の用意で、住民の自宅等利用による居場所づくりやその運営・活動に取

り組みやすくなっている。「文京ミ・ラ・イ対話」は、行政側から仕掛ける取り組みである。いずれも

行政のかかわりが住民活動につながったり交流の場を支えたりすることに寄与している。 

(3)(3)(3)(3)地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

地域課題を地域の中に顕在化させ、住民同士が共有化していく取り組みとして特徴的な事例を５つ紹

介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）は、集合住宅における高齢化、高齢者の孤立化と

いう課題を住民同士が共有する場であり、また課題解決に向けて取り組む場でもある。「このまちにく

らしたいプロジェクト」（92 ページ）では、公民館の事業により地域住民の間で「多世代共生」という

課題の共有化が図られ、中学生が地域に関わりを持つことが実現していった。「くさっぱら公園」（96
ページ）は、「ひろばの会」が、「大人も子供も本気で遊べる公園がほしい」という課題を企画書にして

区に提案したことで、行政との共有化を図り、区もそれを受け止め具体化させた。また情報誌やホーム

ページにより地域住民や共感者・協力者と意識や情報の共有化もされていった。「明舞団地学生シェア

ハウス」（100 ページ）では、団地住民の高齢化、高齢者のみ世帯の増加という住民と行政が共有して

いた課題に対し、県が団地再生事業と併せ実施した。その中で、ＮＰＯや企業、大学とも課題を共有し、

外部の協力者を得ていった。「安房マネー」（112 ページ）は、地域内につながりの少ない新住民同士の

助け合いという課題を解決する仕組みが求められ、導入され拡がっていった。さらに、人口減少や里山

の荒廃という地域課題に対し、安房マネーを通じたネットワークを中心に、課題解決に向けた様々な

テーマ型住民活動を生み出している。 
これらの事例からは、地域課題の存在が、テーマ型住民活動への動機付けとなることがわかる。「く

さっぱら公園」における行政のかかわり方からは、地域住民が地域課題を顕在化させ、行政との共有化

を求めてきた際に、きちんと受け止めることの重要性が理解できる。 

(4)(4)(4)(4)住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

自立的な住民活動を行っている事例を４つ紹介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）のあるドリームハイツはもともと自立性の高い地

域で、団地開設間もないころからその時々の地域課題に対して様々な活動が行われてきた。それらが協

力し合って「ふらっとステーション・ドリーム」が作られたのである。市の協働事業提案制度に応募(事
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業提案)し採択され資金の支援を受けた後、ＮＰＯ法人化して運営や資金調達などに対する「覚悟」と責

任を表そうとした。「大竹ストーンアート」（88 ページ）は住民同士の活動の中から着想され、取り組み

が拡げられていった。自分たちでできないことについて行政の協力を求める姿勢で取り組んでいる。「く

さっぱら公園」（96 ページ）の「ひろばの会」は、公園づくりの段階から運営まで、地域住民が主体的

にかかわりたいという思いで集まった住民グループである。行政と自分たちのそれぞれの役割も考えつ

つ協力し合う関係を築きながら、自主的な活動を行っている。運営経費を全て自分たちの活動でまかな

うほか、トラブル対処への責任も担っている。「安房マネー」（112 ページ）は、地域通貨の活動に関し

ては行政とほとんど関わりを持たない取り組みである。その根底には、「自分たちのまちは自分たちで

つくる」という意識がある。しかし、そのネットワークから派生した取り組みの中には、市の補助制度

を活用したものがあるほか、支援ではなく連携として企業の力を活用したり、今後行政への提案の意欲

を持っていたりなど、自立した活動として行政や他の主体との関係構築を模索している。 
これらの事例では、地域課題の解決に主体的に取り組む住民活動は自立した意識を強く持ち、行政と

も対等の関係を築いていることがわかる。 
「ふらっとステーション・ドリーム」の事例からは、自立した住民からの責任ある提案に対し期間限

定の運営費支援等は有意義であることがわかる。また「くさっぱら公園」、「大竹ストーンアート」にお

ける行政のかかわり方からは、住民の自立性の尊重と行政の役割とのバランスが重要であるとわかる。

行政側もこれらの活動の自立性を高く評価し、モデルとなる事例と位置付けている。 

(5)(5)(5)(5)各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

活動内容に応じて、それに適した組織形態を選択して取り組んでいる４つの事例を紹介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）は、その運営のしやすさや事業の継続性を担保す

るためにＮＰＯ法人化している。その他にもドリームハイツ内においては様々なテーマに応じた住民組

織がつくられており、様々な形態の住民組織を形成しやすい環境がある。他方「くさっぱら公園」（96
ページ）は、運営に当たりあえて組織という形をとらず代表者もおかず、当初から「ゆるやかなつなが

り」を掲げている。それにより、メンバー各自が無理のない範囲で活動に参加できる。「安房マネー」（112
ページ）は、会員間の信頼に基づくゆるやかな仕組みとすることで、運営の負担を減らし継続性につな

げている。その会員ネットワークはゆるやかな関係性で構築されており、様々な活動がこのネットワー

クから派生し形成されている。「文京ミ・ラ・イ対話」（108 ページ）では、住民が、対話をきっかけに

プロジェクト化・組織化・事業化などと段階的に取り組むことを視野に入れて、様々な形態があること

を前提にした支援プログラムを用意している。 
これらの事例からは、活動内容や状況に応じて、ゆるやかなつながりもあれば確固とした組織もある

という、それぞれに適した活動形態の選択が有効であることがわかる。 
「文京ミ・ラ・イ対話」では、行政のかかわり方として、住民の熟度に応じた支援を行おうとしてお

り、その効果が期待される。また、「くさっぱら公園」における「ひろばの会」に対し、区が連絡窓口

の一本化という最低限の取り決めのみで住民の運営方法を尊重している点は、行政の側の一律的ではな

い柔軟な対応が住民の活動しやすさを支えることを示している。 

(6)(6)(6)(6)住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

住民同士が役割分担しながら取り組んでいる事例として、５つを紹介した。 
「大竹ストーンアート」（88 ページ）は、メンバー各々が、巨石を扱うこと、絵を描くことなどに対
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しそれぞれ得意な仕事を分担して行うことで実現している。「このまちにくらしたいプロジェクト」（92
ページ）では、大人が中学生の活動を支え、またプログラムの中でもそれぞれの分野に詳しい人が講師

を務めるなどしてかかわっている。「明舞団地学生シェアハウス」（100 ページ）では、入居学生が、自

治会活動でＰＣ操作など得意なことを活かしている。「地域共生のいえ」（104 ページ）では、財団から

紹介される建築やまちづくりなどの専門家が開設支援に役割を果たし、個々の「地域共生のいえ」運営

には、様々な特技や個性を持つ住民が参加している。「安房マネー」（112 ページ）の地域通貨とネット

ワークを使った助け合いは、できる人ができる役割を果たす仕組みである。さらにそこから派生して、

住民からの仕事の依頼内容に応じた柔軟なメンバー編成で対応する新たなコミュニティビジネスも生

まれた。 
これらの事例からは、取り組みの中で住民がそれぞれ持つ知識やノウハウ、個性などを活かすことが

重要であることがわかる。 
行政も、「このまちにくらしたいプロジェクト」や「地域共生のいえ」のように、地域で活動する住

民やまちづくり等に関わる専門家が経験や専門性を活かして、その地域におけるテーマ型住民活動で役

割を果たせるよう、両者をつなぐ事業や仕組みなどで支援することができる。 

(7)(7)(7)(7)地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

地域の担い手の育成・発掘に関する特徴的な取り組みを行っている、５つの事例を紹介した。 
「このまちにくらしたいプロジェクト」（92 ページ）では、地域を題材にプログラムの中で中学生と

地域住民との交流を成り立たせ、中学生の地域の一員としての意識を育んでいる。「明舞団地学生シェ

アハウス」（100 ページ）では、入居学生が自治会活動に参加し活躍することで、住民から信頼される

経験を得て、地域への愛着心や、地域活動への関わり意識を育んでいる。「くさっぱら公園」（96 ページ）

では、公園を利用する若い母親とひろばの会の交流を通し、メンバーの経験や知見を、若い母親に伝え

ている。「安房マネー」（112 ページ）では、里山の長老の技術の伝承や、都市住民との交流等を通し新

規移住者が現れるなど、地域の担い手となる次世代育成を行っている。「文京ミ・ラ・イ対話」（108 ペー

ジ）では、30～40 代を中心とした若い現役層を有力な地域の担い手としてとらえ、その層に適したテー

マ設定や呼びかけ方法などを工夫している。 
これらの事例からは、若い世代が地域や住民活動と関わりを持つ機会をつくることが大切であること

がわかる。その中で、地域住民との信頼関係や地域への愛着心を育む取り組みを行うことが重要である。

事例においては、若者の存在や意見、活動が大人の意識や行動の変化を促すという効果も生まれている。 
また現役世代は忙しくはあっても地域への関心がないわけではないことが、「文京ミ・ラ・イ対話」

の実績からわかる。子育て世代にとっては子どもに関わるテーマなどその世代ならではのテーマ設定や、

呼びかけが届きやすい方法の工夫などが必要である。 
「このまちにくらしたいプロジェクト」、「明舞団地学生シェアハウス」、「文京ミ・ラ・イ対話」のよ

うに、行政自らの取り組みの実施も有効であることがわかる。 

(8)(8)(8)(8)様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

住民組織の連携や役割分担が行われている事例を２つ紹介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）では、地域の関連団体が参加する地域運営協議会

が設置され、情報共有や必要に応じた連携を行っている。これにより、地縁型住民組織との連携も実現

している。この協議会の場には行政も参加している。地域における住民組織同士が連携しやすい場の設
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置と行政の参加は、行政のかかわり方として有効である。 
また、テーマ型住民組織が地域の中で活動していく上で、地縁型住民組織と信頼関係を築き連携して

いくことが重要である。「くさっぱら公園」（96 ページ）では、イベント時の挨拶などを通じ地縁型住民

組織ともコミュニケーションをとることを心掛けている。組織や会議等の形だけでなく、日常的なつな

がりやゆるやかな連携も、有意義である。 

(9)(9)(9)(9)行行行行政・企業・大学や学校との連携政・企業・大学や学校との連携政・企業・大学や学校との連携政・企業・大学や学校との連携    

住民団体と行政・企業・大学や学校の連携が特徴的な取り組みを５つ紹介した。 
「大竹ストーンアート」（88 ページ）では、市はストーンアートの取り組みを学校の授業や市の事業

に活用するとともに、取り組みを市民に紹介し拡げる役割を果たしている。今後さらに、この活動を継

続していく仕組みづくりについても連携の予定である。また警察署・消防署のほか市内の企業とも協働

し、地域を構成するメンバーとしての仲間意識が作られている。「このまちにくらしたいプロジェクト」

（92 ページ）では、公民館事業に中学校の協力を得ている。「くさっぱら公園」（96 ページ）では、住

民団体の運営会議に区も参加して情報と意識の共有化が図られ、信頼関係が構築されている。これが基

盤となり、問題発生時にもそれぞれの責任において対処することができていると言える。「明舞団地学

生シェアハウス」（100 ページ）では、県が自治会の要望を受け、地域活動への参加等を条件とした県

営住宅への学生入居の仕組みを作り、周辺大学の協力を得て、大学生の参加によるコミュニティ活性化

を促した。ほかにも、団地内の空き店舗活用により大学やＮＰＯ、事業者の事業等外部の力の導入も行

われている。「安房マネー」（112 ページ）の地域の棚田の保全活動は、企業からの提案を受け協働で実

施を始めた。 
これらの事例からは、住民活動が行政や企業、大学と連携することで、活動の幅が広がり、地域課題

の解決促進に有効であることがわかる。特に、「安房マネー」や明舞団地の団地再生事業の事例では、

地域課題の解決に向け、企業や大学の持つノウハウ、資金や人的資源を活かした提案を積極的に取り込

む姿勢が見られた。 
行政のかかわりとしては、住民の優れた取り組みを行政施策に取り入れること、行政が住民と学校の

間に立ち協力関係を構築すること、住民活動との情報共有の場を活かすこと、地域課題解決に向け大学

や企業が参画する事業をつくる事業の実施などが有効であることがわかる。 

(10)(10)(10)(10)行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

行政が地域コミュニティに関する情報の収集・発信を行っている２事例を紹介した。 
「地域共生のいえ」（104 ページ）では、住民の地域貢献活動への意思を活かす仕組みや、その仕組

みを活用した住民活動の情報を発信することによって、テーマ型住民活動を促している。「文京ミ・ラ・

イ対話」（108 ページ）では、行政から住民に対して地域活動を促す情報発信を行っている。中でも特

に現役世代の関心を高めるため、広報の内容や方法等、この世代に向けた情報発信を工夫している。 
これらの事例からは、行政がテーマ型住民活動とのつながりを持ち続けつつ情報を収集すること、効

果的な情報発信を工夫することが、有効であることがわかる。 

(11)(11)(11)(11)行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援    

行政による、住民からの相談対応や住民活動の後方支援の面で、特徴的な事例を５つ紹介した。 
「ふらっとステーション・ドリーム」（80 ページ）では、行政は「協働事業提案制度」モデル事業と
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して初期費用の支援を行った。その後もＮＰＯや地域運営協議会等住民組織との関係維持によって後方

支援していくことを区は重視している。「くさっぱら公園」（96 ページ）で、区は開設時には提案の実現

に向けたアドバイスや調整を行った。その後も継続的に公園周辺の清掃や近隣住民からの苦情への対応、

調整などの後方支援を行っている。「明舞団地学生シェアハウス」（100 ページ）では、取り組みの継続

実施の意見交換の中で、住民の要望を聞き取り、制度の改善に努めている。「地域共生のいえ」（104 ペー

ジ）では、「いえ」の開設まで専門家と共にオーナーに寄り添い、開設後も定期的にオーナーの活動を

把握し、必要な支援を行っている。「文京ミ・ラ・イ対話」（108 ページ）では、段階的な事業実施や参

加者フォローで、長期的な視点を持ちつつ、住民へ継続的に「伴走」する。今後は社会福祉協議会に窓

口を移して、常時住民活動の相談や支援に対応できる体制をつくろうとしている。 
これらの事例からは、行政が住民活動に寄り添い、必要に応じて相談に応じ、行政ができること・行

政ならではの方法で後方支援を行うことが重要であることがわかる。また行政組織の直接のかかわりだ

けでなく、いわゆる外郭団体がその特質を活かして相談対応や支援を行うことが有効な場合もある。 
 

 
 以上の要点を表にまとめると、図表 102 のようになる。 
 
 
 
図表 102 事例調査のまとめ 

 秘訣 事例分析による「秘訣」の意義 

１ 多様な住民

を巻き込む

「道具」や

「仕掛け」

の活用 

 まちの中の「リビングルーム」(居間)で物々交換の仕組みを使い住民同士の交流創出 

【リビングルーム鷹巣】 

 様々な協力が必要な巨石利用により多様な住民を巻き込む仕掛け 

【大竹ストーンアート】 

 学生の居住と地域活動参加で多世代交流を作り出す仕掛け 

【明舞団地学生シェアハウス】 

 支え合いの仕組みの地域通貨が多様なコミュニケーションを生み出す道具として機

能【安房マネー】 

 行政も「仕掛け」に積極的に入っていくことで、住民の取り組みを後押し 

【大竹ストーンアート】 

 道具や仕掛けは行政の事業への導入でも有効【明舞団地学生シェアハウス】 

２ 地域住民が

日常的に集

える「居場

所」づくり

やその運営 

 住民の交流の場が住民が働く機会を創出【ふらっとステーション・ドリーム】 

 空き店舗活用により商店街の中に住民の居場所を創出【リビングルーム鷹巣】 

 住民所有の住宅等の活用で地域の公益的活動の場が作られる【地域共生のいえ】 

 テーマ型住民活動のきっかけづくりに有効な、行政による、住民同士の地域課題語り

合いの場づくり【文京ミ・ラ・イ対話】 

 支援として有効な賃貸料や改装費など「場」の開設経費の助成 

【ふらっとステーション・ドリーム、リビングルーム鷹巣】 

 居場所づくりに取り組みやすくする、公共による制度化【地域共生のいえ】 

３ 地域課題の

顕在化・共

有化 

 交流の場での課題（高齢化、高齢者の孤立）の共有、課題解決の取り組み 

【ふらっとステーション・ドリーム】 

 公民館事業による課題（多世代共生）の顕在化、中学生・地域住民との共有化 

【このまちにくらしたいプロジェクト】 

 行政への「企画書」提案による、課題（大人も子供も本気で遊べる公園がほしい）の

顕在化、行政との共有。情報誌やＨＰ活用で幅広く意識を共有【くさっぱら公園】 

 「団地住民の高齢化、高齢者のみ世帯の増加」という課題に対する県のコミュニティ

再生事業、ＮＰＯ等外部の協力者導入【明舞団地学生シェアハウス】 

 新規住民同士の課題（つながりの少なさ）解決の相互援助の仕組みづくり 

【安房マネー】 

 住民ネットワークをもとに課題（人口減少、里山保全）解決に向けた新たなテーマ型

住民活動創出【安房マネー】 

 住民からの地域課題の提示を受ける行政側の真摯な姿勢【くさっぱら公園】 
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 秘訣 事例分析による「秘訣」の意義 

４ 住民の自立

性 

 市への協働事業提案、責任明確化のためのＮＰＯ法人化 

【ふらっとステーション・ドリーム】 

 住民だけではできないことに行政の協力を求める【大竹ストーンアート】 

 公園づくりに主体的に関わる意識で、運営に責任を持つ【くさっぱら公園】 

 強い自立意識に基づく自立活動と、他主体との対等な連携関係づくり【安房マネー】 

 住民の責任ある活動への行政の運営費支援や自立性の尊重、それぞれの役割のバラン

ス【ふらっとステーション・ドリーム、くさっぱら公園、大竹ストーンアート】 

５ 各活動に適

した組織形

態の選択 

 運営しやすさの実現や事業の継続性担保のためのＮＰＯ法人化 

【ふらっとステーション・ドリーム】 

 あえて組織を作らず、メンバー各自無理のない範囲で活動に参加【くさっぱら公園】 

 ゆるやかな運営の仕組みによる負担減と継続性実現【安房マネー】 

 ゆるやかな関係性で構築されたネットワークにより、様々な活動を形成【安房マネー】 

 住民活動の熟度に応じた支援の実施【文京ミ・ラ・イ対話】 

 行政も明確な組織づくりを強制せず、住民の運営方法を尊重【くさっぱら公園】 

６ 住民の役割

分担 

 職業、技能、立場、年齢、体力等、メンバーの、それぞれの得意分野での役割分担 

【大竹ストーンアート、このまちにくらしたいプロジェクト、明舞団地学生シェアハ

ウス、地域共生のいえ】 

 建築やまちづくり活動の専門家が「いえ」開設を支援【地域共生のいえ】 

 様々な個性の住民による運営や活動【地域共生のいえ】 

 できる人ができる役割を果たす助け合いの仕組み【安房マネー】 

 地域の専門家とテーマ型住民活動をつなぐ事業や仕組み 

【このまちにくらしたいプロジェクト、地域共生のいえ】 

７ 地域の担い

手の育成・

発掘 

 中学生と地域住民との交流から、地域の一員としての意識醸成 

【このまちにくらしたいプロジェクト】 

 地域活動・多世代交流経験による大学生の地域への愛着心と意識の醸成 

【明舞団地学生シェアハウス】 

 新しい公園利用者に、当初活動メンバーの経験や知見を伝授【くさっぱら公園】 

 里山の長老の技術伝承や都市農村交流を通し、地域の担い手となる次世代を育成 

【安房マネー】 

 現役世代に適したテーマ設定や広報などの工夫【文京ミ・ラ・イ対話】 

 若者の存在や意見、活動は大人の意識や行動の変容を促す 

【このまちにくらしたいプロジェクト、明舞団地学生シェアハウス】 

 現役世代も地域への関心を持つ【文京ミ・ラ・イ対話】 
 行政や公的立場による次世代育成事業の有効性【このまちにくらしたいプロジェク

ト、明舞団地学生シェアハウス、文京ミ・ラ・イ対話】 

８ 様々な住民

組織の連携

や役割分担 

 地域内関連団体参加の地域協議会設置による情報共有や連携 

【ふらっとステーション・ドリーム】 

 行政も情報共有の場に参加【ふらっとステーション・ドリーム】 

 テーマ型組織と地縁型組織のコミュニケーションへの努力【くさっぱら公園】 

９ 行 政 ・ 企

業・大学や

学校との連

携 

 住民の優れた取り組みの行政事業への導入や行政からの発信【大竹ストーンアート】 

 様々な行政主体や地域内の企業等と協働【大竹ストーンアート】 

 中学生の地域参加活動に中学校との協力関係【このまちにくらしたいプロジェクト】 

 住民活動と行政の継続的な情報共有の場【くさっぱら公園】 

 住民の要望を、住民の力を活かしながら課題解決と結びつけ実現 

【くさっぱら公園、明舞団地学生シェアハウス】 

 地域課題解決に向けた大学・企業の協力・参画事業【明舞団地学生シェアハウス】 

 地域課題の解決に向けた企業の提案を積極的に活用【安房マネー】 

10 行政による

情 報 の 収

集・発信 

 支援の仕組みとその活用例や効果の情報発信により、テーマ型住民活動を促進 

【地域共生のいえ】 

 現役世代に向けた情報発信の工夫【文京ミ・ラ・イ対話】 

11 行政による

相談対応・

後方支援 

 モデル事業として初期の資金支援【ふらっとステーション・ドリーム】 

 住民組織や活動との継続的な関係づくり【ふらっとステーション・ドリーム】 

 会議出席による情報共有【ふらっとステーション・ドリーム、くさっぱら公園】 

 近隣住民との調整【くさっぱら公園】 

 継続した関係づくりから出る住民の要望を改善に反映【明舞団地学生シェアハウス】 

 「いえ」の開設やその後の運営等必要な支援の継続定期実施【地域共生のいえ】 

 段階的事業実施や参加者のフォローで継続的な「伴走」【文京ミ・ラ・イ対話】 

 外郭団体の特質を活かし、相談対応や支援を充実 

【地域共生のいえ、文京ミ・ラ・イ対話】 
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以上のように、仮説で挙げた「秘訣」は、各事例において地域の実情に応じて工夫し実施されている

ものである。また、多くの場合、これらの導入や実施に行政が何らかのかかわりを持つことで効果的な

役割を果たしている。 
次章では、ここまでの調査結果を踏まえて、テーマ型住民活動を活発化していく秘訣と、それに対す

る行政のかかわり方について改めて整理し、提示する。 
 



 

 
 
 
 

 

第４章 総括総括総括総括    
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【大竹ストーンアート】 

 

１．１．１．１．それぞれの「秘訣」の意義それぞれの「秘訣」の意義それぞれの「秘訣」の意義それぞれの「秘訣」の意義 
 

第２章のアンケート調査からは、仮説の 11 項目の必要性・有効性と課題が浮かび上がった。 
第３章の事例調査では９つの事例を見てきたが、これらのテーマ型住民活動では、仮説で挙げた「秘

訣」の存在が、活発な活動の実現と地域コミュニティの活性化に寄与していることがわかった。 
ここでこれらを総括し、テーマ型住民活動の活発化、それを地域コミュニティ活性化につなげる秘訣

と、住民活動への行政のかかわり方をまとめていく。 
今までと同様、仮説の「秘訣」11 項目ごとに述べていくこととする。 
 

(1)(1)(1)(1)多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用多様な住民を巻き込む「道具」や「仕掛け」の活用    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

アンケートでは自治体・住民とも、住民同士のつながりをつくるきっかけや、住民活動へ参加しやす

い仕掛けや仕組みへの期待が高かった。事例調査からは、「道具」や「仕掛け」が住民同士の交流を生

み出し、地域コミュニティの活性化につながる状況を把握できた。一見地域コミュニティの活性化には

直接関連しないように見える道具や仕掛けでも、多様な住民の参加を促し、住民同士のつながりを作り、

人々の元気を生み出す効果を発揮するのである。 
事例調査で紹介したような取り組みはそのことをよく示しているが、これら

を参考にしつつ、その地域の特性や解決しようとする課題に応じた「道具」や

「仕掛け」を見出していくことが重要になる。 
「道具」や「仕掛け」をうまく活用していくためには、その具体的な内容が、

誰が見てもわかりやすいこと、子どもから高齢者まで多様な世代がかかわりや

すいこと、住民が持つ様々な得意分野を結集しないとできないこと、必然的に

住民同士のコミュニケーションが生まれるようになること等が重要な要素にな

ると思われる。 

第第第第 1111 節節節節    地域コミュニティ活性化の考え方地域コミュニティ活性化の考え方地域コミュニティ活性化の考え方地域コミュニティ活性化の考え方    
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【リビングルーム鷹巣】 

②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

 このような「道具」や「仕掛け」が住民活動の中で使われているとき、行政から見て、当初はその意

義が見えにくいことがあるかもしれない。しかし、事例で見られるように、それがコミュニティ活性化

につながっていく可能性はある。直接関わらないまでも、関心を寄せておくことは有意義である。 
また、住民アンケートから、地域活動への参加にはきっかけが重要である。それに役立つ「道具」や

「仕掛け」を、行政の方からもヒントとして提案したり、試験的な導入の機会づくりや支援などの取り

組みを行ったりすることにより、地域の中の住民活動や交流をつくるきっかけを提示することもできる

だろう。 

(2)(2)(2)(2)地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営地域住民が日常的に集える「居場所」づくりやその運営    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

アンケートでは、住民も行政も「住民の居場所」を重視していた。事例調査からは、「居場所」が、

単に住民が集い交流する場としてだけでなく、住民がその運営を担うことで、自己実現や働く場の創出

など、活動の幅の拡大につながることが理解できた。 
つまり、「居場所」は、住民の交流、住民の見守り、住民同士情報の発信や交換の場としての機能を

果たすとともに、運営を通して地域の担い手を育み、地域課題に取り

組む主体としての力を蓄える役割を果たす場にもなり得るのである。 
また、この「居場所」は、日常的に誰でも訪れることができ、行け

ば誰かに会い交流できるという要素を備えていることが重要である。

そして、「行けば誰かがいる」という状況を作り出すための運営を、住

民自身が行っていくことが力になる。具体的な場所の確保には、空き

家や空き店舗、住民所有の建物等の活用や、そのための行政の支援策

の活用も考えてよいだろう。 

②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

行政は、地域のセンターなど既に住民の寄り合い場所として利用できる公共施設を設置している。し

かし、住民同士のゆるやかなつながりの形成の助けになるのは、先に述べた日常性・開放性のある自由

な交流の場である。そのような「居場所」では、アンケートでも重要な要素として挙げられていた「日

頃のふれあい」や活動への「誘い」、「地域課題の共有」が行われやすい。したがって、そのような居場

所づくりを行う住民活動への支援は、住民活動やコミュニティの活性化に大変有効である。その具体的

な場所として民間不動産を活用するのであれば、初期の行政の金銭的支援は有効に働く。 
また、「居場所」の運営を住民が行うことは、活動の広がりや発展、住民自身が力をつけていくこと

にもつながっていた。そのような観点での「居場所の運営」への支援も重要である。例えば運営スタッ

フとなり得る人材を育てる講座や事業化への相談対応などが考えられる。 
さらに、交流の「場」としては、ハードとしての「場所」だけでなく、機会・取り組みなどのソフト

としての「場」づくりも重要である。講座や交流会等住民同士の語り合いの機会を行政が作り出すこと

も積極的に行うことが望まれる。 
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【くさっぱら公園】 

(3)(3)(3)(3)地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化地域課題の顕在化・共有化    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

アンケートでは、住民同士の地域課題の共有を、住民も行政もあまり重視していない。しかしその一

方、地域課題の存在は、潜在的で共有されていないが多くの住民が気づいている。また、現在地域内で

の住民同士のかかわりが少ない人にも、「いざというとき」つまり何らかの地域課題が立ち現われる時

のためのつながりが欲しいと感じている。 
そして事例調査では、地域課題が現れそれを共有することから、様々なテーマ型住民活動につながる

ことが見えてきた。このように、地域課題の存在は住民活動への動機づけとなる。その顕在化・共有化

を通じ、多くの住民に活動への参加を働きかけることができる。 
まずは気付いた課題を知人に話したり、それに関心のある人を募ったり、住民組織の会合などで課題

提起したりなどして、意識的に地域課題を顕在化させ、住民の間に共有していくことから始めていける

だろう。その前提として、日頃から住民一人ひとりのささやかな気付きを受け止め合うゆるやかなつな

がりを育んでおくことが重要である。また、その課題を行政に投げかけることで、行政と共有するとと

もに、より広く住民に共有の輪を広げていくこともできる。 
②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

行政課題とも言える高齢者支援や防災・防犯については、住民の側においても課題意識が高いことが

アンケート結果からも明確になった。したがって、これを地域の課題としてより顕在化させ、住民同士

の共有化を今まで以上に積極的に働きかけることで大きな効果が得られると期待できる。 
これ以外の課題についても同様に、住民同士の共有、住民と行政の共有、さらにはＮＰＯや大学、企

業等との共有により、外部の協力者を得ての課題解決活動の可能性も生まれる。 
そのためにも、地域課題の把握や掘り起しを意識し、住民の課題意識の芽生えに感度よく応えられる

ようにしておくことは重要である。 

(4)(4)(4)(4)住民の自立性住民の自立性住民の自立性住民の自立性    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

アンケートからは、コミュニティ活性化には住民同士の力が必要と住民自身が考えていることがわ

かった。自治体の期待も大きい。そして事例調査では、住民自身の力で活動している住民活動を調査し

てきた。それらは高い自立意識を持ち、行政と協働はするが全面的・継続的には頼らないという姿勢を

持っている。事例によっては住民側から事業を提案し責任ある事業を展開している。この自立性が、住

民活動の継続性にもつながっている。住民の自立性と、住民独自の活動や

提案を行政が受け止めることで、住民と行政が対等な関係を築いていると

言える。 
住民の取り組みにおいては、自由な活動を継続していくためにも自立し

た活動を意識していくことが重要である。それを基盤に、活動の内容、そ

れをどのように展開し継続していくのか等、具体的な取り組みを企画し、

行政にはその支援を必要な限りにおいて提案することが考えられる。 
②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

自立意識が高く独自に活動する住民・団体に対し、行政の積極的な関わりは少ない場合がある。しか

し、その活動は地域コミュニティ活性化に大きな役割を果たし、行政の施策にとっても重要なパート

ナーになる可能性がある。支援対象外として関わりを持たないのではなく、地域課題解決にそれぞれの
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役割を果たしていく仲間として、「顔の見える関係」を築く努力をしていくことが必要である。 
また、住民から何らかの提案があれば積極的に受け入れ、試行を後押しするような対応や、活動開始

の支援、共に活動する姿勢等が重要である。    

(5)(5)(5)(5)各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択各活動に適した組織形態の選択    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

住民アンケートでは、「組織」への参加よりも、住民同士がゆるやかにつながりをもっているという

割合が高かった。事例調査でも、ゆるやかなつながりのネットワークや、あえて組織の形をとらず参加

者の可能な範囲での関わり方で持続性を担保している例が多くみられた。一方、課題解決に向け、資金

調達上の理由や責任をより明確化した活動のために、ＮＰＯ法

人化を選択する例もあった。 
ゆるやかなつながりから確固とした組織まで、取り組み内容

や目標の到達度などに応じた組織形態の選択が、テーマ型住民

活動の幅を広げ、持続可能な活動につながるのである。 

②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

自治体アンケートによれば、地域コミュニティの住民活動への支援が、住民同士のゆるやかなつなが

りに対して行われることは比較的少ない。特に補助金交付などの資金援助では、団体としての形式が必

要であり代表者名と連絡先住所、時には会員名簿提出等を伴う団体登録が必要となるのは当然である。

しかし、活動場所の提供や情報提供、相談窓口などについては比較的多くの自治体でゆるやかなつなが

りも支援対象としている。 
このように、支援の内容に応じた柔軟な対応を、住民活動の活発化と地域コミュニティの活性化に向

けた施策としてより意識的に実施していくことは重要である。これまで必ずしも行政施策の対象として

明確には意識されてこなかった住民同士のゆるやかなつながりが地域コミュニティ活性化に果たす役

割の可能性を認識し、住民の取り組みに関心を寄せ、住民からの提案や協力要請に積極的にかかわり、

支援する姿勢が重要になると考えられる。 
また、従来からもテーマ型住民活動開始の支援は重要とされてきたが、事例にもあったように、活動

が軌道に乗るまで段階的に支援策を講じることも有効である。そのための具体的な支援プログラムの作

成、さらにその実行には地域の専門家や人材の活用、中間支援組織の導入などが考えられる。 

(6)(6)(6)(6)住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担住民の役割分担    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

住民アンケートからは、自分のスキルを活かせることが、住民同士のつながりやテーマ型住民活動参

加に重要なことがわかった。事例調査では、住民それぞれの得意分野を活かす工夫がなされ、活動の活

発化に結び付けていた。このことは、現状の住民活動の課題である現役世代の参加を促進するうえで、

極めて重要と言える。 
地域住民がそれぞれに持つ知識・ノウハウ・人間関係・職業経験・年齢・立場等々による得意な分野

や事柄を活かした、住民の役割分担による活動の展開を意識的に行っていくことは、活動の広がりや活

発化に有効である。 
また少し視点を変え、得意分野の中には、テーマ型住民活動の運営上欠かせない、コーディネーター、

ファシリテーター、事務担当や力仕事担当、子どもの遊び相手等、それぞれの人の個性から生まれるも
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  【このまちにくらしたい 

プロジェクト】 

のもある。これを意識することは少ないが、活動の活発化には重要な要素である。こうした人材も地域

の中で見出していくことが重要になる。 
②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

一般的に行政職員は事務処理や調整に慣れており、法制度面の知識やその運用の経験が豊富である。

そうした能力を地域の中で活かすことは、住民活動の活発化にとって重要だと考えられる。自治体アン

ケートでは「自分の住む地域コミュニティの活動に参加する行政職員が増えていく」ことがコミュニ

ティ活性化に必要とする回答が少なくなかった。自治体職員が、業務を離れ自分の居住地域の住民とし

て、活動に積極的に加わり、自身の能力を発揮できるテーマ型住民活動で活躍することの意義が、職員

自身にも認識されていると言ってよいだろう。 

(7)(7)(7)(7)地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘地域の担い手の育成・発掘    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

地域の担い手の育成という点では、中学生、高校生、大学生が地域に関わる仕組みや、そのきっかけ

づくりを、地域ぐるみでしかも意識的に行うことが重要である。例えば、住民活動の側で、中高生や大

学生自身が地域課題解決に向けた方策を考える機会を設け、その実行において何らかの役割を任せるこ

とは、若者の主体的な関わりを生み出す。「すぐに」「その地域で」ではないかもしれないが、いずれ、

どこかの地域で担い手となっていくことが期待できる。 
また「育成」は一方的な関係ではなく、大人も地域の担い手

として共に育ちあっていく関係が築かれることもある。 
またアンケートで指摘される現役世代の地域へのかかわり

の促進については、まず地域とのかかわりを欲している層を顕

在化させることが重要になる。そのためには、例えば、子育て

などのテーマ、子どもと一緒に参加できる体験型イベントなど

の実施方法、ＳＮＳ活用など現役世代に伝わりやすい周知方法

などの工夫をしていくことが必要である。 
②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

地域住民の、地域の担い手育成・発掘の取り組みに、行政の支援は有効または必要であろう。特に、

テーマ型住民活動への中高生・大学生の参加は、学校との連携が不可欠である。学校の理解を得るにあ

たっては、住民からの直接の働きかけに加え、行政が間に入り両者の調整を行うことで、実施を後押し

することができる。あるいは地域に中高生が参加する取り組みを教育施策として実施し、次世代育成の

基盤を強化していくことも考えられる。 
また、学生や現役世代が地域にかかわりながら暮らす仕組みを、住宅施策や福祉施策と連携して導入

し実施することも有効である。 

(8)(8)(8)(8)様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担様々な住民組織の連携や役割分担    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

事例調査からは団体同士の連携を実現する場の存在が有効であった。 
住民組織の連携においても、それぞれの特性や得意分野を活かしていくことが、テーマ型住民活動の

活発化には有効である。地縁型住民組織は、加入率の低下という現実はあるにせよ、ある一定範囲の地

域を面的にカバーしている組織として唯一無二の存在である。一方テーマ型住民組織は、取り組んでい
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るテーマに関しての専門的知識や機動力、独自のネットワークを持っている可能性がある。これらの特

質を活かし、補い合いながら地域での活動を行うことは、それぞれの活動の活発化にも役立つであろう。 
また、この住民組織同士の連携・交流は、各団体の代表者による

協議体という形だけでなく、メンバーが入り混じり顔の見える関係

を築く交流の仕方があっていい。事例調査の中では、多く「顔の見

える関係の意義」が語られた。 
そのため、ゆるやかにつながるグループ同士や住民組織等、形態

を問わず住民活動の主体が集い交流する機会を定期的に設けて、地

域課題を共有し、連携しながらその解決に向けて取り組むきっかけ

をつくることも有効であろう。 
②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方②行政のかかわり方 

アンケートでは、自治体は住民組織同士の協力、団体間のネットワークづくりや連携を比較的重要視

していた。そのため既に様々な試みがなされていると考えられる。団体同士の連携やネットワーク化に

は、行政の持っている公的信用力が有効である。団体の間に立ち、行政もそのネットワークの一員とし

て参加し続けることで、効果的な支援策や、団体同士のマッチングに寄与することができる。 
さらに、ゆるやかなつながりも含めた住民活動主体同士が交流する場の設置を行政が支援することも

考えられる。会場として公共施設を提供するだけでなく、行政が把握する地域の住民組織の紹介、行政

からの広報などである。 

(9)(9)(9)(9)行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携行政・企業・大学や学校との連携    

①①①①「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方「秘訣」の住民活動への活かし方 

住民アンケートでは、地域課題の解決につき企業や大学等への期待は小さかった。しかし事例調査か

らは、企業や大学等も地域コミュニティやその活性化に貢献しようとする姿勢を持っていることが見え

てきた。住民活動の側が、地域にある様々な主体に眼を向け、それぞれの得意分野を活かせる協力関係

を築くことは、地域課題の解決の促進に役立つと言える。 
そのために、地域の周辺にある企業や大学に、その地域課題を知ってもらう機会を設けたり、企業や

大学からの協力を働きかけたりすることが考えられる。 
また、住民・自治体アンケートとも、住民組織と行政との協働事業はあまり重視されていない。住民

の提案や相談への行政の対応に関し、住民からの期待は低い。しかし、行政の持つ地域の情報、法制度

面での知識やノウハウは、住民活動の側からも積極的に活用し、活動の活性化へつなげていくことがで

きる。事例調査からも、単に支援を受けるだけではない対等な連携・協働関係を見ることができた。 
住民活動を進めていくうえで、行政との情報共有・信頼関係の構築を基盤に、住民活動のみでは乗り

越え困難なことを、行政に対して対等な立場から問題提起や施策提案していくことが重要である。    
②②②②行政のかかわり方行政のかかわり方行政のかかわり方行政のかかわり方 

住民活動の方法や成果等を行政の取り組みの中に積極的に位置づけることで、その活動の幅が広がり、

より高い効果を発揮することが期待できる。また、テーマ型住民活動と行政が、互いの持つ情報を定期

的に交換、共有し、顔の見える関係を築いておくことは、両者の連携をより有意義にし地域課題の解決

に資することになる。 
テーマ型住民活動と大学や企業との連携促進には、行政がそのきっかけを用意することも有効であろ

う。例えば活動スペースの用意、地域課題解決に向けた大学や企業からの住民との協働事業提案募集な
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どが考えられる。 
テーマ型住民活動と学校、大学、企業等との連携に際し、行政が間に入って両者をつなげる役割を果

たすことが有効な場合は、積極的な関与が必要である。 

(10)(10)(10)(10)行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信行政による情報の収集・発信    

アンケートでは、情報の不足が、テーマ型住民活動に参加しない要因として大きいことがわかった。

このことの解決には、住民からの情報発信だけでなく、行政が果たせる役割は大きいと言える。 
行政は、行政ならではの広報手段や情報発信力、「公」の信頼性を持ってい

る。情報収集に関しても同様である。地域コミュニティの状況や地域課題、

住民活動等について、広く、丁寧に情報を発信することは、住民の自発的活

動の支援になる。 
住民活動の活動内容の把握に努め、それを広報し、テーマ型住民活動の参

加者と一般住民との交流の機会を設けるなどの取り組みも有効である。 
また時には、対象を絞った効果的な情報提供、情報発信方法の工夫で、地

域課題を共有する市民を増やしていくことにつながると考えられる。 
 

 
(11)(11)(11)(11)行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援行政による相談対応・後方支援 

事例調査では、行政が住民の活動に常に寄り添い、相談に対応し後方か

ら支援することが有効であった。住民への相談対応・後方支援は、住民活

動の様々な場面で必要となる行政の役割と言える。相談件数自体は少なく

ても、相談を受けた際の的確な対応のために担当部署間で連携を図る体制

づくりは重要であろう。また自治体が国の制度を活用しながら支援を行う

ことも非常に有効である。 
また、行政が自ら行うだけでなく、地域の専門家や他の類似する活動を

行う団体などを活用することも考えられる。それによって、住民だけでは

解決できない課題への効果的な後方支援につながることが期待できる。 
 
 
 
 
 

以上の要点をまとめると、次ページの図表 103 のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 

【明舞団地学生シェアハウス】 

【文京ミ・ラ・イ対話 

開催案内チラシ】 
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図表 103 テーマ型住民活動の活発化、それを地域コミュニティ活性化につなげる秘訣まとめ 
秘訣 「秘訣」の住民活動への活かし方 住民活動への行政の関わり方 

１多様な住民

を 巻 き 込 む

「道具」や「仕

掛け」の活用 

 意外な「道具」や「仕掛け」が、住民の交流

や活発さを生み出す 

 地域特性や課題に応じた「道具」や「仕掛け」

を見出す 

 「道具」や「仕掛け」活用の要素 

・わかりやすさ 

・多様な世代のかかわりやすさ 

・住民の特技の結集が必須 

・必然的に住民同士の交流が発生 

 住民の多様な取り組みに関心を寄せる 

 地域住民や活動の参加者に、「道具」や「仕

掛け」をヒントとして提示 

 「道具」や「仕掛け」の試験的導入の機会

づくりや支援 

２地域住民が

日常的に集え

る「居場所」

づくりやその

運営 

 日常的に、自由に人が訪れ交流できる居場所

づくり 

 日常的・恒常的な開放を可能にする運営の工

夫 

 住民自身の運営への主体的かかわり 

 民間物件も含めた場所の活用、行政の支援

策活用も含めた実現プランの提案 

 住民の交流や地域課題の共有等を生み出

す「居場所」の意義 

 「居場所」づくりの支援 

（特に開設時の費用も含めた初期支援） 

 住民自身による「居場所」運営への支援 
 交流や語り合いの機会づくり 

３地域課題の

顕在化・共有

化 

 住民活動の動機となる地域課題の存在 

 地域課題の顕在化・共有化の取り組み 

（知人に話す、会合などでの課題提起等) 

 住民の気付きを受け止め合える関係づくり 

 住民にとっても課題意識の高い行政課題

（高齢者支援や防災・防犯）の積極的な 

顕在化、行政と住民同士との共有化 

 外部の協力者との課題共有 

 住民の課題意識の萌芽に感度よく対応 

４住民の自立

性 

 自由な活動の継続の基盤となる自立意識 

 行政等との対等な協力関係の基盤となる自立

意識 

 自立した活動の具体的な取り組みの企画化 

 自立意識の高い住民・団体と積極的に関係

構築 

 住民からの提案を積極的に受け止める等

の姿勢 

５各活動に適

した組織形態

の選択 

 活動のしやすさ、継続性につながる組織（活

動）形態の柔軟な選択(明確な組織からゆるや

かなつながりまで様々に) 

 ゆるやかなつながりは、参加のしやすさにも

寄与 

 住民同士のゆるやかなつながりも支援対

象と捉える柔軟な対応 

 段階的な支援プログラム 

６住民の役割

分担 

 それぞれの持つ得意分野を活かした活動への

かかわり方 

 活動や運営に欠かせない役割を担う個性の発

揮 

 行政職員も居住地域の住民活動で能力を

発揮 

７地域の担い

手の育成・発

掘 

 中高大学生を将来の地域の担い手に育成(地

域課題やその解決を学び、役割を担う機会） 

 大人も若者と共に育ちあえる 

 地域との関わりを求める現役世代の顕在化 

 テーマ・実施方法・周知方法の工夫で現役世

代に発信 

 地域住民と学校間の調整 

 教育施策として、地域への中高生参加の取

り組み実施 

 学生や現役世代が地域にかかわりながら

暮らす仕組みを、住宅施策や福祉施策と連

携し導入 

８様々な住民

組織の連携や

役割分担 

 住民組織同士の連携実現の場の設置 

 各組織の特性を活かした役割分担 

 メンバー同士の顔の見える関係づくり 

 行政の公的信用力で団体の間に立つ 

 行政もネットワークに参加 

９ 行 政 ・ 企

業・大学や学

校との連携 

 地域にある様々な主体に眼を向け、得意分野

や独自の人的資源を活かせる協力関係の構築 

 企業・大学への地域課題の情報提供や働きか

け 

 行政との関係づくり（継続的な情報共有、事

業提案、情報や知識・支援制度の活用) 

 住民活動の行政事業への積極的な位置づ

けや活用 

 テーマ型住民活動と学校、大学、企業等と

のつなぎ役による連携促進 

 大学や企業からの、地域課題解決に向けた

協働事業提案募集 

 住民活動との継続的・定期的な情報の交

換、共有 
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秘訣 「秘訣」の住民活動への活かし方 住民活動への行政の関わり方 

10行政による

情報の収集・

発信 

― 

 行政ならではの手段や力を活かした情報

収集・発信 

 住民活動の内容の把握と広報 

 テーマ型住民活動の参加者と一般住民の

交流機会の設置 

 対象を絞った効果的な情報発信方法の工

夫 

11行政による

相談対応・後

方支援 
― 

 住民活動に寄り添った支援 

 相談に的確に対応できる担当部署間連携

の体制づくり 

 国の制度の活用による支援 

 地域の専門家や他の類似する活動を行う

団体などの活用 

 

 
 
２．２．２．２．地域コミュニティ活性化へのヒントとして地域コミュニティ活性化へのヒントとして地域コミュニティ活性化へのヒントとして地域コミュニティ活性化へのヒントとして 

 
この調査の中で、住民が地域のコミュニティ（人間関係）や活動に入っていくには、情報があり、知

り合いから誘われることが、きっかけとして最も有効だということがわかった。また必ず参加しなけれ

ばならない状況や行事が、消極的ながらもきっかけとなりうることも見えてきた。 
これらは、多くの住民に「地域の人と良好な関係を築きたい」、「いざという時に助け合える関係」を

持ちたいという意識があることの当然の結果と言えるだろう。これは地域の人とつながりを持たない人

たちにも共通の傾向である。 

コラム 特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人特定非営利活動法人ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ・・・・ＦＵＳＩＯＮＦＵＳＩＯＮＦＵＳＩＯＮＦＵＳＩＯＮ長池長池長池長池 

 「特定非営利活動法人 NPO フュージョン長池」は、住民の暮らしを様々な角度から支援することを目的に

活動。地域活性化支援、住宅管理支援、住まいづくり支援、高度情報化支援、地域広報支援などに取り組んで

きた。特に、2001 年から「八王子市長池公園自然館」の業務の管理・運営を受託。2006 年から現在まで、

二つの株式会社と共に構成する「八王子市都市公園指定管理者：フュージョン長池公園」の代表団体として八

王子市長池公園の管理・運営を行っている。2014 年からは、さらに「八王子市東部地区公園指定管理者：

スマートパークス由木」の構成団体でもある。 

多岐にわたる活動から、４住民の自立性、６住民の役割分担、９行政や企業等との連携に関わる部分につ

いて、またその根底にある考え方を、紹介する。 

○継続活動のための資金の獲得：指定管理者や事業受託者としての事業収入、物販やその手数料、情報誌への

広告掲載料、寄付金、「法人応援団」会員会費等。 

○地域に住む人は誰でも「担い手」になり得る。 

○地域活動やその担い手を、プロデュースやコーディネートしてバランスをとる「地域経営のお世話係」を育

成中。 

○NPO フュージョン長池の活動や指定管理業者業務に関わる人材：パート、シニア層の「生きがい就労」、若

者雇用、インターンシップ、ボランティア、福祉団体との業務提携等。 

○「フュージョン長池公園」の構成団体は、「NPO フュージョン長池」と（株）富士植木、（株）エーデンの

三者。 

○企業との連携：スタジオジブリ（アニメ原画の貸与）、（株）カゴメ（ジュースの提供）等と連携。 

○行政との関係についての考え方：行政は「岩盤」として下で支えてくれるもの。これがしっかりしていれば、

その上の「表土」NPO に種がまかれ花が咲き、「花」である市民が自立した幸せを勝ち取る。 

 



 

136 

そして、地縁型住民組織やテーマ型住民組織で活動する、あるいは組織ではなくとも地域内に何らか

のゆるやかなつながりがある人たちからは、「顔見知りや仲間が増え」、「安心感ができた」という感想

が出てきている。 
コミュニティの力が低下したと言われるが、地域のコミュニティ（人間関係あるいはその共同体）と、

その活性化（地域の中で人々の交流がなされ、助け合い・支え合いができる信頼関係が育まれること）

は、確かに求められているといえるだろう。 
また、その地域コミュニティの活動の担い手の不足や高齢化は、住民アンケートでも自治体アンケー

トでも最大の課題として表れてきた。しかしその一方で、地域コミュニティを支えるのは住民同士の力

だと考えている心強い結果も出た。 
この調査研究では、このような「住民同士の力」で、地域で活動している９件の事例を調査した。ど

の事例も、継続して活発に活動を展開していく要素を多く備えていた。本調査ではその中の 11 要素を

抽出し整理して「秘訣」とした。 
この「秘訣」の活用を、改めて、地域で活動するの住民の皆さんと自治体及び自治体職員の皆さんに

呼びかけたい。 

１意外な「道具」や「仕掛け」が、多様な住民を巻き込み、活動やコミュニティに元気

をくれることがある。“意外さ”を受け止め活用する柔軟な思考を持とう。 
２地域住民が日常的に、行けば誰かに会える「居場所」があることの意義を認識しよう。

さらに住民の力で運営することの意義を知ろう。 
３目の前の課題が、住民のつながりや活動を生む強い動機になることがある。地域の小

さな課題でも、顕在化させ住民同士で共有することを意識しよう。 
４住民自身の「自分たちのまちは自分たちでつくる」という自立意識は、継続的な活動

や、他の団体や行政との対等な協働関係づくりの基盤となることを理解しよう。 
５住民の活動の形態は、確固とした組織からゆるやかな集まりまで、様々であっていい

と知ろう。 
６住民の知識・経験・職業・立場・年齢や体力等に合わせた参加の仕方や、メンバーが

元来持っている個性を活かした役割分担を意識しよう。 
７若者の参加は大人を変える力を持つ。現役世代は忙しいが地域活動への意識はある。

地域の担い手の育成・発掘は難しいけれど、意識して取り組む価値がある。 
８住民組織がそれぞれに持っている特性や得意分野を活かして、役割分担した連携を考

えよう。 
９行政はもちろん、企業や大学等も地域コミュニティを担う一員としての意識を持って

いる。住民からも積極的に働きかけ、連携しよう。 
10行政は、住民活動や地域コミュニティの活性化に資するために、行政だからこそ持っ

ている情報収集・発信力を意識し活用しよう。 
11行政は、他の秘訣とも関連する様々な場面で、住民からの相談に応じる力や庁内連携

を充実させよう。住民活動への支援は、柔軟性と共に「支援する姿勢」を見せること

も大事である。 
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このほかにも、「秘訣」となる要素はいろいろあるはずである。また、全国にはほかにもたくさんの

調査したい事例があったし、それらにもそれぞれの「秘訣」があるであろう。また、住民・住民組織・

住民活動に対する自治体及び自治体職員の関わり方も、それぞれの事例や「秘訣」ごとに様々な姿があ

る。「地域コミュニティの活性化」と、自治体（職員）の役割、関わり方には、正解はない。それぞれ

の地域で、状況や活動の個性に合わせ、この報告書で挙げた「秘訣」をヒントにして、「住民がつくる

自立した地域コミュニティ」づくりを進めていただければ幸いである。 
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